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   （午前10時０分開議） 

  （菅野議長議長席に着く） 

○議長（菅野吉記君） ただいまより本日の会

議を開きます。 

  最初に、諸般の報告を申し上げます。 

  報道機関による傍聴席での撮影及び録音の

許可についてでありますが、神戸新聞社、共

同通信社、ＮＨＫ、サンテレビジョンより本

日の本会議の模様を撮影及び録音したい旨の

申出があり、許可いたしましたので御報告申

し上げておきます。 

  以上、報告を終わります。 

  これより議事に入ります。 

○議長（菅野吉記君） 日程によりまして、昨

日に引き続き一般質問を続行いたします。 

  62番堂下豊史君。 

  （62番堂下豊史君登壇）（拍手） 

○62番（堂下豊史君） おはようございます。

公明党の堂下豊史です。細谷議員、徳山議員

と共に一般質問をさせていただきます。 

  まず、市営住宅に関する諸課題について伺

います。 

  初めに、家賃減免制度の運用改善について

です。本市は生活困窮世帯に対し、家賃減免

制度を設けていますが、原則３か月ごとの更

新手続が必要で、その都度交通費や駐車料金

が発生するなど、申請者の負担が大きいのが

実情です。 

  他都市で減免期間を６か月としている事例

も参考にし、収入に大きな変動のない世帯に

ついては、減免期間延長や更新頻度の緩和を

検討すべきと考えます。 

  また、窓口手続に限らず、郵送申請の対象

拡大などにより、負担軽減と事務の効率化を

図る柔軟な運用に改善すべきと考えますが、

御見解を伺います。 

  続いて、共用部門の管理の在り方について

伺います。 

  市営住宅では、従来自治会が共用部分の管

理を担ってきましたが、高齢化や共働き世帯

の増加で担い手不足となり、解散も相次いで

います。一部は入居者の善意で進められてい

ますが、将来的に管理不全に陥る懸念があり

ます。若い世代が多く入居する時代とは異な

り、入居者任せの管理方法は現状に即してい

ません。今後の高齢化を見据え、市営住宅の

共用部分の管理を入居者に任せるのではなく、

費用負担の在り方も含め、市が一定の責任を

持って関与すべきと考えますが、御見解を伺

います。 

  次に、地域コミュニティ交通の補助制度の

見直しについて伺います。 

  地域コミュニティ交通導入支援事業補助金

は、地域に応じた交通手段を確保する制度と

して一定の成果を上げており、生活の足を支

える重要な役割を果たしています。しかし、

事務費補助は本格運行から最長１年に限定さ

れ、その後の費用は地域の持ち出しや協賛金

で賄われています。 

  担い手の高齢化や人材不足が進む中、この

負担の継続は地域交通の持続性を脅かしかね

ません。また、燃料費や人件費の高騰を受け、

令和５年度に補助額の見直しが行われたと聞

きますが、なお物価高は続き、厳しい運営状

況です。安定運営のためには、本格運行後も

事務費補助の継続と、物価と連動した補助額

の見直しが必要と考えますが、御見解を伺い

ます。 

  次に、地域活動における若年層参画の促進

について伺います。 

  神戸市が大学都市神戸を掲げる中で、地域

活動における学生・若者の参画をいかに促進

するかは、地域コミュニティーの持続可能性

を左右する重要な課題です。 

  現在、地域活動の現場では、担い手の固定

化や高齢化が進み、継続的な活動が困難とな

るケースも見られます。こうした中、大学生

をはじめとする若年層が地域課題の解決に主

体的に関わることは、地域に新たな活力をも

たらすとともに、若者自身にとっても貴重な
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学びと成長の機会となります。 

  実際、灘区では大学と連携したまちづくり

チャレンジ事業補助金を昨年まで20年間活用

し、大学・地域・行政が連携した先進的な取

組が展開されてきました。 

  灘区の学生団体の神戸大学灘地域活動セン

ターは、同補助金を活用しながら、阪神・淡

路大震災から30年間活動を続け、この３月に

第１回地域貢献賞を受賞されています。 

  しかしながら、神戸市では令和７年度から

この灘区などの補助金制度を廃止し、全市対

象の地域貢献活動補助金に統合、年度ごとに

上限50万円、30万円、20万円と減額した上で、

補助期間を３年間に限定する制度へと再編さ

れました。 

  この制度設計では収益事業ではなく、かつ

構成員が毎年入れ替わる学生団体にとって継

続的な活動が困難となる点が課題となってい

ます。実際に学識者からも、学生・若い人が

新たな挑戦や活動継続に悩み、利用できない

仕組みであるとの御指摘をいただいています。 

  若年層の地域活動への関与を一過性に終わ

らせず、地域づくりの担い手として継続的に

応援・育成していくためには、現場の実態を

踏まえた制度の見直しが不可欠です。 

  例えば、京都市では大学コンソーシアム京

都との出資・連携を通じて、学生団体や学生

と地域・企業との連携による取組、大学の授

業やゼミと連動した地域貢献活動などに対す

る支援制度が設けられています。 

  そこで、本市においては、学生に加え、若

年の就労者層の取組も支援対象とし、補助額

の多寡だけではなく、継続性を重視した新た

な制度を設けることで、より多様な人材が地

域に関わることのできる神戸モデルの構築が

期待されます。 

  例えば、補助上限20万円、助成率100％で、

交通費や会場費などの基礎的経費を５年間支

援し、活動実績や地域との関係性に応じて更

新できる仕組みの創設です。大学での４年間

と、その後も継続した若者の活躍を期待する

のであれば、長期的な視点での支援が必要で

す。 

  これは既存の地域貢献活動補助金とは別枠

の制度として設けることで、若年層の地域活

動への参加促進に大きく寄与すると考えます。

大学都市神戸を標榜する本市として、こうし

た新たな制度の創設に向け、検討を進めるべ

きではないかと考えますが、市長の見解を伺

います。 

  続いて、高齢者施設の整備計画の見直しに

ついて伺います。 

  市内の介護ニーズの高まりを受け、特別養

護老人ホームの整備が進み、かつて6,000人

いた待機者は現在約2,650人まで減少するな

ど、一定の成果が見られます。 

  一方で、待機者がいるのに空きがあるとの

矛盾が現場で指摘されています。その背景に

は、入所要件の厳格化、在宅介護志向の高ま

り、ユニット型個室の利用者負担の増加など、

介護ニーズの多様化があります。また、第９

期介護保険事業計画では、約450床の整備目

標が掲げられていますが、高齢者人口は2040

年頃にピークを迎えた後、減少が見込まれる

中、地域差やニーズを踏まえ、ユニット型個

室から多床室への機能転換など、市民が入所

先の見通しに不安を抱くことがないことは大

前提として、政策の方向性を見直す時期に来

ていると考えますが、御見解を伺います。 

  次に、特別支援学校の環境整備について伺

います。昭和53年度開校の県立神戸特別支援

学校は老朽化が進み、体育館の空調未整備や

バリアフリーの不備など、安全、学習環境に

重大な支障があります。そのため、通学区域

外の市立校に通わざるを得ない児童もおり、

教育の公平性が損なわれています。 

  これまで我が会派としても、教育環境の改

善に向けて繰り返し、県に対して要望を重ね

てまいりましたが、昨日の兵庫県議会の一般

質問において、公明党の大塚公彦議員の質問
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に対し、県から教育環境の改善には、移転改

築により対応せざるを得ないとの認識が示さ

れました。 

  現在、本市は、県からは土地提供に関する

情報提供を求められていますが、無償提供な

ど一方的な負担は避けるべきです。県の責任

に基づく整備方針とスケジュールを早急に示

し、市民や関係機関に丁寧に説明を行うよう

県に働きかけるべきと考えますが、御見解を

伺います。 

  あわせて、県・市の役割分担の見直しにつ

いても伺います。平成19年に兵庫県と本市と

の間で交わされた通学区域に関する覚書によ

り、市内のエリアごとに県立・市立のいずれ

かの特別支援学校へ通学するか定めた結果、

整備責任まで県・市で分担しているかのよう

な構図となっています。 

  本来、特別支援学校の設置・整備は県の責

任で行うべきところ、この覚書の存在により、

市内学校の整備の優先順位が下がり、対応が

遅れてきました。この点についても、昨日の

兵庫県議会で大塚議員が、当時の協議の枠組

みだけでは対応が難しくなっているとの問題

意識を議員個人の見解として示されたところ

です。 

  実際に、本市が独自に分校整備を進める事

例も生じており、今後、覚書の見直しにより

役割と財政負担の明確化は必要と考えますが、

御見解を伺います。 

  続いて、持続可能な地域農業の実現に向け

た支援の充実について伺います。 

  まずは、親元就農者への戦略的支援につい

てです。昨年来の米騒動は我が国の食料供給

体制の脆弱さを浮き彫りにしました。持続可

能な地域農業の確保に向け、後継者対策は喫

緊の課題です。国の新規就農者支援制度はあ

るものの、要件が複雑で活用しづらく、親元

就業者への支援は空白です。定着支援金や法

人化費用への補助など、本市独自の支援を講

じるべきと考えますが、御見解を伺います。 

  加えて、スマート農業の導入支援について

です。担い手不足の解決策として、省力化・

効率化を図るスマート農業が期待されていま

す。 

  本市でも、機器導入への補助制度がありま

すが、ドローン等の保険料負担が重く、新た

な障壁となっています。保険料を補助対象に

加える拡充を検討すべきと考えますが、御見

解を伺います。 

  最後に、災害時における情報共有体制の強

化について伺います。 

  能登半島地震では、避難者の健康被害が多

数発生し、その一因として安否確認や支援ニ

ーズに関する情報が関係機関に十分伝達され

なかったことが指摘されています。この教訓

は、災害時における情報共有の在り方が、支

援の質とスピードに直結することを改めて示

すものです。 

  こうした教訓を踏まえ、本市においても、

要援護者支援にとどまらず、医療・福祉・行

政の各現場が必要とする情報を職種を超えて

整理・共有できる体制の構築が急務です。現

場では保健師や医師、福祉専門職がそれぞれ

個別に情報を把握、判断する場面が多く、誰

が、どこに、どのような情報を持ち、どこま

で共有すべきかといった整理が不十分なまま

では、必要な支援が遅れるおそれがあります。

そのため、情報の種類、アクセス権限、記

録・更新のルール、共有範囲などをあらかじ

め、多職種連携の枠組みの中で制度として設

計していくことが不可欠です。また、こうし

た制度設計が実効性を持つためには、発災時

に形骸化することがないよう、平時からの訓

練やシミュレーションの中に組み込んでいく

ことも重要です。そして、その制度設計の内

容は、現場で実際に使用可能な情報共有ツー

ルとして具現化されなければ意味がありませ

ん。単にルールを定めるだけではなく、誰も

が使いやすく、必要な情報にすぐアクセスで

きる実用的なツールに落とし込むことで、初
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めて支援の即応性・有効性が確保されます。

こうした課題には、北区地域包括ケア推進総

括協議会が先駆的に取り組もうとしています。

関係者の知見を生かしつつ、行政が地域包括

ケアの枠組みの中で情報共有体制の整備とツ

ール化を進めるべきと考えますが、御見解を

伺います。 

  以上、御答弁よろしくお願いします。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 堂下議員の御質問のう

ち、まず市営住宅の家賃減免制度の運用改善

につきましてお答えを申し上げます。 

  御指摘いただきましたように、市営住宅の

家賃減免の期間は原則３か月とし、50歳以上

で無収入の世帯などは、その年度を越えない

範囲で６か月としておりまして、さらに、収

入が年金だけの高齢者世帯などは１年とする

などの対応を行っております。 

  また家賃減免の申請方法につきましては、

家賃の減免や家賃の滞納で相談される方の中

には、生活に困窮されている方などもおられ

るため、福祉的支援に関する助言や各区くら

し支援窓口などの相談窓口の案内を行うとと

もに、必要に応じ、福祉的な関係機関へつな

げるよう、連携をするということから、原則

窓口申請としております。 

  一方で、収入に大きな変動がないと見込ま

れる高齢世帯、この場合には60歳以上のみの

世帯ですけれども、減免申請書を送付し、郵

送申請を受け付けております。 

  他都市の家賃減免の期間を見ますと、６か

月を基本としている都市もあり、県営住宅な

どは１年とするなど、対応が異なっておりま

す。 

  本市におきましても、申請者の負担軽減や

業務の効率化を踏まえますと、収入に大きな

変動がないと見込まれる世帯につきましては、

若年世帯などを含め、運用の改善が必要と考

えます。 

  今後の家賃減免の期間につきましては、収

入の変動があると見込まれる世帯や、過去に

滞納がある場合などを除き、原則１年とする

よう検討したいと存じます。あわせて、家賃

減免の申請方法につきましても、申請者の負

担軽減や業務の効率化も踏まえまして、窓口

または郵送の選択ができるよう、早急に検討

をしたいと存じます。 

  次に、共用部分の管理の在り方です。 

  本市では、市営住宅の共用部分の管理課題

に対処するため、他都市に先駆け、平成８年

１月から借上住宅におきまして、平成11年７

月から希望する市営住宅におきまして、家賃

と共益費の一括徴収制度を導入することとい

たしました。 

  現在、家賃と共益費の一括徴収制度は、全

国的にも限られた自治体で、限られた世帯だ

けにしか導入されていない中で、本市では、

入居世帯の82.8％に当たる２万7,497世帯が

共益費一括徴収を導入しています。 

  家賃と共益費の一括徴収制度は入居費や自

治会で共用部分を管理するために徴収してい

る共益費を市が家賃と合わせて一括で徴収す

るものです。このことによりまして、自治会

などによる共益費の徴収が不要となり、さら

には草刈りや清掃といった共同作業を、入居

者等の依頼に基づき、指定管理者が発注から

支払いまでを行うなど、入居者・自治会の負

担を軽減し、共用部分の適正な管理を側面か

ら支援することにつながっていると存じます。 

  今後とも、市営住宅の共用部分の管理につ

きましては、家賃と共益費の一括徴収制度へ

のさらなる移行を含め、入居者や自治会の意

向に寄り添いながら、管理不全に陥らないよ

うな対応を行っていきたいと存じます。 

  私からは、災害時における情報共有体制に

つきましてお答えを申し上げます。 

  災害時要援護者につきましては、条例に基

づき、対象者や取り扱う情報、情報の安全管

理義務、守秘義務などを条例に定め、災害時
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に支援が必要となる高齢者などの要援護者台

帳を作成し、要援護者を支援する地域団体で

ある要援護者支援団体に平時より情報を提供

しております。あわせて、避難所などにおけ

る保健救護・医療救護を適切に行うため、地

域の医師会、その他の医療保健団体との業務

の協力体制の構築に努めてきたところです。 

  一方で、御指摘いただきましたように、災

害時における被災者情報の管理に関するツー

ルの構築につきましては、迅速かつ適切な支

援の実施のために、非常に重要な課題であり

ますけれども、これにつきましては、大規模

災害時における広域避難、あるいは全国から

の支援者の受入れという観点からも、神戸市

独自ではなくて、統一的な仕組みが必要であ

ると考えております。 

  現在、国において、例えば災害時における

保健医療福祉活動を支援するシステムの運用

に向けた仕組みの構築が進められているなど、

災害時における情報管理の在り方について検

討が進められており、本市としてはこれらの

検討状況を注視していきたいと思っておりま

す。 

  その上で、御紹介いただきました北区にお

ける地域包括ケア推進総括協議会の取組につ

きましては、区医師会、歯科医師会、薬剤師

会に介護関係者や区役所などが加わり、区に

おける地域包括ケアの構築を目指す取組であ

ると注目をしているところです。 

  これらの取組を参考に、関係団体とのさら

なる連携の構築、訓練の実施、あるいは先進

的なデジタル技術の活用にも積極的に努めな

がら、災害時における被災者支援が適切かつ

迅速に行えるよう、引き続き取り組んでまい

りたいと存じます。 

  ほかの御質問につきましては、副市長から

お答えさせていただきます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 私のほうから３点御

答弁申し上げます。 

  まず、地域コミュニティ交通の補助制度の

見直しについて御答弁を申し上げます。 

  神戸市では、地域・運行事業者・市が役割

分担しながら、地域の実情に応じて地域コミ

ュニティ交通の運行を支援する市独自の制度

を令和３年度に創設をしたところでございま

す。 

  地域組織の運営につきましては、地域の役

割として、持続可能な組織づくりをお願いし

ているところでありますけれども、本格運行

直後の運営の安定化を支援するため、１年間

に限り、運営にかかる経費を補助していると

ころでございます。 

  しかしながら、本格運行後に利用が伸びず、

より一層の利用促進が求められる場合などに

おきましては、補助継続の検討が必要と考え

ておりまして、まずは地域の状況把握を進め

てまいりたいと考えてございます。 

  物価の高騰に対しましては地域・運行事業

者・市で協議しておりますけれども、運賃改

定での対応が基本となり、実際に運賃改定を

行った地域もあるわけでございます。 

  一方で、神戸市におきましても、令和５年

度に先行して物価上昇に対応した補助限度額

を引き上げる見直しを行い、地域・運行事業

者への支援も併せて行っているところでござ

います。 

  地域コミュニティ交通は地域の生活を支え

る重要な役割を果たしておりますので、その

持続性を高めていくことが必要でございます。

今後も引き続き社会情勢の変化にも注視しな

がら、地域の実情に応じたコミュニティ交通

の運行が行えるよう努力してまいりたいと考

えてございます。 

  ２点目は、親元就農者への支援についてで

ございます。 

  農業の担い手確保は喫緊の課題でありまし

て、地域農業の維持・発展を図るためには、

担い手の確保として親元就農支援が重要であ
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ると認識をしているところでございます。 

  これまでの親元就農支援の国の事業として

は、親の経営を継承する場合は、新規参入と

同等の経営リスクを負うことが実質的な要件

とされてきたところでございます。 

  ただ、国の令和６年12月補正予算や令和７

年度当初予算におきまして、親元就農者をは

じめ、地域農業の後継者への支援が拡充され

まして、収入が不安定な就農初期を支える経

営開始資金につきましては、親と異なる品目

に取り組むことが要件ではなくなり、同じ品

目でも新たな技術を導入するなどによりまし

て、経営を発展する場合も支給対象とされる

こととなったところでございます。 

  また、経営発展支援事業につきましては、

経営を引き継いで農業を始める人、これは49

歳以下ということになっておりますが、受け

継いだ施設や農機の修繕を対象とする事業や

経営継承、法人化設立にかかる費用を支援す

る制度が拡充をされまして、機械や施設を新

規に導入する場合は最大４分の３の補助、既

存の経営資源の有効利用などの場合は最大３

分の２と、補助制度が新たに設けられたとこ

ろでございます。 

  神戸市域におきましては、親元就農後の育

成・定着に向けてＪＡ・県・農業委員会など

の関係機関とともに農業後継者育成対策協議

会を組織させていただきまして、親元就農者

を含めた若手農業者で構成する青年クラブが

行う研修会、食育などに対する活動助成や、

親元就農者を対象とした農業用機械などの導

入補助、地域農業の後継者による事例発表会

の実施など、安定的な農業経営の実現に向け

支援をしているところでございます。 

  親元就農への支援につきましては、国の制

度が拡充をされておりまして、神戸市として

は、まずはＪＡ・県の関係機関と連携して、

農家への制度周知に努めるとともに、農家か

らの相談に寄り添って対応するなど、積極的

に制度の活用を図ってまいりたいと考えてい

るところでございます。 

  次に、スマート農業の導入支援について御

答弁を申し上げます。 

  スマート農業技術の活用を図るため、国に

おきましては、スマート農業技術活用推進法

を昨年10月に施行しておりまして、担い手不

足の解決策として有効であると認識をしてい

るところでございます。本市では農作業など

の省力化・効率化を図るため、農家や集落営

農組織がドローンや水田の自動給水栓など、

スマート技術を活用した機器を導入する際に

支援するスマート農業等導入支援事業、これ

は補助率２分の１、補助上限50万円でござい

ますけれども、これを令和２年から市独自で

実施をさせていただいているところでござい

ます。 

  今年度からは、地域の担い手として地域計

画に位置づけられた農家を対象に、補助上限

を200万円まで拡充をさせていただいている

ところでございます。スマート農機には高額

なものが多く、また遠隔操作に不慣れなこと

から、事故発生などによりまして、修理費が

高額になるケースも発生をしているところで

ございます。 

  そのため、神戸農政公社が令和５年からラ

ジコン草刈り機を導入し、民間保険に加入し

た上で、レンタル事業を実施しておりますけ

れども、その中で操作を誤るなど、利用者の

責任により故障が発生した場合は、初回の修

理に限り農政公社が免責分の半額を負担する

こととしているところでございます。 

  一般的な農業機械の保険につきましては、

兵庫県農業共済組合が農機具共済を運営いた

しまして、比較的安価な掛金で加入すること

ができますけれども、ドローンやラジコン草

刈機など遠隔で操作する機械につきましては、

現在、共済の対象外となっておりまして、農

家は民間の保険に加入されているのが現状で

ございます。 

  担い手不足対策とスマート農業のさらなる
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推進という観点で、他県の農業共済組合では

ドローン等を共済の対象としている事例もあ

りますことから、御指摘を踏まえまして神戸

市としても、兵庫県農業共済組合に対して、

その制度創設に向け、協議・要望を行ってま

いりたいと考えてございます。 

  また、民間保険に加入せざるを得ないスマ

ート農機の導入状況や保険料の課題など、農

家の実態把握に努めまして、スマート農業等

導入支援事業の制度拡充を含めて検討してま

いりたいと考えてございます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 私のほうから２点御

答弁申し上げたいと思います。 

  まず１点目でございますが、地域活動にお

ける若年層参画の促進について御答弁申し上

げます。 

  地域活動の担い手の固定化や高齢化が進み、

活動の継続が難しいという声は伺っている中

で、持続可能な地域社会にしていくためには、

自治会など従来の地域団体に加えて、ＮＰＯ

や学生、企業など多様な主体の参画が必要だ

と考えているところでございます。 

  そうした中、高齢化が進み、担い手不足に

悩む地域においては、以前から若年層の地域

活動への参画を求める声が多く、神戸市にお

きましても、灘区や西区をはじめ、区役所が

中心となって大学と連携し、学生の地域活動

を支援してきたところでございます。 

  御指摘いただきました地域貢献活動補助金

につきましては、地域課題を解決するための

活動に対する補助金で50万円を上限に最大３

年間助成する制度としております。２年目以

降につきましては、段階的に補助率、補助額

を減らし、団体の自立と活動の継続を促して

いるところでございます。 

  この補助制度を活用いただいている学生団

体もありまして、昨年度はこどもの居場所づ

くりに取り組む高校生や、農村地域の活性化

に取り組む大学生が活動の立ち上げにかかる

物品の購入などに御利用いただいているとこ

ろでございます。 

  また、今年度につきましては、さらに全市

的に若年層の地域活動への参画を促進してい

くため、ふれあいのまちづくり協議会への助

成メニューに学生が参画する際の交通費や謝

礼等の経費を追加しているところでございま

す。 

  現時点で地域の祭りの運営費補助やスマホ

教室の講師謝礼等の申請があり、ニーズを実

感しているところでございます。 

  市といたしましても、学生への地域活動へ

の参画を促進することは重要であると考えて

いるところでございます。今、議員よりは学

生の参画という視点から、例えば京都のコン

ソーシアムを活用した事例等の御提案もいた

だきました。いかにこの継続性を確保してい

くか、こうした視点も踏まえまして、引き続

き学生のニーズをしっかりお聞きしながら、

必要な支援について検討を進めていきたいと

考えているところでございます。 

  それから２点目でございますが、高齢者施

設の整備計画の見直しについて御答弁申し上

げます。 

  神戸市におきまして人口動向や介護ニーズ

の見込みを踏まえ、３年ごとに介護保険事業

計画を策定し、必要な介護施設を計画的に整

備してきているところでございます。 

  現在は令和６年から８年までの第９期の計

画期間でございまして、特養等450床をはじ

め、合計1,460床の整備を予定しているとこ

ろでございます。 

  一方で、特養の整備が進んだこと、また多

様化する利用者ニーズに合わせて、有料老人

ホームやサービス付高齢者住宅などの施設整

備も進んだことから、平成27年時点で約6,00

0人であった入所申込者数は、令和６年の調

査では約2,650人となっているところでござ

います。 
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  そのため、特養の空床調査を実施したとこ

ろ、速報値ではございますが、令和６年度１

年間では、市内特養の総床数の約3.7％が空

いているという結果が出ており、特養申込者

がいる一方で、空床も一定数あり、市内の施

設数が充足しつつある状況も新たに確認でき

ているところでございます。 

  今後、高齢者人口は2040年頃をピークに迎

えた後、一転して減少に転じる見込みでござ

いまして、中長期的観点に立って、どれだけ

の施設を整備する必要があるか見極めること

が重要であると認識しているところでござい

ます。 

  また、新規の施設整備だけでなく、既に建

築された施設を計画的に改修し、長寿命化を

図ることにより、運営の継続と定員数の維持

を図っていくことも必要であると考えており

ます。 

  今回実施いたしました空床調査では、築年

数が古い多床室で空床が多い傾向があること

が分かりました。これらの施設の改修を進め、

魅力を高めることで、現在の空床を有効活用

することも考えられると思っております。 

  介護人材の確保の難しさ、建設コストの高

騰、多様化する利用者ニーズに合わせて、他

の施設の整備も進んでいること等、様々な事

情を考慮しつつ、計画策定時には把握できて

いなかった空床状況等の新たな事情も踏まえ

て判断をしていきたいと考えているところで

ございます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 福本教育長。 

○教育長（福本 靖君） 私のほうからは、特

別支援学校の環境整備について２点御答弁申

し上げます。 

  まず、県立神戸特別支援学校の教育環境の

整備についてですが、昭和53年度に開校した

北区の県立特別支援学校は施設設備の老朽化

が進んでおり、空調などの機能やバリアフリ

ーの面で課題があるため、本市としても、北

区内の児童・生徒が安心して通学できる学校

となるよう、これまでも環境改善について、

兵庫県に対して要望してきたところでありま

す。 

  これに対する県の方針ですが、今御紹介が

ありましたように、議員の働きかけ等もあり

まして、県としては、改めて移転建て替えに

よる対応をせざるを得ない状況であると、そ

のような認識を示しているところであります。 

  これに先立ちまして、本年５月には兵庫県

教育委員会事務局と神戸市内の特別支援学校

に関する意見交換会を開催し、県立神戸特別

支援学校の移転建て替えや、それまでの環境

改善等について意見交換を行ったところであ

ります。この際、県教委からも、移転建て替

えのための適地確保に向けて、本市からの情

報提供を依頼されており、本市としても北区

の児童・生徒が少しでも早く安心して通学で

きる学校となるよう、候補となる適地を検討

していくことを伝えております。 

  なお、本市の用地を活用する場合の費用負

担等については、市長部局とも相談しながら、

県教委と協議をしていきたいと考えておりま

す。 

  いずれにせよ、県立神戸特別支援学校につ

いては、今後県において、保護者に不安を与

えることなく、周辺住民の理解も得ながら、

円滑に移転建て替えを進めていただくよう、

引き続き県と協議したいと考えております。 

  ２点目、県・市の役割分担の見直しについ

てですが、覚書締結の経緯については昭和54

年に養護学校教育が義務教育となり、養護学

校の設置義務が都道府県とされましたが、そ

れ以前から、本市を含む政令市、大都市では、

市として養護学校を設置した経緯があります。 

  本市においては、平成19年の法改正により、

特殊教育から特別支援教育へ転換が図られた

際に県と協議を行い、特別支援学校の通学区

域に関する覚書を締結しております。この覚

書は、特別支援学校に係る県と本市の役割分
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担のうち、通学区域に関する取扱いについて

定めたものであります。 

  覚書締結後も県と本市で協議をしながら、

障害のある児童・生徒の増加に対応してきて

おり、本市では平成29年にいぶき明生支援学

校、令和３年に灘さくら支援学校を開校し、

県としては、平成29年に県立西神戸高等特別

支援学校を開校しているところでございます。 

  覚書を締結した平成19年当時と比較すると、

より早い段階で障害者手帳を取得し、障害福

祉サービスや特別な教育的支援を受けたいと

いうような保護者の意識が変わるなど、特別

支援教育を取り巻く環境は大きく変化してお

ります。 

  そのような現状を踏まえると、教育委員会

としても、通学区域等について改めて検討が

必要な時期に来ているものと認識しておりま

す。本年５月に開催しました意見交換会にお

いても、学校教育法で特別支援学校について

都道府県に設置義務があるとされていること

を踏まえ、県に対して意見を伝えているとこ

ろでございます。 

  障害のある児童・生徒の受入れについては、

これまで県と協議しながら必要な体制の確保

に努めてきたところでありますが、児童・生

徒個々の特性に応じた適切な環境で学ぶこと

ができるよう環境整備に努めていくことが重

要と考えております。 

  特別支援教育を取り巻く環境が大きく変化

していることから、財政負担の在り方も含め、

市長部局とも相談しながら、引き続き県と協

議していきたいと考えます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 堂下君。 

○62番（堂下豊史君） 御答弁ありがとうござ

いました。それでは、残りの時間で再質問さ

せていただきます。 

  まずは、市営住宅の共用部分の管理の在り

方についてです。 

  市長に御答弁いただきました。いわゆる一

括徴収について、御紹介をいただいたわけで

すけども、導入には団地内の４分の３以上の

同意が必要とされており、現場ではなかなか

制度が進まない状況もあります。また、そも

そも本市の市営住宅では草刈りに加えて、枝

払い、シロアリや害虫の駆除、ハトよけネッ

トの設置、糞や側溝の清掃といった共用部の

管理業務が入居者の負担とされています。こ

れらは専門的対応や身体的な負担を伴うため、

高齢化の進む団地では対応が難しく、善意に

頼る管理体制にも限界があるというふうに強

く認識をしております。 

  一括徴収ですけども、先ほど申し上げたよ

うに４分の３の同意が必要ですので、例えば

市営新生田川住宅や、鹿の子台南住宅では合

意形成が難航し、この一括徴収の制度を活用

できず、住民の負担が続いている現状です。 

  地元の鹿の子台南住宅では、自治会が存在

するものの、必要な同意が得られず、草刈り

や共用部の清掃などが今も住民の善意に支え

られているのが現状です。また、本来市が管

理すべき敷地外周の高木についても、かつて

は財政的な制約から十分な伐採対応が難しく、

安全性や警戒の懸念の声が住民から寄せられ

ていました。 

  一括徴収の制度は、こうした制度は整備さ

れているだけでは不十分であり、実際に使え

る仕組みとなって初めて意味があるのではな

いでしょうか。一括徴収の合意形成を支援す

る取組や、市が段階的に維持管理を代行して

いく仕組みの整備など、現場の事情に即した

柔軟な制度運用が必要ではないかと考えます

が、改めて本市の見解を伺いたいと思います。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 市営住宅における管

理の在り方につきましては、公営住宅法、ま

た公営住宅管理標準条例に基づく神戸市の条

例等で定めているところでございまして、法

の趣旨から、こういった草刈り、清掃など共
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同施設の維持管理につきましては入居者が御

負担いただくということが前提となると認識

しているところでございますが、一方で、今

置かれている状況をるる御説明いただきまし

た。こういった状況を踏まえて、やはりその

団地において一括徴収を希望される団地に対

しましては、その合意形成を支援していかな

ければならないと考えているところでござい

ます。 

  具体的には、その家賃と共益費の一括徴収

制度導入の相談を受けたときには、個別の導

入に向けて書類の作成、また説明会の開催、

同意書の回収など、支援をこれまでもしてき

ているところでございます。今後も、こうい

ったように丁寧に対応することによって、家

賃と共益費の一括徴収制度を活用することで、

住宅の共用部分の適正な管理を神戸市といた

しましても支援していきたいと考えていると

ころでございます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 堂下君。 

○62番（堂下豊史君） 公営住宅法にも触れら

れたんですけども、そもそもこの法律、公営

住宅法の第20条にしても、住宅に困窮する

方々に安定した住まいを保障することを目的

としています。共用部分の衛生管理、安全確

保を入居者任せにする現在の運用が法の趣旨

を実質的に満たしているのか再検討が必要で

はないかというふうに考えているところです。 

  繰り返しますけども、共用部分の維持管理

を入居者任せにすることの限界は既に現場で

顕在化しています。一括徴収のことをおっし

ゃるんですけども、繰り返し申し上げますよ

うに、合意形成がなかなか取れないところに

現場の苦労があります。御答弁で触れられま

したけども、今後、制度の実効性を高めるた

めに、一層の検討を進めていただけるよう、

引き続き注視してまいりたいと思います。 

  続いて、再質問させていただきます。 

  地域活動における若年層参画の促進につい

てです。御答弁では、若年層の地域参画の重

要性について御認識が示されるとともに、新

たな制度創設についても検討していく意味で

の御答弁だったというふうに理解をしており

ます。制度設計に当たっては、若者のニーズ

や地域団体の声を丁寧に聞いていただきたい

と思います。 

  一方で、学生による地域団体、既に各地で

進んでおります。中でも神戸親和大学が今年

度から始めた地域共創科目の必須化は、学び

と地域貢献をつなげる新たな取組として大き

な可能性を感じています。こうした動きを支

える制度設計について改めて伺いたいと思い

ます。 

  神戸親和大学では、今年度から地域共創科

目を必須化し、地域での実践的な学びを教育

課程に正式に位置づけています。 

  さらに、神戸市北区との連携による神戸北

未来共創アライアンスでは、学生が地域や行

政と協働し、暮らしの質の向上を目指した活

動に取り組もうとしています。こうした現場

での先進的な取組を一過性に終わらせず、継

続的に発展させていくためには、大学との包

括的な連携や委託等を通じ、交通費などの負

担軽減を含む実効的な支援制度の構築が必要

ではないかと考えますが、御見解を伺いたい

と思います。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 神戸親和大学と神戸

市北区との間におきましては、2008年に地域

連携に関する協定を締結し、これまで地域行

事に学生ボランティアを派遣いただくなど、

多くの事業活動に参画いただいてきたところ

でございます。 

  同大学では、先ほど御紹介いただきました

とおり、本年10月から段階的に全学生必修の

地域共創科目を始められるとお聞きしており

ます。大学のカリキュラムの中で学生がそれ

ぞれの地域に赴き、地域で活動されている
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方々と課題について考え、解決するために活

動するという内容で、現在準備を進められて

いるとお聞きしているところでございます。 

  神戸市といたしましても、大学と地域のつ

なぎ役として、コーディネートやアドバイス

が重要な役割だと考えておりまして、特にコ

ーディネートの面におきましては、2023年か

ら配置しております地域コーディネーターが

地域活動団体と活動したい人とのマッチング

を得意としておりまして、積極的に活用して

いきたいと考えているところでございます。 

  また、学生が取り組む地域課題のテーマ選

定につきましては、北区役所・北神区役所が

大学と協議を重ねておりまして、高齢者の移

動支援や駅周辺のにぎわいづくり、農村・里

山の活性化などのテーマが上がっているとお

聞きいたしております。 

  神戸市では、神戸親和大学の取組に限らず、

好事例は他校に紹介し、地域活動団体とのコ

ーディネートやアドバイスなどを支援するこ

とで、学生が地域活動に参加するきっかけと

なるような大学・高校の取組が広がることを

期待しているところでございます。大学と地

域の協働の取組を持続可能なものにするため

に、市として効果的なサポートを検討してい

きたいと考えております。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 堂下君。 

○62番（堂下豊史君） ありがとうございます。

前向きな広がりに期待するとの趣旨の御答弁

だったと思います。マッチング支援の検討に

も言及がありましたけども、重ねて伺います

けれども、こうした取組の着実な展開に向け

ては、制度設計や連携の工夫と併せて、活動

の継続性を下支えする財政的な支援も欠かせ

ません。実効性のある支援制度の構築に向け

て引き続き丁寧な議論をお願いしたいんです

けども、このあたりのお考えいかがですか。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 今回、今お聞きいた

しておりますこの大学の取組という部分につ

いては、先ほども御答弁で申し上げましたが、

全学生必修の地域共創科目という形で、大学

のカリキュラムの中で、学生がそれぞれ活動

されるという取組とお聞きしております。 

  なかなか、この大学そのもののカリキュラ

ムについて市のほうで何かということになり

ますと、なかなか難しいのではないか。それ

よりも、先ほど申し上げましたようなコーデ

ィネートとか、つなぎとか、連携、こういっ

た面で市の役割が果たせるんではないかと考

えているところでございます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 堂下君。 

○62番（堂下豊史君） 財政的支援も含めて引

き続き丁寧な議論をお願いしたいと思います。 

  ここで、市長にもこの件について御答弁を

お願いしたいと思います。 

  大学都市神戸を掲げる本市にとって、学生

や若者の地域参画は、地域の持続可能性を支

える重要な取組です。一方で、かつて、先ほ

ども申し上げましたように、大学と連携した

まちづくりチャレンジ事業補助金が統合され、

助成率や期間が縮小されたことで、特に学生

団体にとって継続的な活用が難しくなってい

るとの声を聞いております。 

  別枠での新たな支援制度の創設が必要では

ないかと考えるところです。副市長からは先

ほど一定の御答弁がございましたけれども、

改めて市長の御認識と今後の方向性について

御所見を伺いたいと思います。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 大学で構成される団体

も含め、ＮＰＯ法人につきましては、やはり

この立ち上がりの時期、これは市がしっかり

サポートをさせていただく。しかし、これが

継続をしていくためには、やはりそれぞれの

団体の自主的な努力によって、企業からの協
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賛や様々な団体からのサポートを受けて、自

立していくということがやはり重要です。 

  漫然と同じような活動に対して継続サポー

トをするというアプローチがいいのかどうか

ということにつきましては、かなり疑問に感

じております。 

  同時に、学生団体については、同じ団体が

存続しているけれども、ＮＰＯの法人は同じ

メンバーがずっと継続をしている。学生団体

については新入生が入ってきて、卒業生が入

れ替わるという特性もあろうかと思います。 

  こういう点をどう考えたらいいのかという

ことにつきましては、御指摘を踏まえながら

考えさせていただきたいと思っておりますの

で、今日ここで継続する活動について、その

継続に応じた補助金を出し続けるということ

につきましては、慎重に考えさせていただき

たいという答弁でお許しをいただければと思

います。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 堂下君。 

○62番（堂下豊史君） 漫然とずっと出し続け

るという趣旨ではなくて、もともとのチャレ

ンジ補助金が今の地域貢献活動補助金に統合

されたことで、いわゆる期間も限定で、立ち

上がりの時期さえなかなか支援が及ばないと

いう課題に対して今日質問させていただいて

おります。 

  そこで例えば、漫然とじゃなくて５年間と

いう期間を設けて、その間にしっかりと活動

を支援していくという趣旨で今日は申し上げ

たつもりですので、その観点も含めて支援制

度の創設に向けて、引き続き丁寧な議論、関

係者の意見もしっかりと聞いていただきたい

と思いますので、よろしくお願いします。 

  続きまして、高齢者施設の整備計画の見直

しについて再質問をさせていただきます。 

  先ほど高齢者施設の整備方針を新設から長

寿命化へという趣旨の転換をしていくという

ような御答弁があったというふうに承知をし

ております。 

  そういう形で転換するのであれば、答弁で

もありましたけども、老朽化が進む既存施設

の改修を可能とする財政支援は不可欠です。

とりわけ中小規模法人にとっては、多額の改

修費を自己負担で賄うことが難しく、必要な

修繕に踏み切れない現状があります。 

  高齢者福祉の基盤を守る視点からも、本市

として他都市に後れを取ることなく、老朽施

設への改修費を対象とした単独補助制度を早

急に創設すべきと考えますが、御見解を伺い

ます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 介護施設の中で老朽

化が進んでいる施設が多くなっていると御答

弁申し上げましたが、実際、特別養護老人ホ

ームで築40年を経過した施設が６施設、築30

年を経過した施設が12施設というのが現状で

ございます。 

  各施設とも昨今の資材、また人件費等の高

騰を背景に工事費が年々増加しており、大規

模な改修を実施することが非常に大きな負担

ということで、なかなか実施に踏み切れない、

こういったお声をお聞きしているところでご

ざいます。 

  老朽化に伴う施設の修繕に関するこの補助

制度につきましては、平成17年に居住費とし

て施設利用者が負担するという見直しが実施

されたことを踏まえて、国において廃止され

た経緯がございます。しかしながら、実際に

は老朽化した施設の大規模改修が進んでいな

いことが全国的な課題ということで、神戸市

といたしましても高齢者施設の大規模修繕等

に対する財政支援の拡充を国に対して要望し

ているほか、他の政令市とともに老朽化に伴

う修繕・改修にかかる補助制度の創設も、国

に対して強く求めてきたところでございます。 

  老朽化した介護施設の改修の必要性につい

ては先ほど御答弁したとおりでございますが、
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特に、この長寿命化を図ることによりまして、

運営の継続、定員数の維持が図っていけると

いうのは大きなことだと考えております。 

  引き続き国に対し、補助制度の創設と十分

な予算の確保を求めていくとともに、御指摘

いただきましたように他都市の取組も参考に

しながら、市としての対応も検討してまいり

たいと考えているところでございます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 堂下君。 

○62番（堂下豊史君） ありがとうございます。

この点に関しては、昨年２月の代表質疑で、

我が会派から、私から、会派を代表して市独

自の大規模修繕費補助制度の創設を求めたと

ころです。 

  その際は、研究していくとの御答弁にとど

まっておりましたけども、今回、副市長から

検討する、研究から検討へと方針が示された

ことは現場の切実な声に寄り添うものであり、

一歩前進と受け止めております。他都市では

既に、札幌、横浜、名古屋、大阪、政令指定

都市では介護保険制度発足以前から運営され

ている特別養護老人ホーム、また加えて養護

老人ホームなどを対象に、建物の長寿命化や

安全性確保に資する大規模修繕費用の一部を

公費で支援する制度が設けられています。昨

年２月の質問の時点では、こうした大規模修

繕補助を実施していた政令指定都市は、当時

は５市でしたけども、昨年度から大阪市が新

たな制度を創設し、６市となりました。大都

市においても現場の実情に即した、こうした

支援制度の整備が着実に広がっております。

他都市の先行事例を踏まえながら、制度の具

体化に向けて速やかに議論を深めていただく

ことを強く求めておきたいと思います。 

  それでは続きまして、教育の関連、特別支

援学校の環境整備について再質問をさせてい

ただきます。 

  御答弁では県との協議、あるいは覚書につ

いても触れていただきました。現場では既に

様々な課題が顕在化しており、対応の必要性

が高まっております。 

  青陽須磨や灘さくら支援学校では過密化が

進み、特別教室を普通教室に転用するなど、

教育環境への影響が懸念されております。本

市では、いぶき明生支援学校の分校整備など、

県に代わる形で柔軟な対応を続けてきたいき

さつもあります。今後も児童・生徒数の増加

が見込まれる中、既存校の改修が中心となる

ことを踏まえ、覚書の見直しと併せて、こう

した改修についても財政負担の在り方につい

て、県・市間で整理を進めるべきではないか

と考えておりますけども、御見解を伺います。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 福本教育長。 

○教育長（福本 靖君） 市立特別支援学校に

おいては、知的障害部門を中心に児童・生徒

が増加しており、受入れ体制を確保するため、

これまで市として教育活動に影響を及ぼさな

い範囲で必要な改修を行ってきております。 

  議員御指摘のとおり、今後も特別支援学校

に在籍する児童・生徒が増加することが見込

まれるため、財政負担の在り方も含め、市長

部局とも相談しながら、引き続き県と十分に

協議していく必要があると考えております。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 堂下君。 

○62番（堂下豊史君） ありがとうございます。

引き続きよろしくお願いします。 

  それでは、災害時の情報共有体制の強化に

ついて市長から御答弁をいただきました。も

う時間もありませんので、まとめていきます

けども、国においても、御答弁にありました

ように、災害時における多職種間の情報共有

体制の強化に向け、災害対策基本法や災害救

助法の改正などが進められております。 

  この中では、広域避難や被災者情報の市町

村間共有、在宅避難者等への福祉的支援の明

記などが盛り込まれましたが、これらの制度

改正には公明党も一貫して現場の声を届け、
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実現に尽力をしてきたところです。 

  こうした国、また他都市でも、こうした国

の制度改正を踏まえて様々な取組も見られて

おりますので、他都市の動きを踏まえれば、

阪神・淡路大震災から30年の節目にある神戸

市こそ現場に即した情報共有体制とツールの

構築を全国に先駆けて進める責務があるので

はないかというふうに考えているところです。 

  とりわけ、御答弁もありましたが、地域包

括ケア推進総括協議会との連携を通じ、医

療・福祉・行政の実務者の知見を生かした制

度設計と訓練の充実、現場で使えるツール整

備を一体的に進めることが重要です。 

  神戸から全国をリードするモデル構築を関

係団体との協議の下、力強く推進していただ

くよう強く要望をさせていただき、私の質問

とさせていきます。ありがとうございました。 

○議長（菅野吉記君） 御苦労さまでした。

（拍手） 

  次に、26番細谷典功君。 

  （26番細谷典功君登壇）（拍手） 

○26番（細谷典功君） 公明党の細谷典功でご

ざいます。本日は堂下議員に続き、私からは

１点、アジュール舞子西側利便施設事業につ

いてお伺いいたします。 

  先日、垂水区のアジュール舞子周辺の自治

会の皆様から次のような苦情がありました。

すなわち、市会においてアジュール舞子周辺

の活性化や電動キックボードのポート設置な

どが提案され、神戸市がこれを推進している

と聞いたが、地元には説明がないとのことで

した。これは、アジュール舞子西側のホテル

等の施設敷地について定期借地権契約の満了

を迎え、改めて事業を決定するに当たり、敷

地内の提案に加え、東側の公園部分の利活用

のための任意提案を求めた神戸市の方針や、

その提案内容が近隣住民には全く知らされて

いなかったためでした。 

  この住民の声の背景には、アジュール舞子

の整備事業がその当初から神戸市と近隣住民

との様々な議論の上で進められてきた経緯が

あります。それは、集客施設の整備に伴う道

路交通量の増加の問題や、騒音、ごみなど、

生活環境を悪化させるおそれがあり、近隣住

民にとってにぎわいは必ずしもよいことでは

ないからです。 

  実際、アジュール舞子が整備された平成９

年当時に、市と地元自治会との間で、現時点

の公園計画を変更する場合は、変更内容につ

いて誠意を持って地元住民と協議するとの趣

旨を明記した覚書を交わしております。 

  さらに、平成10年には公園管理に関する事

項を詳細に定めた確認書も交わされておりま

す。 

  そこでは、記載のない事項については、都

度住民と市の双方で協議するということが明

記されております。 

  そこでお尋ねしたい第１点は、なぜこのよ

うな住民との大事な約束が忘れられていたか

です。過去の経緯や約束事については、行政

側に記録・保存されているはずであります。

しかし、その存在や、その内容の認識が、人

の記憶に頼っているとすると、記録の意味を

なしません。 

  この問題は、建設局に限らない課題であり、

行政全体の継続性・公正性に関わる問題であ

ります。これを踏まえ、過去の経緯・記録が

確実に引き継がれ、生かされる仕組み、シス

テムを検討することが必要と考えますが、い

かがでしょうか。 

  第２の質問は、今後の取組方針です。 

  過日、当局が、まずはおわびのため、地元

に出向き、一旦、任意提案の内容は白紙に戻

して、必須提案の内容についても改めて住民

の皆さんと協議のテーブルを設けると伺いま

した。実は、事業者の提案の中には、地元コ

ミュニティーにとって有意義な提案もあるよ

うに、地元関係者からは伺っております。 

  大切なことは、当該エリアを単なる観光資

源としてではなく、住民と神戸市、そして事
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業者の三者が協働して、生活環境にも十分配

慮した、住んでみたい、選ばれる地域になる

よう検討されることが必要と考えますが、御

見解をお伺いいたします。 

  以上、よろしくお願いいたします。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 細谷議員のアジュール

舞子に関する御質問につきましてお答えを申

し上げます 

  アジュール舞子の今後の取組方針ですけれ

ども、アジュール舞子は明石海峡大橋を望む

景観を有し、豊かな緑地空間のある公園とし

て、多くの市民に親しまれており、海水浴シ

ーズンには家族連れなどが訪れる公園です。 

  また、西側にはホテルが隣接しており、婚

礼を中心とした利用がなされております。 

  このたびの事業者公募におきましては、よ

り魅力的なエリアとするため、公園利用とホ

テル運営との連携や、地域貢献に関する提案

を求めたところです。 

  これに対し、事業者からは地元住民や公園

利用者を意識したホテル運営に関する提案に

加え、公園での様々な提案がなされました。

これらの提案の中には、地域にとっても有意

義な取組がありますけれども、ここは現状を

踏まえ、一旦立ち止まって、１つ１つの各事

業について、地元住民との意見交換や丁寧な

協議を行い、相互理解を得られるよう努めて

いきたいと存じます。 

  引き続き、アジュール舞子周辺のエリアの

豊かな緑地空間と静かな生活環境に配慮しな

がら、地域の意向に沿って居心地のよい場所

となるよう、地域住民・市・事業者と協働で

取り組んでいきたいと存じます。 

  過去の記録の円滑な継承に関するシステム

につきましては、今西副市長からお答えをさ

せていただきます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） この地元との議論の

経緯や記録が引き継がれ、生かされるシステ

ムの導入を検討すべきという点について御答

弁を申し上げます。 

  神戸市におけます様々な事業におきまして、

地元と市との間で覚書などの取決めを交わす

ことがあるわけでございます。 

  こうした文書につきまして、庁内の各部署

が適切に保存・管理し、組織として共有し、

引継ぎを行っていくことは重要なことである

というふうに考えてございます。 

  御指摘のアジュール舞子の件に関しまして、

平成９年前後の整備当時に整備計画や完成後

の管理運営に関して、地元自治会と市の間で

覚書や確認書を交わしているところでござい

ます。 

  これらは双方の協議により決定した重要な

内容でありまして、現在も引き継いでおりま

して、この内容に基づき管理運営を行ってい

るところでございます。 

  昨年度行ったアジュール舞子の西側利便施

設の事業者募集に当たりまして、公募内容や

事業者提案についての説明ができておらず、

地元の方々が不安に思われていることを重く

受け止めております。 

  今後、取組を進めるに当たりましては、地

元の皆様と、市・事業者の間で密に情報共有

や意見交換を行い、相互理解を深めていきた

いと考えてございます。 

  今回の件を踏まえ、地元との取決め文書な

どを適切に管理、情報共有することの重要性

を改めて認識をしているところでございます。 

  今後は、組織として文書を管理、共有する

システムなどの導入を含めて、適切に引き継

ぐ方法を検討してまいりたいと考えてござい

ます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 細谷君。 

○26番（細谷典功君） 御答弁ありがとうござ

います。 
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  まず１点目、先ほどの取決め文書の管理と

いうことなんですけれども、本当に覚書、今

回の場合、覚書・確認書も保管はされていた

ということなんですけれども、時間がたつ中

で、その重要性というか、そういうのがだん

だん意識されなくなっていたということでは

ないかというふうに思います。 

  今回、住民、地域の方とお話をして思いま

すことは、やはり行政の担当者の方は、当然

ですけど、数年ごとに替わっていく中で、地

域の住民の方はそこに長年暮らし続けていら

っしゃるということです。だからこそ、本当

に過去に交わされていたそういう合意、話合

いの経緯含めて、単に記録というだけでなく

て、重みというか、そういうのとか、意味っ

ていうのをしっかり引き継いでいただきたい

というふうに思います。そうしないと、ちょ

っと住民との信頼関係が少し守れないという

ふうに感じました。 

  また、やはり文書の管理、それから情報共

有というのは、昔は生き字引のような方がい

らっしゃったと思うんですけれども、個人の

そういう技量に頼るんではなくて、そういっ

たシステムを、情報共有できるシステム、教

訓も含めて検討いただけるという御答弁をい

ただきましたので、ぜひ全庁的な取組として

いただきたいというふうに思います。 

  それによって、今回の住民の皆さんの不安

が二度と起こらないように改めて要望させて

いただきたいと思います。 

  ２点目の今後の取組についても、市長から

御答弁いただきましてありがとうございまし

た。 

  本当に、住民の皆さんの声をもう１回立ち

戻って、１つ１つ丁寧に協議していただける

ということでとても安心しております。 

  昨日も維新さんのほうから公園の活性化と

いう質疑がありましたけれども、ここもそう

ですけれども、そもそも地元住民の方の御理

解があってだと思います。このアジュール舞

子が本当ににぎわいというか、観光目的だけ

ではなくて、地域の皆様がこのような施設が

あって本当によかったというふうに、誇りに

思えるような施設になるよう、いい場所にな

るよう、居心地のいい場所になるよう、今後

とも住民、それから市、それから事業者がし

っかりコミュニケーションを取っていただき

まして、取り組んでいただくことを強く要望

しまして質疑を終わります。ありがとうござ

いました。 

○議長（菅野吉記君） 御苦労さまでした。

（拍手） 

  次に、45番徳山敏子君。 

  （45番徳山敏子君登壇）（拍手） 

○45番（徳山敏子君） 公明党の徳山敏子でご

ざいます。どうぞよろしくお願いいたします。 

  まず１点目は、個別支援計画の実効性の確

保についてお伺いいたします。 

  2011年の東日本大震災を受け、災害時に自

力での避難が難しい避難行動要支援者の名簿

作成が義務づけられました。本市においては

身体障害者手帳１級・２級の所持などの要件

のほか、65歳以上の単身世帯や、75歳以上の

みの世帯という方々も対象に盛り込まれ、名

簿作成当時は約16万人が登録されました。し

かし、この12年で高齢化が進み、10万人以上

膨れ上がり、先日、「災害時、要支援者多過

ぎ」「運用考えてこなかった証し」と厳しい

文字が新聞紙上で踊っていました。 

  一方で、年齢要件により登録された方の多

くは、実際には助ける側に回る方々ではない

かとの御指摘もあります。実態に即した運用

を実現するため、災害時要支援者の対象範囲

については、有識者会議で議論するとお聞き

しましたが、見直しに当たっては、高齢化率

や支援者の実態など、地域の実情も踏まえて、

検討すべきと考えますが、御見解をお伺いい

たします。 

  ２点目は、中学校の神戸モデル標準服につ

いてです。教育委員会では、令和元年７月に
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有識者や保護者等で構成する神戸市立中学校

標準服の在り方に関する検討会等を設置し、

その基準方針を基に、保護者の経済的負担の

軽減や、性の多様性等への対応を踏まえて、

検討を重ね、共通デザインの神戸モデル標準

服が決定し、今年度より、全ての市立中学校

で希望する生徒を対象に、神戸モデル標準服

が着用できるようになりました。中学校にお

ける神戸モデル標準服についての基本方針の

中では、標準服を導入する背景の１つに、保

護者の経済的負担の軽減が上がっていました

が、保護者からは従来の制服より価格が高く

なっているとの声や、市内の共通制服にもか

かわらず、販売業者によって価格が異なるこ

とへの疑問の声も聞いております。 

  また、神戸市立中学校標準服の在り方に関

する検討会流通部会では、複数校でデザイン

を共有することによるスケールメリットも活

用すると明記されていましたが、生かし切れ

ていなかったのではと思います。さらに製造

については、メーカー間の競争を促し、より

経済的で良質な製品が供給できるよう、希望

販売価格以下で、かつ基本的な仕様に基づき

製造できるメーカーを教育委員会で認定する

仕組みづくりを行う、しかし、一方で流通部

会では違うコメントがありまして、保護者の

幅広いニーズに応えるため、認定メーカーに

は希望販売価格を超える製品の認定も可能に

することが考えられるとまとめられています。

このような製造業者の取組では、制服購入時

に価格差が生じるのは、取り扱う生地や縫製

の違いなどによって変わってくると言われて

しまえば、保護者は従来の制服より価格が抑

えられていると期待して購入に行ったにもか

かわらず、諦めざるを得なくなると思います。 

  千葉県八街市では、今年度から市内公立中

学校の制服の機能性向上と生徒の多様性を尊

重するため、制服をリニューアルし、性別を

問わず、スカートからスラックスも選択でき

るようになったそうです。これまでの制服は

男子は詰め襟、女子はセーラー服でしたが、

新制服は男女共用のブレザータイプで、市内

の小学校４年生から中学３年生までの児童・

生徒らを対象に実施したアンケートで決定さ

れたそうです。 

  また、保護者の費用負担を軽くするため、

これまでの制服より安く購入できる製造業者

をプロポーザルで選び、従来の制服代より１

万円以上安くなったということです。 

  本市においても、標準服を決めるに当たり、

保護者の負担軽減を一番にうたっていたわけ

ですから、そこは守るべきではなかったかと

思います。この点に関して教育委員会として

どのように受け止め、また保護者からの疑問

の声に対してより丁寧な説明が必要だったの

ではと考えますが、御見解をお伺いいたしま

す。 

  ３点目は、プレコンセプションケアによる

未就学期からの健康づくりについてお伺いい

たします。 

  将来の妊娠や体の変化に備え、男女問わず、

自身の健康管理や生活習慣を見詰め直し、安

心・安全な妊娠・出産、そして健やかな子供

の発育につなげるプレコンセプションケア―

― 今後プレコンと申し上げます。プレコン

への注目が昨今高まっています。 

  とはいえ、出産費用や子育て支援の充実に

は、国も県も本市も取り組んでいただいてお

りますが、プレコンの取組はあまり認知され

ていないように思われます。例えば、埼玉県

行田市では、将来の妊娠・出産に備え、健康

に関するプレコンを軸に据えた健康増進施策

を一生涯の健康づくりの基礎として位置づけ、

未就学児からライフステージに応じて取り組

まれています。 

  まず未就学期では、幼稚園に通う子供の保

護者を対象に研修会を実施し、先進的に性教

育に取り組む保育園の保育士等を招き、性や

人体の変化について、子供に問われたときに

どう正しく伝えるか等、学び合っておられま
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す。 

  また、児童・生徒期には、小・中学校での

授業に専門の講師による生活習慣の改善や性

教育に特化した講義を盛り込んでおられます。

さらに小学６年生から高校１年生相当の男子

生徒を対象に、子宮頸がんの主な原因となる

ヒトパピローマウイルスのワクチンの効果や

摂取する目的なども講義を通して学んでおら

れます。 

  成人期の市民に対しては、妊娠・出産など

のライフイベントと仕事の両立の重要性など

を学ぶ研修会が行われ、そのほか、商工会議

所と連携した新入社員向けセミナーなども実

施されているようです。行田市では、このよ

うに幼児期から幅広くそれぞれの年齢等に応

じて適切な知識が得られる体制が取られてい

ます。自分自身の健康に若いうちから目を向

けることは、将来の妊娠の予定の有無だけで

はなく、健康管理を行うことで、健康に影響

を及ぼすリスクの改善ができ、結果的には、

将来の自身の健康寿命の延伸にもつながり、

社会に対しても、よりよい効果が見込めると

捉えています。 

  本市においては、大学や民間事業者等と連

携した子育てひろばや出前講座等が実施され

ておりますが、未就学児も含めた各年代に応

じた体系的なプログラムを構築することで、

より効果的に施策を推進できるのではないか

と考えますが、御見解をお伺いいたします。 

  ４点目は、中学生のピロリ菌検査や治療の

推進についてお伺いいたします。 

  ヘリコバクター・ピロリ菌―― 今後ピロリ

菌と申し上げます。ピロリ菌は胃、十二指腸

潰瘍の要因となり、感染が長引くと胃がんの

発生リスクを高めるとも言われております。

このため、若年期に除菌治療を実施し、早期

の予防につなげようとする取組が各地で広が

りつつあります。 

  ピロリ菌は小さならせん状をした長さ1,00

0分の４ミリの細菌で、免疫が十分に形成さ

れていない乳幼児期に多く感染します。感染

者が多い日本人では、胃がんの98％がピロリ

菌が原因との研究もあるようです。原因のほ

とんどが家族内の感染で、食事の口移しによ

る唾液などを経て、大まかな割合では、母か

ら子が７割、父から子が１割、家族以外から

の感染が２割と言われています。ピロリ菌に

感染すると、ほぼ全員が慢性胃炎を発症し、

その後、萎縮性胃炎に移行すると、除菌治療

を施しても胃がんのリスクは完全には除去で

きないそうです。 

  このことから、感染期間がまだ短く、成人

と同じ方法で検査ができる中学生を対象とし

た診断と除菌治療を実施し、早期の予防につ

なげるため、取組が進められているところで

あります。 

  既に兵庫県では、加西市・川西市・丹波篠

山市等で実施され、ピロリ菌陽性で除菌治療

を希望する中学生には費用が助成されている

ようです。 

  本市においても、将来の胃がん等のリスク

の軽減と、市民の健康を守るためにも、中学

生の時期にピロリ菌の検査や治療の推奨に取

り組んではどうかと考えますが、御見解をお

伺いいたします。 

  ５点目は、市庁舎１号館24階の活用につい

てお伺いいたします。 

  三菱ＵＦＪ銀行と民間企業が実施した働き

たいオフィスに関する調査において、会社員

などオフィスで働く人は、カフェや社員食堂

など、食環境の充実を切望しているとの結果

が出たそうです。新型コロナウイルス感染症

の流行を機に、企業が社員食堂を閉鎖したり、

オフィス街の飲食店も閉鎖になったりした影

響が、コロナ後のオフィス回帰で表に出てき

たと見られています。 

  このような設備やスペースがあるオフィス

で働きたいと思うかを複数回答可で質問した

ところ、カフェ・ラウンジ・休憩スペースが

充実しているが最も多い45.2％、次いで安く
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ておいしい社員専用の食堂があるが44.7％、

３位は朝食や間食が無料で提供されるが40.

8％と、食に関する回答が上位を占めたとい

うことであります。 

  一方、実際にオフィスにある設備を聞いた

質問には、カフェ・ラウンジ・休憩スペース

が充実では12.6％、安くて美味しい社員専用

の食堂があるは11％、朝食や間食が無料で提

供されるは6.9％との回答だったようです。 

  これによって理想と実態がいずれも30ポイ

ント以上の開きとなり、働く人が食環境の充

実を切望していることが分かります。 

  しかし、調査担当の方は企業が社員食堂を

復活させようとしても、引き受ける業者もい

ないとも指摘しております。 

  神戸市では以前、職員の方々だけではなく、

一般の市民の方々にも御利用いただいていた

職員食堂が２号館の地下にありました。 

  また、１号館の24階には、コロナ禍以前は

レストランがありましたが、コロナで撤退さ

れた後、コロナのワクチン接種会場にも活用

していただきましたが、その後は空きスペー

スが続いています。１階にはカフェ・ラウン

ジがありますが、24階は見晴らしもよく、開

放感があって、市民の皆様はじめ、市外から

のお客様にも御利用いただける最高のスペー

スだと思います。 

  過去に、市長からは２号館が整備された際

の眺望や店舗等の影響を考慮する必要がある

旨の御答弁もございましたが、完成まで待っ

ているのではなく、冒頭申し上げた企業のア

ンケート結果なども考慮していただき、市民

や観光客、また職員の方々にもリフレッシュ

の場として活用するなど、具体的な取組を進

めるべきではないでしょうか。市長の御見解

をお伺いいたします。 

  最後に、インクルーシブ遊具の設置につい

てお伺いいたします。 

  インクルーシブとは、包括的や全てを含む

といった意味を表す言葉です。その意味から、

障害の有無や国籍、肌の色、年齢、性別など

に関係なく、認め合い、共生できる社会をイ

ンクルーシブ社会と言います。そういう観点

から、インクルーシブデザインの遊具は子供

たちに平等な遊びの機会を提供し、社会的な

交流を促進することができるということで、

昨今、注目を集め、取り入れる自治体も増加

してきております。 

  栃木県の下高間木公園では、地面より高い

テーブルの上に砂が盛られ、車椅子に乗った

ままでも利用できる砂場が初めて整備された

そうであります。さらに、砂場が高くなった

ことで、犬や猫などの糞などの心配もなくな

り、安心できると好評だそうであります。 

  本市においては、東灘区・中央区・北区の

３か所に複合的なインクルーシブ遊具が設置

されておりますが、障害をお持ちの親御さん

が近くの公園で遊ばせたいと思っても、お住

まいの近くになければ移動に時間がかかり、

行きたいけれど行けない状況が生じてしまわ

ないか懸念いたしております。 

  子供たちに平等な遊びの場を提供するため

にも、まずは全区にインクルーシブ遊具を設

置していただきたいと考えますが、御見解を

お伺いいたします。 

  以上です。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 徳山議員の御質問のう

ち、まず災害時要支援者に対する個別避難計

画の実効性の確保につきましてお答えを申し

上げます。 

  本市におきましては、神戸市における災害

時の要援護者への支援に関する条例第７条に

基づく、要援護者台帳を法律上の避難行動要

支援者名簿として運用をしております。 

  令和７年３月現在、要援護者台帳の対象者

は約26万人と、他の政令市と比較しても、年

齢要件など要援護者の範囲が幅広く、神戸市

民の約５人から６人に１人が、要援護者とい
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う状況となっております。 

  この点につきましては、２月に開催されま

した防災会議におきましても、現在の災害時

要援護者には災害時に安否確認や、避難支援

を行う側となる元気な高齢者が含まれている

という御意見もいただいたところでありまし

て、誠にごもっともな御指摘だと思います。 

  震災から30年となり、地域の状況や、本市

の職員体制も変化している中、実効的な要援

護者支援の在り方について見直しを進めるた

め、議員御指摘の要援護者の範囲だけではな

くて、要援護者支援の在り方や地域に提供し

ている要援護者台帳の運用などにつきまして、

有識者会議を開催し、外部有識者の御意見を

いただきたいと考えております。 

  要援護者の対象範囲の検討に当たりまして

は、御指摘をいただきましたように、高齢化

率などの年齢別の人口構成や世帯構成を踏ま

え、実際に地域で活動されている要援護者支

援団体の方々などの声もお聞きしながら議論

を行っていきたいと存じます。 

  また、有識者会議には要援護者支援や防災

分野における個人情報の取扱いに精通した学

識経験者に加え、平時より要援護者支援の取

組を行っている地域団体の方々にも参画をし

ていただきたいと考えております。 

  今後、有識者会議を通して検討を進め、災

害時要援護者の整理を行い、支援を重点化す

る方向で検討を行っていきたいと存じます。 

  私からは市役所１号館24階スペースの運用

につきましてお答えを申し上げます。 

  現在、24階のフロアは、展望ロビー、それ

から職員のサテライトオフィス、会議室など

で利用をされております。 

  市民の皆さんや、あるいは児童・生徒の皆

さんが24階の展望ロビーから神戸のまちの姿、

あるいは神戸で起きている様々なまちの変化

を御覧いただくということは意義があること

だと存じます。 

  一方で、市役所の前に大型の観光バスが横

づけされ、多数のインバウンド観光客が展望

ロビーに吸い込まれていくというのが、本当

に、この市会議事堂と市役所から構成される

１号館展望フロアの在り方として、よいのか

どうかは議論が必要ではないかと思います。 

  インバウンド観光客の方々はポートタワー

でありますとか、あるいは摩耶山や六甲山か

ら神戸のまちを御覧いただき、たくさんお金

を落としていただくっていうことが必要では

ないかと存じます。 

  24階のフロアは、やはり市民ファースト、

公的利用優先という考え方で見直しを行うべ

きではないかと存じます。 

  新２号館の供用の開始を待つことなく、見

直しを行いたいと考えておりまして、御指摘

の市民や職員のリフレッシュという、この在

り方を含めた見直しを行い、議会に対してお

示しをさせていただきたいと思っております。 

  これはこの新２号館の利用の在り方とも関

連がありますけれども、これを待つことなく

整理をするということが、現在の状況を見れ

ば必要ではないかと存じます。 

  ほかの御質問につきましては副市長からお

答えさせていただきます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 私のほうからインク

ルーシブ公園の拡充について御答弁を申し上

げます。 

  このインクルーシブ遊具でございますけれ

ども、障害の有無や年齢にかかわらず、誰も

が同じように安心して遊ぶことのできる遊具

でございます。 

  様々な機能を備えた複合型インクルーシブ

遊具の設置には、一定の面積を要しますこと

から、本市では各区で整備を進めております

拠点公園の中で設置を進めさせていただいて

いるところでございます。 

  現在３か所の公園で複合型インクルーシブ

遊具の整備を行ったほか、磯上公園などでは
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単体インクルーシブ遊具を設置させていただ

いているところでございます。 

  今後も拠点公園の整備を進めていく中で地

域の御意見や利用状況も参考にしながら、イ

ンクルーシブ遊具の設置を検討していきたい

と考えてございます。 

  また、遊具の改築・更新を行う際にも、地

域の御意見を聞きながら、例えばブランコの

１基を乳幼児や障害のある方が使える籠型や

バスケット型のシートに交換するなど、単体

インクルーシブ遊具の設置も検討してまいり

たいと考えてございます。 

  引き続き、このような取組を進めることで、

誰もがひとしく遊びを楽しめる公園づくりを

進めてまいりたいと考えてございます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 私のほうから２点御

答弁申し上げたいと思います。 

  まず、プレコンセプションケアについて御

答弁申し上げます。 

  性や健康に関する正しい知識を持ち、妊

娠・出産を含めたライフデザインや将来の健

康を考えて健康管理を行いますプレコンセプ

ションケアの発信が大変重要であると考えて

いるところでございます。 

  現在、国においてプレコンセプションケア

推進５か年計画の策定に向け、検討が進めら

れておりまして、１つには、性別や世代を問

わず普及を図ること。２つには、思春期から

成人期に至るまでプレコンセプションケアと

いう概念を知り、それに関する知識について

適切に身につけるということが重要であると

されているところでございます。 

  神戸市におきましても、未就学期の保護者

から成人期の方々までを対象とした研修等を

実施しているところでございます。 

  具体的に申し上げますと、未就学児につき

ましては、令和７年度中に公立・私立の保育

所・園等の職員に対して、プライベートゾー

ンなど、幼児の性に関する研修を市主催で実

施する予定としております。 

  また、小学生に対しましては、助産師から

命の大切さを学ぶ命の感動体験を実施してお

ります。 

  また、中学生に対しましても、性教育授業

の中で、妊娠の適齢期や安心・安全な妊娠・

出産などについて講義を行っております。 

  また、大学生に対しましても、妊娠に関す

る知識を若い頃から得ていくことの重要性を

赤ちゃんとの触れ合い、また母親の出産体験

談を通して伝える出前講座を実施しておりま

す。 

  社会人に対しましては、今年度、将来の出

産に供えるセミナーとして、産婦人科医から

不妊治療やプレコンセプションケアについて

のセミナーを実施する予定としております。 

  さらに、二十歳を祝う会の記念冊子での啓

発、さんちか花時計ギャラリーでの情報発信

のほか、リーフレットを作成し、出前講座や

セミナー等で配布しているほか、今後は若者

向けを中心に、ＳＮＳによる情報発信も実施

していきたいと考えております。 

  引き続き、先ほどの行田市の事例も参考に

させていただきながら、性別を問わず、世代

に合わせた効果的な啓発方法によりプレコン

セプションケアの周知に努めていきたいと考

えております。 

  それから、２点目は中学生のピロリ菌検査

について御答弁申し上げたいと思います。 

  胃がんはピロリ菌をはじめ、喫煙や塩分、

アルコール等の様々な因子が関係して発症し、

肺がん、大腸がんに次いで死亡者数の多いが

んとなっております。 

  神戸市におきましては、胃がんの早期発

見・早期治療により死亡率を減少させること

を目的といたしまして、胃がん検診として、

40歳以上の方を対象にバリウム検査を、また

50歳以上の偶数年齢の方を対象に内視鏡検査

を実施しているところでございます。内視鏡
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検査でピロリ菌感染が疑われた場合には、医

療機関の受診を勧めているところでございま

す。 

  胃がんは50代から罹患率が大きく増加しま

すが、神戸市の胃がんの検診の受診率を見て

みますと、国民生活基礎調査の結果では令和

４年度は43％であり、国の目標である60％に

は届いていない状況でございます。 

  そのため、40歳の総合健診、50歳・60歳の

節目の年齢の方に対しまして、個別勧奨を実

施しているところでございます。 

  ピロリ菌の検査につきましては一部の自治

体で中学生に対して実施しているわけでござ

いますが、尿や呼気等で陽性となった方に対

し、除菌治療薬を内服してもらい、除菌がで

きたかを確認する流れとなっているところで

ございます。ピロリ菌検査につきましては、

将来の胃がんリスクの軽減につながると思わ

れますが、まずは、より罹患リスクの高い年

代の胃がん検診の受診率を向上させることが

重要であると考えておりまして、検診の周知

啓発や個別勧奨などに力点を置いて取組を進

めてまいりたいと考えております。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 福本教育長。 

○教育長（福本 靖君） 私のほうからは、中

学校における神戸モデル標準服について御答

弁させていただきます。 

  神戸モデル標準服は令和５年度から導入を

開始し、令和７年度より市立中学校の33校で

全員が着用し、49校で希望者が着用できるよ

うになっております。 

  特に性の多様性への配慮から、詰め襟から

ブレザーへの変更など、従来の標準服を見直

すべき時期に来ていた学校にとっては、その

円滑な移行に大きな役割を果たせたものと認

識しております。 

  議員御指摘の基本方針にもあるように、神

戸モデル標準服は、保護者の経済的負担軽減

や多様な選択肢の確保を図るため、基本的な

デザインや仕様を統一した上で、メーカーの

創意工夫により異なる素材等を使用して、

様々な価格帯の製品が生産できることとして

おります。 

  それを受け、ウールを使った素材だけでな

く、比較的安価で、家庭でも洗濯しやすいポ

リエステル素材を使った製品も生産されてお

ります。また、事業者間で競争を促し、より

経済的で良質な製品が供給されるよう、教育

委員会に届け出た販売店であれば、どこでも

購入可能としております。 

  その結果、神戸モデル標準服の素材や販売

店によっては、それまでの学校独自の標準服

より高い製品があることも認識はしておりま

すが、神戸モデル標準服のブレザー上下の合

計の平均価格はそれまでの学校独自の標準服

に比べ約3,700円安くなっております。 

  今後ですけども、神戸モデル標準服は子供

たちや保護者からも一定の評価を受けており、

今後も物価高騰の影響を受け、価格が変動す

る可能性はありますが、引き続き保護者の経

済的負担につながるように努めてまいりたい

と思います。また神戸モデル標準服の制度趣

旨や、どの販売店でも購入できるといったこ

とについて、分かりやすく情報発信するなど、

今後も保護者の利便性向上に向けて取り組ん

でいきたいと考えております。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 徳山君。 

○45番（徳山敏子君） 御答弁ありがとうござ

いました。 

  それでは再質問させていただきます。 

  まず、個別避難計画について再質問させて

いただきます。 

  災害から身を守るための様々な防災訓練が

行われていますが、その多くが心身とも健康

であり、自ら防災情報が得られ、避難行動に

つなげられる人を前提とした内容になってい

るのではないかと京都大学の防災医療の研究

者が指摘をされております。 
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  防災訓練の日が雨であれば、天気のよい日

に変更になり、参加者はふだん防災コミュニ

ティーなどで元気に活躍されている方や、お

声のかかった子供たち、元気な子供たちです。

しかし、ベッドや椅子から立ち上がったり、

歩くことが困難な高齢者や障害者の方にとっ

ては、このような訓練はハードルが高く、参

加することが難しいのが現状です。 

  要支援者が避難する際、自力で外に出るこ

とができれば、近隣住民等による共助につな

げられるため、取りあえずは玄関までの避難

につなげられるか、玄関まで出られるかとい

うことが命を守るためには重要な視点になり、

ふだんからの自力の鍛えの訓練が重要である

と、さきの防災の研究者は着目いたしており

ます。 

  東京都荒川区南千住のある中学校では、20

11年の東日本大震災や令和元年に来襲した台

風19号を契機に、防災意識が高まり、防災を

通じて地域のつながりを持つことを目的とし

たレスキュー部を創設されたそうです。さら

に翌年、その活動をモデルとして、区内のそ

のほかの区立中学、全９校に防災部が創設さ

れ、そこから自分たちのまちは自分たちで守

るという自覚を持った防災ジュニアリーダー

の育成が始まったということです。 

  防災部は、ほかの部活とも兼部が可能で、

区内約3,000人の全生徒のうち１割となる約3

00人が在籍し、地域の防災訓練や交流都市で

ある岩手県釜石市への被災地訪問など、様々

な活動を行い、同じ世代で話すことで、参加

した生徒間には確実に自分たちならどうする

かという意識も芽生えているとのことです。 

  また、あるレスキュー部では絆ネットワー

クという、地域に住む高齢者に学校だよりな

どを届ける活動も行っており、生徒と高齢者

のコミュニケーションは、住民の方々からも

好意的に受け止められており、さらに、先ほ

ど申し上げたような高齢者が玄関まで行くと

いう訓練にもつながっているということです。 

  このように、神戸市においても避難計画の

実効性を高めるため、要支援者に着目した訓

練や啓発が必要ではないのか、そのお考えを

お伺いいたしたいと思います。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 実際、今御指摘いた

だきましたとおり、要援護者の対象者は、個

別の事情によりまして防災訓練への参加が困

難な方、また地域との関係性が希薄なため参

加しづらい方も多いと推測されているところ

でございます。 

  一方で、そのような中ではございますが、

要援護者台帳の登録者に対して、訓練参加の

案内を個別に送付したり、戸別訪問し参加を

呼びかけたりするなど、できる限り参加しや

すい工夫をしておられる地域もございます。 

  また、実際に要援護者自身が参加した避難

誘導訓練を行っている事例も存在していると

ころでございます。 

  このような取組事例につきまして、地域で

の会合、また出前トーク等、機会を捉えて周

知に努めて、今後より多くの地域で取り組ん

でいただけるように働きかけを進めてまいり

たいと考えているところでございます。 

  災害が発生した際に、市民１人１人が自ら

身を守り、地域で支え合うためには、日頃か

ら避難について要援護者の方も含めて、主体

的な行動を取る、自分事として行動を取る、

こういった取組が重要であると考えておりま

す。 

  神戸市では、現在その優先度の高い要援護

者に対して、個別避難計画の作成案内も送付

しているところでございまして、訓練に参加

できない場合でも、個別避難計画を見ながら

避難手順のシミュレーションをしていただく

ようにもお伝えしているところでございます。 

  今後も、要援護者自身、また御家族ででき

ることからやっていただけるように、機会を

捉えて啓発していきたいと考えております。 
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  要援護者も参加しやすい防災訓練の実施方

法の研究、また要援護者御自身で主体的に自

分事として避難行動を取ることができるよう

な、分かりやすい啓発に引き続き様々な工夫

を取り込んで進めていきたいと考えておりま

す。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 徳山君。 

○45番（徳山敏子君） ありがとうございまし

た。実際に要支援者というか、配慮の必要な

方も参加された避難訓練も実施されていると

いうことでありますけれども、大概は避難訓

練をしても、担架で運ばれる人だったり、足

の悪い方は担架に、健康な方がシミュレーシ

ョンというか、するので、なかなか実際の方

が参加されないと、また雰囲気っていうか、

重さだったり、いろんな動作だったり違って

くると思いますので、そういうのもまたどん

どん参加を呼びかけていただきたいんですけ

れども、でも実際、避難訓練っていうのはも

うコロナから――私の地域もそうですけれど

も、コロナの前は活発にというか、定例的に

避難訓練、秋になったらしていたんですけれ

ども、それも縮小してしまって今は行われて

おらず、先日も中央区ですか、神戸新聞にも

出ておりましたけれども、兵庫区とか、中央

区ですかね、マンションの避難訓練というか、

防災訓練を行われましたって出てて、消火活

動の訓練であったりとか、そういう避難訓練

のそのメニューっていうか、マンネリ化して

しまっているっていうのと、参加者も少なく

なってしまっているっていうことで、実際に

そういうところに関わる人も少なくなってし

まっているし、そこにそもそもが要配慮者、

要支援者が抜け落ちた計画っていうか、避難

訓練になっていないのかなって思います。 

  先日、地元でセミナーが、地域コミュニテ

ィ交通の在り方だったか、先ほどの堂下議員

のほうから御紹介があったんですけれども、

そういうセミナーが行われたときに、有野台

の連合自治会長さんから御紹介、もうすごい

ユニークな御紹介、防災訓練のお話だったん

ですけれども、それは避難訓練なんですけれ

ど、とにかく高齢者に呼びかけて、避難所に

集まってくださいって呼びかけたそうです。

高齢者の皆さんが避難所である学校にお越し

になったんですけれども、みんな口々に、も

う何十年ぶりにここに来たかなって言いなが

ら集まってくださったそうなんです。そこで、

もちろん消火活動の練習をするとか、ひもの

結び方とか、上から落ちてくるとか、そうい

う練習はせずに、自治会長さんが、みんな御

苦労さんって、今からじゃあ、備蓄品を見に

行こうって、どこにあるか見に行こうという

ことで見に行かれて、そこにこんなものがあ

るって、皆さんそれぞれ確認して、自分はこ

の缶詰は食べられないわとか、皆さんそれぞ

れ自分のいろいろあると思うので、アレルギ

ーをお持ちの方もいるし、いろいろだと思う

ので足りないものとかも、それぞれ確認して、

災害が起こったときには、ここに集まるんだ

けど、あと何が足りないか、それはもう自分

で考えてねっていうふうな感じで、それぞれ

皆さんに促されたそうです。 

  何かすごい、高齢者に優しくないのかなと

思ったけれど、本当に何か高齢者自身が自分

で考えて、しっかり自分のできることは自分

でしていこうというのを促された、すごいす

ばらしい取組だったと思いましたので御紹介

させていただきました。 

  また、先ほど副市長のほうからは、出前ト

ークで様々――福祉局の方ですよね、の方が

地域に入られて、そういう事例であったり、

いろいろ出前トークのほうで、災害時のこと

とかお話しくださっているっていうことなん

ですけれども、その中で防災士さんから御連

絡いただいたんですけど、私も議員になって

初めてのときだったか、防災士の訓練に行か

せてもらいまして、試験の直前になって、も

う選挙でしたので、合格っていうか、できず
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に、試験が受けられなかったので、防災士の

資格はないんですけれども、その仲間から電

話がありまして、ずっと出前トークで皆さん

に、防災訓練であったり、避難の大切さとか、

いろいろさっきの防災計画ですかね、要支援

者のその計画をつくったりとか、いろいろお

手伝いをさせていただいていたんだけれども、

今回４月に急に御連絡いただいて、一定役割

が終わりましたので、もう大丈夫ですみたい

な形で、もうそれで出前トークがなくなった

っていう御相談だったんです。私も局の方に

お聞きしたところ、そういうわけで、また違

う形でお願いするかもしれませんけど、一定、

その防災訓練の出前トークはなくなりました

って言われたんですけれど、なかなかさっき、

封筒の中とかに、そういう防災計画とか、い

ろいろしてくださいって入れても、個人では

なかなかつくれないと思うんです。だからそ

ういうときに、やっぱりもっと地元の自治会

さんとか、そういうところに呼びかけをして、

またそれぞれのところ、御自分でできる方は

いいんですけど、そうじゃない人には、きち

っとやっぱりそういう資格をお持ちの方って

いうか、プロの方にも御協力いただくような

形でお願いしたらどうかと感じましたので、

またよろしくお願いいたします。 

  次に、教育長のほうで、神戸モデルについ

てですけれども、全市共通デザインの標準服

が導入されて、先ほど、現在着用されている

学校が33校で新１年生が全員着られておって、

49校では従来の制服と神戸モデル標準服を選

べる形で着用していただいていると伺いまし

た。これまで学校やＰＴＡが中心となって―

―ごめんなさい、その前にちょっと、じゃあ、

先ほどの御答弁に対して、ちょっと要望とい

うか、言わせていただきたいんですけども、

49校で着用されているんですけれども、やっ

ぱり保護者の方からは、入学時に価格の低い

従来の制服か、神戸モデルにするか、選ぶ際

に、下に子供さん、兄弟がおられる方は今後

１～２年で神戸モデルに統一されてしまうと、

結局は上の子の制服は着用できなくなるので、

購入するときにはかなり悩まれたと伺ってい

ます。 

  教育委員会として、保護者の方がこのよう

な悩みを持たなくていいように、選択制を導

入している各学校に対して、保護者の方々が

安心感を持って選択できるように、丁寧に説

明をしていただきたいと思うんですけれども、

選択制を変更するためには、何年後にもう統

一しますってなってしまったら、また大変で

すので、もう柔軟な対応が取れるように配慮

をしていただきたいと思うんですけども、そ

の辺のお考えをお伺いしたいと思います。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 福本教育長。 

○教育長（福本 靖君） 今、選択制を導入し

ている学校につきましては、基本的に制度を

維持していただくということの対応と、先ほ

ど答弁申し上げましたが、若干、従来の標準

服が非常に安価で、神戸モデルのほうが高く

なったというところが実際あるのは事実なん

です。なので、例えば神戸モデル標準服も、

今、販売の方法が、販売店がどうしてもひも

づいていますので、どこでも買えるというよ

うなことでありますとか、これは一定、保護

者の利便性があるんですけれども、今までの

ような従来の売り方みたいなものがありまし

たので、そのあたりもしっかりと周知しまし

て、保護者のほうが負担感のないような形の

工夫をしていきたいと思います。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 徳山君。 

○45番（徳山敏子君） ありがとうございまし

た。もちろん、生産者・事業者の方も守って

いかなければいけませんが、やっぱり一番先

に価格のほうが安くなりますよって、全市に

なりますのでって言われたので、普通で言っ

たら大量生産っていうことなんですけど、各

事業者さんが生地も選んで作成するわけです
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から、なかなかそういうわけにはいかないと

思いますけれども、その辺の部分はやっぱり

しっかり保護者の方に御理解いただけるよう

に取り組んでいただきたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

  あと、この神戸モデルの件で再質問させて

いただきたいんですけれども、これまで学校

やＰＴＡが中心となって、音楽会や文化祭な

どの行事のときを活用して、制服のリユース

に取り組んでいただいたと思いますけれども、

共通の標準服になったことを踏まえ、できれ

ば全ての中学校で回収ボックスの設置やフリ

ーマーケットアプリなどの導入など、学校の

先生方の業務負担を考慮しながら、リユース

の取組を推進できないでしょうか。 

  保護者の経済的負担の軽減だけではなく、

廃棄される制服の削減や子供たちの環境意識

の醸成の観点からも、重要と考えますが、御

見解をお伺いいたします。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 福本教育長。 

○教育長（福本 靖君） 教育委員会としまし

ても、保護者の経済的負担の軽減やＳＤＧｓ

の推進の観点から、神戸モデル標準服のリユ

ースについて全市的な仕組みをつくっていく

ことが必要だと考えております。 

  そのため、これまでに企業や大学等にヒア

リングを行い、既存のリユース方法では不要

となった標準服の回収方法や、回収後のクリ

ーニング、保管場所、あと譲り受けた方との

マッチングなどに課題があることが分かって

きました。 

  また、クリーニング業者やリユース企業の

協力を得ながら実施している他都市の事例も

調査してきたところであります。 

  これらを踏まえ、現在民間企業のノウハウ

を活用し、議員御指摘のフリーマーケットア

プリを活用したリユースシステムの構築の社

会実験を開始すべく、事業者公募の準備を進

めているところでございます。着用数が多い

という神戸モデル標準服の持つスケールメリ

ットを生かし、全市的なリユースの仕組みを

進めてまいりたい、そのように考えます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 徳山君。 

○45番（徳山敏子君） ありがとうございまし

た。 

  リユースについてなんですけど、リユース

にしても標準服にしてもそうなんですけれど、

定着するまで本当に先生方の御苦労もそうで

すし、親御さんの御負担であったり、どっち

にしようかって選んだり、学校によっては、

うちの近くの学校ですけれども、スカートは

かわいいので、スカートだけは学校で統一さ

れたみたいで、全員が従来のスカートをはい

て、上だけ神戸モデルっていうふうにお聞き

しました。だから、本当に定着するまで時間

もかかるし、保護者の方の御理解なども時間

がかかるかもしれません。そしてまた、リユ

ースについても、事業者に入っていただきま

すまで時間がかかると思いますけれども、し

っかり、何て言うか定着できるようにしてい

ただきたいと思います。 

  リユースについてなんですけども、箱とか

置いて、任せっきりではなくって、何て言う

のか、男の子なんか、割とズボン、女の子も

そうですけど、ちょっと長かったり、裾のほ

うが破れたりするともう使えないと思って捨

ててしまうと、非常にやっぱりもったいない

ですので、その辺も業者の方はきちっと補正

も、何て言うか、修繕もできますし、またも

うボロボロになったとしても事業者のほうで

はもう１回、何て言うんですかね、原料に戻

して、繊維に戻して活用もできるってことで

す。 

○議長（菅野吉記君） 時間がまいりましたの

で。 

○45番（徳山敏子君） すみません、ありがと

うございました。 

○議長（菅野吉記君） 御苦労さまでした。
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（拍手） 

  この際、暫時休憩いたします。 

  12時50分に再開いたします。 

   （午前11時52分休憩） 

   （午後０時50分再開） 

○副議長（川内清尚君） 休憩前に引き続き会

議を開きます。 

  報道機関による傍聴席での撮影及び録音の

許可についてでありますが、新たに朝日放送

テレビより本日の本会議の模様を撮影及び録

音したい旨の申出があり、許可いたしました

ので御報告申し上げます。 

  以上、報告を終わります。 

  これより、午前に引き続き一般質問を続行

いたします。 

  50番森本 真君。 

  （50番森本 真君登壇）（拍手） 

○50番（森本 真君） 日本共産党の森本 真

です。松本のり子議員と共に一般質問を行い

ます。 

  まず、非核神戸方式と平和行政についてお

伺いします。 

  50年前の1975年３月18日、神戸市会は核兵

器積載艦艇の神戸港入港拒否に関する決議を

全会一致で採択しました。今年は戦後80年、

神戸は終戦直後からアメリカ軍の広大なキャ

ンプが設置され、数多くの住宅・商業施設な

どが接収されました。 

  神戸港は港湾施設の70％が接収されて、朝

鮮戦争やベトナム戦争の重要な補給・慰安基

地として使用され、戦地に向かう米軍と米兵

による様々なトラブルも頻発していました。 

  神戸市民はクリスマス闘争と呼ばれる米軍

基地撤去の運動を繰り広げ、神戸港の米軍基

地は1974年に全面返還されます。しかし、そ

の年、アメリカ議会では日本の港に寄港する

米艦隊は積載している核兵器を下していない

とのラロック発言があり、国是である非核三

原則を揺るがす事態が起きました。 

  このような状況の中で、神戸市会では、国

是である非核三原則の自治体版と呼ばれる核

兵器を積んだ艦船は神戸港に入港させないと

の決議が生まれました。 

  この決議に基づき、この50年間、外国の艦

船入港に当たっては、核兵器を持っていない

ことの証明である非核証明書を提出し、外国

の入港を認める非核神戸方式が続いてきまし

た。 

  しかし、今年３月24日、久元市長は決議以

来50年間入港のなかったアメリカ艦船に対し

て、非核証明書の提出なしでウォーリアの入

港を認めてしまいました。 

  外務省の見解やアメリカ総領事との懇談で

核兵器を積んでいないとの確認を取ったとさ

れていますが、アメリカに非核証明書を提出

させる、出せなかったら入港させない、これ

が決議の本旨だと考えますが、市長の御見解

をお伺いいたします。 

  次に、物価高騰対策と中小企業・商店街支

援についてお伺いします。 

  長引く物価高騰によって、市民の暮らしや

中小業者の営業は大変厳しい状況に置かれて

います。先日、補正予算でトランプ関税対策

として、影響調査や融資の拡充が図られるこ

とになりましたが、資金繰りの支援だけでは

物価高騰に対して不十分であると考えます。 

  中小企業や商店街の事業主が厳しい物価高

騰を乗り越えることができるように、直接的

な経済支援が必要だと考えますが、御見解を

お伺いいたします。 

  以上、簡明な答弁をお願いいたします。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 森本議員の御質問のう

ち、物価高騰対策と中小企業・商店街支援に

つきましてお答えを申し上げます。 

  先日議決されました５月補正予算につきま

しては、米国関税による影響がまだ十分明ら

かになっていない状況ではあるものの、市内

事業者の経営環境の悪化に対する備え、セー
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フティネットを早期に整える目的で編成いた

しました。これで十分であるとは考えており

ません。 

  市内経済の状況につきまして、日本銀行神

戸支店の管内金融経済概況によりますと、管

内の景気は一部に弱めの動きが見られるもの

の、緩やかに回復しているとの見方が示され

ております。 

  一方、市内の消費者物価指数は上昇を続け

ておりまして、仕入価格やエネルギー価格の

面で、事業者の経営環境に影響を与えている

ことは認識しております。 

  このような中、物価上昇に対する支援とし

てこれまで国・神戸市におきまして各種支援

策が展開されてきました。 

  今年度も、国においてガソリン価格の定額

引下げ措置が開始されたほか、電気・ガス料

金の支援も行われております。 

  本市におきましては、国の施策を補完する

とともに、事業者の長期的な成長を支援する

ため、生産性向上に向けた設備投資やＤＸの

推進、海外への販路拡大などに対する支援を

行ってきました。また、商店街・小売市場に

向けても、にぎわい創出や施設整備に対する

補助のほか、専門人材の派遣による課題解決

サポートといった支援策を実施しております。 

  現在、国においては、地域経済に関する新

たな政策の議論も行われているところであり、

これらの動きを注視するとともに、本市にお

きましても、関係団体からのヒアリングなど

を通して、市内事業者の状況について丁寧に

お聞きをしていきたいと考えております。 

  このような作業の結果、追加の対応が必要

であると判断した際には、国の財政措置を活

用しながら機動的な対応を行っていきたいと

考えております。 

  いわゆる非核神戸方式につきましては副市

長からお答えさせていただきます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 私のほうから非核神

戸方式について御答弁申し上げます。 

  米国海軍掃海艦ウォーリアは、本年３月24

日から26日までの間、摩耶埠頭に入港をいた

しました。この入港に際し、昭和50年３月の

核兵器積載艦艇の神戸港入港拒否に関する決

議を踏まえまして、外務省への文書照会を行

うとともに、米国総領事との会談を行ったと

ころでございます。 

  米国総領事は３月14日の会談におきまして、

米国の基本的な政府方針として、海軍の水上

艦・潜水艦・航空機に核兵器を搭載しないと

発言をしているところでございます。 

  また、神戸市から外務省への文書照会では、

入港予定日や艦船名を明記した上で、核兵器

搭載の有無について回答を求めました。 

  神戸市からの照会に対し、外務省北米局日

米安全保障条約課長より、これまでに公にさ

れた米国の核政策に基づけば、我が国政府と

しては現時点において核兵器を搭載する米国

艦船の我が国への寄港はないと判断していま

すとした上で、米国艦船ウォーリアについて

は、搭載能力がない以上、核兵器を搭載して

いないことにつき、我が国政府として疑いを

有していませんとの文書回答があったところ

でございます。 

  これらのことから、掃海艦ウォーリアとい

う個別艦船について核兵器非搭載を確認した

ため、港湾法に基づく入港許可を行ったもの

でございます。 

  今後も神戸市会は、核兵器を積載した艦艇

の神戸港入港を一切拒否するとの市会決議を

尊重し、これを踏まえながら適切に事務を執

行してまいりたいと考えてございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） それじゃあ、再質問を

させていただきます。 

  まず、非核神戸方式と平和行政についてで

す。 
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  外務省やアメリカの見解ということで判断

したということになっていますが、核を積ん

だ船が神戸港に入ってくることについて市長

自身はどう考えているのか、お伺いをいたし

ます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 市長は、執行機関であ

り、港湾管理者です。そして、その権限を適

切に執行する上で神戸市会の決議を尊重する

と、この決議に従って事務を執行するという

ことが市長としての責務であると考えており

ます。 

  神戸市会決議は、神戸市会は核兵器を搭載

した艦艇の神戸港入港を一切拒否するという

ことがうたわれておりますので、核兵器を搭

載した艦船を神戸港に入港させないというこ

とが市長の責務であると考えております。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） 核兵器を搭載した船を

入れないということなんですけども、アメリ

カ総領事との懇談で、クーバス総領事は、個

別の艦船についての核兵器の搭載の有無につ

いては言及できないと発言をしています。市

長、それは御存じですか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） その御発言について

は私も認識をしておりますし、市長のほうも

理解をしているところでございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） それで、そういう発言

がある中と、もう１つ総領事は、2019年の米

艦海軍の公文書を基に発言されたと港湾局長

が答弁されていますけども、この2019年の文

書には、核兵器は抑止力であり、核兵器の位

置が不明確であることは敵の軍事計画を複雑

にし、敵の攻撃成功の可能性を低下させると

いうことで、核兵器は抑止力だということも

明確に述べています。このことは、市長、御

存じでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 存じ上げません。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） それじゃあ、2019年の

米海軍の公式文書そのものも御存じないとい

うことでよろしいですか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 存じ上げません。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） 港湾局の審議の中では、

2019年のこの文書に基づいてクーバス総領事

が発言をした、そして先ほど述べたように、

外務省の見解、そして懇談の内容と言われて

いるんですけども、そこには明確に核兵器は

抑止力であるというふうに書かれています。 

  核兵器は抑止力というのは、どういう意味

を持っているか、市長、お分かりでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 核抑止力を含む安全保

障に関する議論は、国会において行っていた

だければと思います。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） いやいや、国会だけの

論議じゃないんですよ。 

  核抑止力というのは、自分が核兵器を―― 

アメリカですね―― アメリカが核兵器を持ち、

いつでもそれを使って相手に壊滅的な被害を

与えることができると、そういう考えの下で

アメリカは核兵器についてそういう方針を出

していると。そういう方針を出している国に

対して非核証明書なしで入港させたというの
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は、これは50年前の決議に反することだと思

いますけども、いかがですか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） クーバス総領事は、

米国の基本的な政府方針として、海軍の水上

艦・潜水艦・航空機に核兵器を搭載しないと

いうことを明言されているわけでございます。 

  それに加えて、外務省の課長に照会をした

文書でも明確に核兵器を持っているという疑

いを有してないという政府の発言があるわけ

ですから、それと併せて核兵器搭載がないと

いうことを私どもとしては確認をしたという

ことでございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） 2019年の文書を読んで

ない、それは自民党の皆さんが港湾局長と領

事館で会ったときにお渡ししているし、公文

書公開で私は頂きました。 

  そこに書いてあるのは、1958年米国の軍事

基地・艦船・車両・航空機を含むいかなる場

所、いかなる特定の場所においても、核兵器

の有無を確認も否定もしない、そういうこと

を明記してるんです。そして、核抑止力とし

て不明にすることは大事なんだと。 

  持ってるかもしれない、そういう状況をア

メリカが言ってるにもかかわらず、何で会談

をしたのと。そして、会談の中にはこういう

ことも言ってるわけですから、何で入港を認

められるのか、もう不思議でたまらないんで

すけど、いかがですか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 核抑止力を含む安全保

障に関する議論につきましては、私は市長と

してお答えする立場にはありません。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） いや、ここが大事なん

です。ここが大事なんですよ。 

  なぜかというと、市長が核兵器に対してど

ういう立場でいるのか、そのことが今回問わ

れてると思うんです。核兵器を持った艦船は

神戸港に入港させない、疑いがある可能性が

あることについてはきっぱりと拒否をするの

が市長の今回取るべき態度だったというふう

に思うんですけど、いかがでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 2019年の文書という

のは、私、つぶさに了解しているわけではご

ざいませんけれども、それは米軍の全体のお

話があったのだというふうに思います。 

  ただ、今回、クーバス総領事は、米国の基

本的な政府方針として海軍の水上艦・潜水

艦・航空機に核兵器を搭載しないということ

を明言されてございます。特に海軍のという

ことを申し上げられておりますので、私ども

としては、それと外務省の文書で確認ができ

たものというふうに考えてございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） それじゃあ、これまで

の神戸市の市長答弁はどうだったのかと読ま

せていただきますと、神戸港は商業貿易港で

ございます。そういう点で安全・安心という

点の担保が必要だということから、昭和50年

３月の議会において全議員の皆さん一致によ

りまして核兵器を搭載した艦船の神戸港入港

を一切拒否するんだという決議をつくられた

わけでございます。それを尊重して―― 先ほ

ど市長言われましたけども―― 神戸港に入港

する外国艦船については非核証明書の提出を

お願いしているところですと。したがいまし

て軍に属する艦艇であれば非核証明書の提出

を求めているのは、この決議の趣旨に沿った

ものであると考えていますと。非核証明書の

提出を求める場合には艦船に対して趣旨を十

分に説明して理解を求めております、そうい
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ったことで、この時期では７か国・29隻が証

明書を頂いて入ってきたと。 

  この後、久元市長の時代に２回証明書を持

って入ってきてますけども、これがやっぱり

神戸市の立場だというふうに思うんですけど、

いかがでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 今回、ウォーリアの

入港に関しまして、非核証明書の提出という

ものは当然求めたわけでございます。 

  その中で、いろいろとお話をしている中で

米国総領事との会談、さらには外務省からの

回答をもって核兵器は搭載されていないとい

うことが確認されたわけですので、入港を許

可したということでございます。 

  市会の決議は、核兵器を搭載した艦艇の神

戸港入港を一切拒否するということでござい

ますので、その証明がなされたものというふ

うに私どもは考えてございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） 先ほど言ったように、

神戸市の今までの市長見解は、核兵器を持っ

ていない担保として非核証明書を出すという

ことじゃないですか。今回、求めたけど出せ

なかったんでしょう。出せなかったら入港や

めてくださいというのが市長の立場じゃない

ですか。その点、いかがでしょう。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 繰り返しになります

けれども、神戸市会決議の内容は、核兵器を

搭載した艦艇の神戸港入港を一切拒否すると

いうことでございます。 

  私ども神戸市といたしまして、この市会決

議を尊重して、その確認をする手続をやらせ

ていただいているところでございます。 

  今回、米国総領事のお話、さらには外務省

の回答という二重の確認をしまして核兵器が

搭載されていないことを確認したため、入港

を許可したということでございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） いやいや、今、世界で

はどういう事態なのかと。核兵器を持った大

国であるロシアがウクライナに侵攻して核で

脅している。ガザ侵攻でもイスラエルが核で

脅す。そういう状況とともに、日本でも敵地

攻撃能力の保有、５年間で43兆円の大軍拡、

米軍と自衛隊の共同演習が繰り返されて他国

にミサイルを向ける、そういう戦争の準備ま

でされています。 

  こういうときに市民の命を守るためには、

核兵器の保有と使用を前提とする核抑止の立

場に立っていれば、これはやめさせるべきだ

というのが、私は市長の市民の安全を守る立

場だと思うんですけど、いかがでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 核政策に係るような

事柄は、これは国の専管事項でございますの

で、私どもとしてはコメントする立場にない

というふうに考えてございます。 

  私どもは、あくまでも神戸市会決議に沿っ

て、核兵器を搭載した艦艇の神戸港入港とい

うものを拒否するという形に添うような形で

事務を適正に行わせていただいたというふう

に考えてございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） じゃあ、核抑止が国の

専管事項というなら、非核三原則はどうです

か。国の専管事項ですか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 先ほど申し上げまし

たように、非核三原則というのは、核兵器の

関係の持ち込ませないとか、いろんなことだ

と思いますけれども、それは核兵器の使用と
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か、いろんなことを前提としたお話でござい

ますので、私どもとしてコメントする立場に

はございません。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） 核戦争の危機が50年前

からあると。そのときは米ソ冷戦の状況だっ

たというふうに思います。 

  そういうとき、やっぱり核兵器を積んだ船

は神戸港には入れないんだと、平和の港を守

るんだというのがこの決議じゃないですか。

そして、その方式として非核証明書を出して、

核保有国であれ、保有国じゃない国であれ、

核兵器を積んでませんと、平和な船というか、

核兵器を積んでない船ですということで入港

を認めてきた歴史があるじゃないですか。 

  そして、出せなかった船は、イギリス船２

隻あるそうですけども、それはイギリス自ら

が入港を取りやめたという歴史的事実もある

んです。出せなかったら入港させない、それ

が今、日米関係においても神戸にとって大事

なことだというふうに思うんですけど、いか

がでしょう。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 繰り返しになります

けれども、私どもといたしましては、昭和50

年の神戸市会決議、これは大変重たいものだ

というふうに考えてございます。 

  その趣旨というものを尊重して私どもとし

ては核兵器を搭載した艦艇の神戸港の入港を

拒否するという立場で適正に事務手続を行っ

てまいりたいと考えてございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） それは、適正じゃない

んです。アメリカに例外をつくったというこ

とじゃないですか。それは、絶対に認めるわ

けにはいきません。 

  昨年、ノーベル平和賞を受賞した日本被団

協の方がこう言っておられます。核兵器の保

有と使用を前提とする核抑止論ではなくて、

核兵器は一発たりとも持ってはいけないとい

うのが原爆被害者の心からの願いです。人類

が核兵器で自滅することのないように、そし

て核兵器も戦争もない世界の人間社会を求め

て共に頑張りましょうということで、平和賞

授賞式のスピーチを締められています。 

  この立場に立てば、アメリカが核抑止の立

場を取っている中で、あるかないか言わない

ような脅しの中で、それはやっぱり入港を認

めるのはおかしいんじゃないですか。 

  そして、もう１つ言うと、戦前、国が港の

管理をしてて戦争に突き進んでいった経験を

基に戦後の憲法では地方自治が確立されて、

戦前の中央集権的な体制の下での自治体が侵

略戦争遂行の一翼を担わされたことの反省か

ら地方自治で港の管理も任されてきた、そう

いう歴史があるんですから、市長として危な

い船は入れない、核兵器を持っているかどう

か確認する非核証明書をきちっと出すという

ことが今こそ求められていると思いますけど、

いかがでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 戦後の国から、今、

先生のほうは、自治体に港湾の管理権が移っ

たというのは、戦争の反省を基にということ

を言われましたけれども、私ども、港湾法等

を今まで見ている限りでは、そういった反省

の下に行われたということではなく、国の港

湾管理の複雑さというものをより簡素化する、

あるいは地方自治体の地方自治の振興を狙っ

て行われたものというふうに考えているとこ

ろでございます。 

  私どもとしては、繰り返しにはなりますけ

れども、昭和50年の神戸市会決議というもの

は大変重たいものであるというふうに考えて

ございますので、それを尊重して適切に事務

を行ってまいりたいと考えてございます。 
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  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） ちょっと話がかみ合い

ませんけど、なぜアメリカが非核証明書を出

せないんだと、そのことが大きな問題なんで

しょう。それは、先ほども市長、文書読まれ

てないと言ったけども、アメリカの今までの

核戦略の方針そのものじゃないですか。核兵

器は積んでないと言いつつ、積んでるかどう

かは言われないんだと。そして、それを了と

して入港させるのは、いかにも危険な中身だ

というふうに思いますけど、そうお感じにな

りませんか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 本当に何度も繰り返

しになりますけども、米国の基本的な政府方

針として、海軍の水上艦・潜水艦・航空機に

核兵器を搭載しないということもクーバス総

領事は言われているわけでございまして、そ

れと外務省の文書というものを併せて確認を

させていただいて、核兵器は搭載していない

ということを確認させていただいたというこ

とでございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） もう話がかみ合いませ

んけど、非核神戸方式は守る、じゃあ非核証

明書をこれからちゃんと各外国の艦船に対し

ても求めるということでよろしいですか。ア

メリカにも求めてもらいたいと思っているん

ですけど、いかがですか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） この決議は、神戸港に

は核兵器を搭載した艦船の入港を一切拒否す

るというのが決議でして、この決議を尊重し

て、これを確認するために慣行として、行政

機関としての慣行として証明書を求めてきた

ところです。 

  これは、今後とも個別に判断したいと思い

ますけれども、その慣行は続けていきたいと

思います。 

  今回も、ですからそういう慣行に従って証

明書を求めたということですから、この決議

に沿ったこれまでの慣行を踏まえた対応を行

ったということです。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） 慣行ではないんです。

神戸市の国民保護法の中にも明記をされてま

すしね。外国の艦船にはちゃんと非核証明書

を提出させるということも書かれていますし、

これまでの歴代市長がやってきたこともきち

んとやってきたことなんです。 

  だから、市民が見てもおかしいんです。核

兵器を持っていないことをアメリカと外務省

で確認しました。それは、今までと違うじゃ

ないですか。外国艦船に対して、外務省がそ

の船に対して非核証明書―― その船は核兵器

を持っていないという担保をいただいて入っ

てきているのに、アメリカは担保なしで入っ

てきているということでしょう。それはやっ

ぱりおかしいというふうに思いますけど、再

度いかがですか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 証明書を求める根拠が

あるというふうにおっしゃいましたけれども、

ちょっと私どもはそれを承知しておりません

ので、それ、ちょっと説明していただければ

お答えさせていただきます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） それは、私が先ほど歴

代市長の答弁を読み上げたじゃないですか。

神戸港は商業貿易港です、安全・安心という

点の担保で決議に基づいて核兵器の搭載した

神戸港の入港を一切拒否するんだと。その決

議に基づいて神戸港に入港する外国艦船につ
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いては非核証明書の提出をお願いしていると。 

  軍に属する艦艇であれば、非核証明書の提

出を求めてると。求める場合には十分説明し

て理解してということで、非核証明書を出し

てこれまで入港してますということじゃない

ですか。慣例というよりも、そういうきちん

としたシステムになってるんです。それを今

回大きくゆがめたというふうに思うんですけ

ど、どうですか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 私どもは、この決議、

すなわち核兵器を搭載した艦船の神戸港入港

を一切拒否する、つまり持ち込ませないとい

うことの証明を求めるという、そういう慣行

を続けてきたということです。 

  これは、あくまでも慣行でありまして、何

らかの根拠があるわけではありません。そう

いう慣行に基づいてこの事務を行ってきたと

ころでありまして、今後ともその慣行に基づ

いて証明書の提出を求める、個別に判断をい

たしますけれども、基本的にはそういう姿勢

で臨んでいくということです。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） そういうことでいえば、

アメリカと日本の関係も先ほど言いましたけ

ども、大変危険な状況にあると私たちは判断

をしています。 

  そういう中で、50年間入港してこなかった、

核を持っているか持っていないか言えない、

文書では核兵器は搭載していないと言いつつ

も入港できなかった理由はそこにあるんだと

いうふうに思います。危険なそういうことは

やめていただきたいと思います。 

  それでは、次に、物価高騰対策についてお

聞きをいたします。 

  物価高騰対策について、国でもいろいろさ

れているということを言われました。国民の

多くが今、消費税減税を望み、国政では与党

からも消費税減税が必要だという声も漏れ聞

こえてきます。 

  市長は、消費税減税についてどのように考

えているか、御意見をお伺いしたいと思いま

す。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 国において各政党間で

しっかり議論していただいて判断していただ

きたいと思います。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） 本当に今そういう意味

では、消費税減税について私たちは一番物価

高騰に対して特効薬があるというふうに訴え

てきました。そして、全ての市民の皆さんに

対して、物価高騰対策に利するものだという

ことを言っておきます。 

  それで、物価高騰が市民生活に多くの影響

を及ぼしていると。また猛暑に対してという

ことで、東京・大阪、そして松原市などが水

道料金の減免をするということを発表してい

ます。 

  これまでも、コロナのときも水道料金の減

免、市長に尋ねたら、そんなことできません、

効果ないんだというふうに言われたけども、

いろんな自治体で水道料金の値下げをして物

価高騰や経済危機を乗り越えようとしてるん

ですけど、神戸市でもやっていただきたいと

思いますが、いかがでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 藤原水道局長。 

○水道局長（藤原政幸君） 本市の水道事業―

―水道施設でございますけれども、1960年代

後半から20年かけまして大量に整備され、そ

の多くがこれから更新時期を迎えるといった

状況でございます。 

  また、物価高騰等で委託料・修繕費等の維

持管理費や施設の更新に係る工事費が上昇傾

向にあり、施設更新のための財源確保が非常
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に重要な課題となってございます。 

  そういった状況に対応するため、その財源

を確保するために、昨年、令和６年10月に料

金改定をさせていただいたところでございま

す。 

  今後、着実に更新を行い、将来にわたって

安全・安心な水を安定的に供給できる水道事

業運営を実現していくために、改定した料金

水準を維持する必要があると考えており、引

き続き現在の状況について御理解いただける

よう努めてまいりたいと考えてございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） できないという回答な

んですけども。 

  例えば、いろいろ費用がかかるんだと、値

上げをせざるを得なかったんだと。今、物価

高騰のとき、昨年10月から値上げをするとい

うのは、私はいかがなものかと、物価高騰が

続いている中で反対もいたしましたが、コロ

ナのとき、全国でも緊急対策として水道料金

の減免をやられました。国の施策でも水道料

金の減免やっていいですという国の通知も出

ました。 

  県下で、兵庫県下41市町のうち、何と31市

町が３か月から６か月の減免を行っています。

だから、いろいろ理由を言われたけども、今、

物価高騰や経済対策で市民の皆さんの暮らし

を助けよう、しかも全ての家庭や事業所が支

援できる水道料金の値下げというのが一番い

いんだということで、東京や大阪も言い出し

ているわけです。神戸市でもできないはずは

ないと思うんですけど、市長、いかがですか。

できないんですか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 水道料金の減免とい

うことで市長に御答弁を求められたというこ

とは、一般財源で負担をしてはどうかという

ことも含めて言われたんではないかというふ

うに思っておりますけれども。 

  仮に全利用者を対象として水道料金の基本

料金を減免した場合は、１か月間に約10億円

かかるということになり、財源が必要になる

わけでございます。 

  さらに、全使用料を減免いたしますと１か

月間に30億円かかるというような状況でござ

います。30億円を減免したとしても１世帯当

たり2,000円程度というような状況になって

ございますので、費用対効果を考えますと施

策効果としては薄いのではないかというふう

に考えてございまして、私どもとしてはもっ

とよりよい施策に充当するほうが効果はある

というふうに考えているところでございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） 少し減免したというて

も市民の役に立たへんやろうという話なんで

すけど、そしたら何を考えているんですか。

今西副市長、今言われたのは、水道料金より

もいい施策。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 今回補正予算を提案

させていただきまして、融資の拡充とともに

調査費の計上をさせていただきました。 

  今、国のほうでも様々検討されております

けれども、その調査もさせていただき、また

事業者等々の声も聞かせていただきまして必

要な対策というものをこれから吟味してまい

りたいと考えてございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） 私は、質問の中で、物

価高騰対策と中小企業・商店街支援について

ということで、物価高騰は全ての市民に関わ

る問題で質問させていただいております。 

  そういう中で、企業に対して神戸市が、例

えば新たに神戸市に来る企業に対して産業用

地向け・オフィス向け・スタートアップ向け
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などの様々な税優遇や補助金の制度を設けて

支援をしています。 

  例えばオフィスの家賃補助では、２分の１

補助、年1,000万円、３年間、これ１企業に

対してです。雇用加算というのがありまして、

雇用者、どれだけ神戸市に替わってきてくれ

るかということで変わるんですけども、１回

限りですけど、最大１億円なんです。こんな

優遇を神戸に入ってくる企業にはやられてい

ます。 

  そのような施策を既存の中小企業、これま

でコロナを乗り越え、30年前からいくと震災

を乗り越え、コロナを乗り越え、頑張ってい

る中小企業や商店街の皆さんに、入ってくる

企業にはこれだけ厚遇というか優遇している

わけですけども、これを既存で頑張っている

中小企業にやっていただきたいと思うんです

けど、いかがですか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 本市では、神戸経済

の活性化と雇用の場を生み出すということを

目的といたしまして、産業団地への企業集積、

そしてまた神戸市外から市内オフィスビルへ

の企業誘致に積極的に取り組ませていただい

ているというところでございます。 

  これは何のためにやらせていただいている

かといいますと、当然、税の軽減、それから

補助も転入のときには実施をさせていただい

ているというところでございますけれども、

一旦転入をしてきていただきますと、その税

の軽減、補助額を上回る法人市民税、そして

住民税等の税収が見込まれるということで実

施をさせていただいているところでございま

す。 

  今まで補助対象とさせていただきました進

出企業につきましても、定着率が高いという

状況になってございますので、持続的な経済

効果があるものというふうに考えているとこ

ろでございます。 

  一方で、市内中小企業への支援策につきま

しては、設備投資や研究開発に対する補助制

度、業務の効率化のためのＩＴ導入やＤＸの

活用の支援、そして国内外への販路拡大の伴

走支援といったことのほか、市独自の融資制

度など事業者の前向きな取組を応援する支援

策を実施させていただいてございます。 

  また、若手従業員の採用活動、定着支援に

つながるというために、従業員の住宅手当の

上乗せ支援といった人手不足対策に対する支

援というものも行わせていただいておりまし

て、様々な地元中小企業に対する支援策を展

開させていただいているというところでござ

います。 

  神戸市内の持続的な成長というためには、

市内中小企業の発展とともに市外から企業誘

致、あるいはスタートアップの創出といった

新たな産業の集積ということが大変重要であ

るというふうに考えてございます。 

  これからも企業誘致と中小企業の支援にバ

ランスよく取り組ませていただきまして、市

内経済全体の活性化、そして市内企業の利益

拡大と、それに伴う設備投資や従業員の賃上

げとつながる経済の好循環ということが生み

出されるように努力してまいりたいと考えて

ございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） 全然バランス取れてな

いんです。 

  例えば新長田の震災で大きな被害を受けた

大正筋、大正時代からあるわけです。大正時

代からあって営々とやってこられている店が

あって、震災で全てを失い、マイナスからス

タートして、今まで大分、もう途中でやめら

れた方もいらっしゃいます。そういうところ

に、苦しいところに支援をせずに、入ってき

たところには１億円とか、もう全然金額が違

うような支援を行うと。それは、後からみん

な返ってくるんだという話でしょう。 
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  それ、違うんです。だって、大正時代から

延々商売続けてる皆さんは、神戸市に固定資

産税を払い、住民税を払い、やってるわけで

す。そういうところにもきちんと手だてをし

ないと、商店街がどんどんなくなってきてる

のが今の実態じゃないですか。 

  個別企業には100万円・1,000万円・億単位

でお金を出しつつ、商店街なんてのは、個店

には出さずににぎわいのために何とかだ、そ

ういう支援では駄目だと思うんです。個別個

別の支援が大事で、市長がコロナのときにや

ったように、家賃補助とかきちんと今やるべ

きだと思うんですけど、いかがでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 新長田のお話が出ま

したので、少し触れさせていただきますと、

新長田の再開発事業につきましては、地元の

まちづくり協議会からのまちづくり提案とい

うものを最大限尊重して、権利者の意向にで

きるだけ沿う形で事業を進めてきたところで

ございます。 

  現在も新長田の駅前におきましていろんな

ワークショップもやらせていただいておりま

すし、あるいはソフト面でのいろんなイベン

トなどの対応も行わせていただいているとこ

ろでございます。 

  さらに、地元の方々からは、管理費の問題

等々についてもお話をいただいてございます

ので、管理費の軽減につながるような取組も

させていただいてございまして、利用頻度の

少ないエスカレーターの撤去、あるいは設備

の省エネ化、市による情報発信用のサイネー

ジに伴う使用料負担、そして設備更新に合わ

せた省電力の機器の導入など、管理費の軽減

につながる検討もさせていただいてございま

す。 

  さらに、ビル間を結ぶ地下通路やデッキな

どの公共的な部分に関わる管理費の神戸市負

担についても現在提案をさせていただいてい

るというところでございますので、新長田の

商業床の価値向上、そして商業改善を進めて

いくということでこれからも取り組んでまい

りたいと考えてございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 森本君。 

○50番（森本 真君） いろいろ協議して決め

たと言いますけど、ビルを造ったときからい

ろんな問題があったわけです。高くなる共益

費の問題もあって、それを震災30年でいろい

ろやったと言われても、それは納得できない

というふうに思います。 

  それで、もう時間が来ましたので、最後に、

久元市長の12年ということで、私は震災が終

わったといって、三宮ウオーターフロント、

神戸空港の巨大な開発に今なお莫大な資金を

投入し、被災者に対しては借上住宅からの追

い出しを強行し、新長田再開発では被災業者

への支援は皆無、公約を実行せずに子供の医

療費の無料化に背を向け、職員の大幅削減は

コロナ禍で保健師不足が顕著化し、さらに今

減らそうとしています。市民には、給食費、

上下水道、市バス、国民健康保険料の値上げ

など、物価高騰のときに値上げをする、市民

には緊縮財政、大企業には先ほど言ったよう

な大盤振る舞い、さらにアメリカ追随で平和

を壊してきた12年だったということを申し上

げて、質問を終わります。（拍手） 

○副議長（川内清尚君） 御苦労さまでした。 

  次に、51番松本のり子君。 

  （51番松本のり子君登壇）（拍手） 

○51番（松本のり子君） では、森本議員に引

き続き、私のほうからも３問質問いたします。 

  まず、大型開発に頼らない観光について。 

  2006年に制定された観光立国推進基本法は、

地域住民が誇りと愛着を持つことのできる活

力に満ちた地域社会の持続可能な発展が不可

欠で、住んでよし、訪れてよしの国づくりと

定めています。 

  神戸は、開港後から世界各国から人や文化
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が流入し、日本人と外国人が暮らしており、

独特の開放性と多様性の文化を生み出しまし

た。戦前から外国人や市民が六甲山への登山

や、須磨・舞子に観光で楽しんでいる様子が

当時の絵はがきなどからもうかがえます。こ

れは、観光施設として意図されたものという

よりも、市民の暮らしの中から自然と生まれ

た風景です。インバウンド受けを狙って名勝

をつくったわけではなく、市民自身の日常の

延長として楽しめる場所は六甲山であり、そ

の延長線上に須磨・舞子・有馬がありました。

市民が観光地としての価値を生み出したので

はないでしょうか。 

  このように、神戸は、歴史的に、呼び込み

のためではなく、市民が誇れる場所を通じて

独自の魅力を形成し、観光へとつなげていき

ました。その精神に今立ち戻るべきではない

でしょうか。 

  今、神戸市は、三宮やウオーターフロント

再開発、神戸空港の国際化に呼応する形でイ

ンバウンドの誘致に力を注いでいます。しか

し、インバウンド需要を過度に当てにする観

光戦略は、他都市との激しい競争を余儀なく

される構造に陥ります。開発が終わっても、

なお新たな開発を続けざるを得なくなるとい

う開発依存のジレンマを抱えるようになりま

す。インバウンドを目的としたウオーターフ

ロントの大規模な再開発は必要ないと考えま

すが、いかがでしょうか。 

  次に、非正規職員雇用をやめて正規雇用に

するということです。 

  神戸市は、これまで行財政改革の名の下に、

会計年度任用職員・任期付職員などの非正規

職員を増やし、正規職員削減と民間委託を強

行してきました。2021年から兵庫区役所・北

神区役所における窓口業務を民間委託しまし

たが、委託完了後の今年９月には委託料が直

営よりも高くなったため、直営に戻すことに

なりました。問題は、直営に戻しても窓口業

務の大半は会計年度任用職員で対応するとい

うことです。会計年度任用職員や任期付職員

である非正規職員は、現在、市役所の中で6,

500人を超えています。これらの人は、公立

保育所の園長、学校図書館の司書、児童心理

司、王子動物園の飼育員など、専門性が求め

られている部署にも配置をされたり、正規雇

用の方と同じ仕事をしているにもかかわらず、

低賃金の上に様々な権利が付与されていませ

ん。正規雇用化を進め、専門性の維持と雇用

の安定化を図るべきですが、いかがでしょう

か。 

  最後に、困難な問題を抱える女性への支援

に関する法律、女性支援法についてお聞きい

たします。 

  昨年４月に施行された女性支援法は、生活

困窮、ＤＶ被害、性的搾取などに苦しむ女性

を公的枠組みで包括的に支援するのが法の目

的となっています。そして、支援に関する計

画を定めることが市町村の努力義務とされま

した。 

  昨年の決算特別委員会で計画をつくるべき

だとの我が会派の質問に対し、2026年４月か

ら男女共同参画計画の中に支援計画を盛り込

むと答弁をされました。計画をつくるに当た

っては、審議会の委員に新たな専門家等を加

えるとのことでしたが、専門家だけではなく、

当事者や自立援助ホームの職員など支援に携

わっている人たちも審議会に加えることが、

問題と課題をより深く議論でき、よりよい計

画の策定につながると思いますが、いかがで

しょうか。 

  以上で質問を終わります。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 松本のり子議員の御質

問のうち、私からは、ウオーターフロントを

はじめとした観光行政につきましてお答えを

申し上げます。 

  お触れになられましたように、神戸は大変

地域資源に恵まれた都市です。戦前から有馬、
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六甲山・摩耶山、また神戸の山麓、塩屋・須

磨、また新開地も聚楽館などで、これは地元

の人だけではなくて神戸市民、また遠くから

も来られる観光客でにぎわっていたと承知を

しています。 

  まさにお触れになられましたように、戦前

から神戸市民は、自分たちの身近にある様々

な資源や財産を大切にし、これを磨き上げ、

自分たちも楽しみ、そして外からの来街者と

共に楽しんできた、そういう歴史があるので

はないかと思います。 

  私たちは、改めて、もう消え去ったものも

あるわけですけれども、やはり今残されてい

るもの、あるいはもう１回発掘して再生する

ことができるものは、そういうものを再生さ

せるというような取組も行いながら、外から

の来街者、インバウンドも含めた方々に来て

いただいて、市民と一緒に楽しんでいただく

ような観光の在り方ということも大変大事で

はないかというふうに思います。 

  港町の風景、北野異人館、旧居留地といっ

た異国情緒あふれる町並み、これは広く知ら

れていますけれども、あまり知られていない

ような場所にも目を向け、ここにも来ていた

だくような地道な取組も必要ではないかとい

うふうに思います。 

  もちろん神戸ビーフや灘の酒をはじめとし

た食文化など様々な魅力がありますので、こ

ういうコンテンツを磨き上げ、プロモーショ

ンに取り組むということも必要です。 

  地道な取組といたしましては、神戸観光局

では、例えば産業遺産―― 湊川隧道見学や港

町神戸の風情を感じるレトロエリアや新しい

スポットの散策などのツアーも企画をしてお

りまして、より深く神戸の魅力に触れる体験

を提供しております。 

  同時に、新しい観光資源を創出していくと

いうことも重要です。その重要な場所がウオ

ーターフロントです。ウオーターフロントは、

1960年くらいまで、あるいは ’70年代の初め

ぐらいにかけてまで神戸の港湾の中心であり

ました。たくさんの船が入ってきて、そして

出港していく、本当ににぎわっていたことを

思い起こします。 

  同時に、船の大型化・コンテナ化によりま

して、これに対応するため、神戸市はポート

アイランド・六甲アイランドにコンテナ戦略

港湾を整備いたしました。港は遠くなり、そ

してかつての港湾地域というのは次第に廃れ

ていったわけです。そして、震災がこれに拍

車をかけ、このエリアの再整備というものは

なかなか進んでこなかったわけですけれども、

ぜひウオーターフロント地域をもう１回再整

備しようという取組を近年進めてきました。 

  そして、４月に神戸空港が国際空港化する

という時期を捉えて、改めてウオーターフロ

ントをどのような形で整備するのか、そうい

うグランドデザインをつくり上げたわけです。 

  ここでは、神戸港の歴史を感じる地域資源

や、あるいは町並みを生かす、使われていな

いエリアを緑化する、あるいはにぎわい施設

を誘致する、近年発見されました旧海軍操練

所も、これも現地を保存する形での再整備と

いうことも含めたグランドデザインをつくり

上げたわけです。 

  これは、ただ単にインバウンドを呼び込む

ということだけではなくて、市民の皆さんに

もここを大いに楽しんでいただきたいと考え

て、市民目線も含めたビジョンとして作成を

したところです。 

  ジーライオンアリーナが４月にオープンを

いたしましたけれども、ここはたくさんの市

民の皆さんが訪れて、思い思いの時間をアリ

ーナの外でも過ごしていただいています。私

もここを訪れて大変楽しかった、非常にいい

神戸の新たな名所ができたという意見も直接

たくさんお聞きいたしました。神戸市民の皆

さんからお聞きをいたしました。こういう形

で、神戸市民の皆さんにも楽しんでいただけ

るようなウオーターフロントを整備いたしま
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して、あわせて海外からのインバウンドのお

客さん、あるいは神戸市以外の近隣のお客さ

ん、また全国からもウオーターフロントに来

ていただいて、一層のにぎわいと回遊性、そ

して地域経済の活性化に、神戸経済全体の活

性化につながるような整備を進めていきたい

と考えております。 

  ほかの御質問につきましては、副市長から

お答えさせていただきます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 私のほうから、非正

規職員雇用をやめ、正規雇用にという点につ

いて御答弁を申し上げます。 

  生産年齢人口の減少に伴いまして労働力不

足が避け難いものとして社会経済の前提条件

となっている中、機動的に環境変化に対応で

きるスリムな組織、職員体制を構築していく

必要があると考えてございます。 

  適切な体制構築に当たりましては、各職場

の業務内容、性質に応じて会計年度任用職員

を活用しておりまして、また専門性が必要な

業務においては、専門的な知識・経験を有す

る者を期間を限って当該業務に従事させるこ

とが公務の能率的運営を確保するために有効

である場合は、任期付職員として登用をさせ

ていただいているところでございます。 

  会計年度任用職員の給料水準につきまして

は、職務の内容や責任、職務遂行上必要とな

る知識などを総合的に考慮して決定しており

まして、職務・職責などを考慮した適切な給

料水準であると認識をしているところでござ

います。 

  さらに、本市におきましては、初任給の引

上げなど積極的に処遇面での改善に努めさせ

ていただいているところでございます。 

  諸手当や休暇につきましては、地方公務員

法に規定する職務給の原則や均衡の原則、国

の非常勤職員との権衡の観点などを踏まえ、

必要な整備を行っているところでございます。 

  また、専門人材としての任期付職員につき

ましては、任期の定めがあるなしを除き、給

与制度や休暇制度においては正規職員と同等

であります。 

  非正規の職に就いた理由を全国で調査いた

しました労働力調査によれば、公務・民間を

問わず、自分の都合のよい時間に働きたい、

あるいは家事・育児・介護等と両立しやすい

からといった回答の割合が多い状況となって

おりまして、一定のニーズが存在する結果と

なっているところでございます。 

  生産年齢人口の減少に伴い、さらに人材確

保が困難となることが想定される中でも、行

政としての役割を確実に果たすことのできる

体制を維持していく必要があると考えてござ

います。 

  持続可能な自治体経営を行っていくため、

業務の内容や性質を踏まえ、任期の定めのな

い職員、専門人材としての任期付職員、会計

年度任用職員とで役割を分担し、業務を行う

ことで、市民サービスの向上や業務専門性の

確保に努めてまいりたいと考えてございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 私のほうからは、困

難女性への支援につきまして御答弁申し上げ

たいと思います。 

  神戸市では、令和７年３月に開催されまし

た神戸市男女共同参画審議会におきまして、

８年度から始まる次期男女共同参画計画を、

困難女性支援計画及び別途策定いたしており

ます神戸市配偶者等暴力対策基本計画と一体

的な計画として策定していくことを決定した

ところでございます。 

  これに伴いまして、現在の審議会委員に民

間支援団体や専門家の方々にも加わっていた

だき、支援対象者の実態等を踏まえるととも

に、困難女性支援法の制定目的の一つである

民間団体等との協働による早期段階から切れ

目のない支援の方法等についても御議論いた
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だき、次期計画を策定していく予定としてい

るところでございます。 

  また、直接相談を受けている各区の女性相

談支援員から相談状況についても聞き取りを

行い、ＤＶ被害者を含む困難女性当事者のニ

ーズの把握と課題を明確にし、計画に反映し

ていく予定としているところでございます。 

  このように、相互に関係の深い３つの計画

を一体的に検討・策定することによりまして、

困難を抱える女性の支援に、男女平等、ＤＶ

対応・予防などの識見・経験を包含すること

ができると考えております。 

  今後は、計画に基づき、それぞれの事情に

寄り添ったきめ細かい対応を行っていく、そ

ういった内容の新計画にしていきたいと考え

ているところでございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 松本君。 

○51番（松本のり子君） まず、最初の大型開

発に頼らない観光についてですが、神戸市は、

これまでも舞子ビラを業績不振で売却しまし

た。事業の整理に当たって101億円もの損失

補償を行いました。 

  また、新たに大型開発でつくったものとし

ては、布引ハーブ園とロープウエーやアジュ

ール舞子、これなんかは国のＣＣＺ事業にし

っかり乗っかかって造り、多額の費用をかけ

て整備しましたが、運営に毎年税投入をして

います。 

  そういう意味では、これまでのこういった

今言ったことが本当に必要だったのかという

ことが、何十年たって総括がされたのかよく

分かりませんけれども、これまでのこのよう

な開発というのがどうだったのかということ

をまず総括したのかどうかお聞きしたいのと、

やはりそういう意味でも――あと2040年にで

きますから、15年後、先の状況がよく分から

ない中で同じような、どことも何か海に噴水

をつくるなんていうのは東京のほうでも聞い

たような気がするんですが、そういった全国

同じような整備計画をしていくことが本当に、

後々これが大丈夫なのかということをすごく

思うんですが、その点はいかがでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 全国どこにでもあるよ

うな計画はできるだけ避けたいという思いは

同じです。 

  神戸のウオーターフロントは、私もいろん

な都市を見ておりますけれども、そんなには

ないエリアです。やはり神戸の港の歴史とい

うものも大切にしたいと思いますし、先ほど

申し上げましたけれども、旧海軍操練所なん

かは神戸にしかなかったわけです。これも現

地保存をする形で有効に活用した開発をした

いと思いますし、噴水がお嫌いな方が多いの

であれば、これはまた見直したらいいし、私

はいいのではないかと思いますけれど、これ

は様々な市民の皆さんの意見を聴いて考えて

いけばいいのではないかと思います。 

  ジーライオンアリーナは、完全に民設民営

のアリーナとして誕生いたしました。どうし

てあそこに民設民営のものができたのかとい

うこと、渋谷社長がおっしゃっていましたけ

れども、周りが270度海に囲まれた場所とい

うのは恐らく世界中探してもあそこぐらいし

か見いだせなかったのではないだろうか、少

なくとも日本ではあそこは唯一の場所だった

ということで選んでいただいたわけです。 

  このように、神戸にはほかの都市にはない

ような地理的条件あるいは特徴、強み、歴史

に支えられた様々な資産というものがあるわ

けですから、それらを有効に活用しながら、

ほかの都市ときちんと差別化できるようなウ

オーターフロントの整備を図っていきたいと

いうふうに思います。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 松本君。 

○51番（松本のり子君） ＴＯＴＴＥＩ ＰＡ

ＲＫに私も行きましたが、確かに本当に周り
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が海で。でも、それって西隣のメリケンパー

クも同じような感じだと私は感じたんですけ

ども、そういう意味では神戸って海岸線に須

磨、アジュール舞子の辺り、これはよくない

と思うんだけれども、須磨辺りからずっとき

れいな海岸線があるかと思うんです。 

  その中で、本当にこれがいつまでも―― 民

設民営だとおっしゃいましたけれども、国か

ら岸壁を神戸市が買って、そして安くあそこ

が入ってきたと思うんです。そういう意味で

は、やっぱしあと15年先のニーズというもの

がどうなのかということが私はすごくどうな

んだろうと思うんです。 

  三宮駅のバスターミナルの上にも商業ビル

ができる、２号館のところにもホテルと商業

ビルができると。今度、ウオーターフロント

にも商業ビルができる。もう商業ビルが本当

に人口減少の中、オーバーストアみたいな形

になっていくんじゃないんかなというふうに

思うんです。 

  そうなってきたら、海辺でゴーストタウン

になっても困りますし、そういう意味では、

今ここで船だまりを埋め立てたり、ホテルと

メリケンパークに橋を造ったりというような

グランドデザインがありますが、こういった

ものはやはり一応2040年だったらどうなんだ

ろうかという観点に立って考えるべきじゃな

いかと思うんですが、いかがでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 最初にちょっと須磨

まで大体同じような海岸線というようなお話

もありましたけれども、我々、ウオーターフ

ロントは、できるだけ神戸港の歴史を生かし

たまちづくりをやりたいというふうに思って

おりまして、新港突堤西地区ですけれども、

これは神戸の近代港湾を形成した、くし型突

堤の地形と、それから石張り護岸という特徴

をそのまま生かした再開発を行わさせていた

だいているという状況でございます。 

  そのために、ジーライオンアリーナも270

度本当に海が見えると、そういうのはくし型

突堤を活用したと、そういう歴史遺産を活用

したからできたことだというふうに思ってい

るところでございます。 

  そして、ウオーターフロントのグランドデ

ザインでございますけれども、これは、おお

むね10年から15年間に取り組む方向性を示す

ものでして、個別の事業を決定したものでは

ございません。事業化に当たりましては、個

別の事業内容や事業費とともに、事業採算性

についても精査していく予定でございます。 

  ウオーターフロントのまちづくりは、市が

示す方向性に基づきまして民間事業者が社会

情勢を十分踏まえながらマーケット調査を行

い、ニーズの把握とともに事業採算性も考慮

することで着実に事業を進めてきたものでご

ざいます。 

  先ほど市長からもお話がありましたように、

ジーライオンアリーナも全て民間の資本でや

らせていただいたものでございまして、ウオ

ーターフロントの施設は民間投資でできてい

るものが多いわけでございます。本市として、

引き続き、インフラ部分の公共投資、そして

規制緩和を行うことで、民間事業者の投資を

呼び込み、高質で魅力的なまちづくりを進め

てまいりたいと考えてございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 松本君。 

○51番（松本のり子君） 魅力的なまちづくり

と言いますが、これまでもそのように言って

アジュール舞子では20億かけました。今、委

託料が毎年９億5,000万で、駐車場使用料が

入ってきますが、毎年5,000万の赤字。ハー

ブ園につきましても、指定管理料が３億で、

これも赤字になってるんです。ロープウエー

の件がありますから。 

  このようにして、本当に今、過去につくっ

たものがどんどん赤字で神戸市が負担してい

るという点を考えますと、どんなに今、民設
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民営といってもインフラ整備を市がやるとい

うことでは、そこに一定お金をかけると。イ

ンフラ整備というのは、20世紀の経済対策と

いうのがまさに全国どこでも高速道路や空港

整備をどんどんしていって、そして企業誘致、

先ほどもお話ありましたけど、企業誘致し、

インバウンド誘致を進めて経済の活性化を図

るんだという、そういう政策でずっと位置づ

けられて20世紀はやってきましたけれども、

今、人口減少の中において本当にこういった

ことでいいのかと。私はむしろインフラ整備

と言うんでしたら、耐震化とか老朽化対策、

これを最優先にしながら、そして地域の人た

ちの消費回復を柱とした新たな経済対策の一

翼をインフラ整備で行っていく、そういった

方向に切り替えていってほしいと思います。 

  ウオーターフロント、これまでのを残すん

だと言うけれども、そうだったらやはり船だ

まりのところは、そこを残してほしいし、あ

そこで水上生活者の子供たちがかなり亡くな

ったと。だから神戸市がみなと保育所をつく

りましたが、そのみなと保育所も今後はどう

なるか分からないからしっかりと残してほし

いし、そうしたものを本当に、ああ、ここに

来たら神戸港ってかつてはコンテナが入るま

ではこういうふうな形で盛んになっていった

んだということがはっきり分かるような形で

残してほしいと思うんです。 

  今のグランドデザインを見ていたら全くそ

ういうふうには見えない、神戸港の歴史が見

えない。ぜひそれは考えていただきたいと思

います。 

  須磨の敦盛塚がずっとこれまでも900年以

上たっても残っていて、みんながあそこに行

って手を合わすのは、やはりそれがそのまま

残っている、お墓が。そういったことじゃな

いかと私は思いますので、ぜひそういった―

― いま１度立ち止まってウオーターフロン

ト整備を考えていただきたいということを申

し上げて、次の非正規職員雇用をやめて正規

雇用にということで。 

  会計年度任用職員の方も一定、給料がある

んだというお話でしたけれども、１号給から

何か神戸市は８号給まであるということをお

聞きしまして、会計年度任用職員さんは１号

給で、一月に16万8,500円、だけども昇給は

ありません。 

  今、空白期間もなく、ずっと働けるように

なりましたから、60歳で定年になったらやは

り普通の常勤職員の方と比べると退職金がな

いので、本当に大きな差に、同じような仕事

をしても大きな差になるんです。この辺をど

のようにお考えなのか、お聞かせください。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 最初にちょっと御答

弁を申し上げましたけれども、効率的な公務

を行うということをする上では、正規職員、

そしてまた会計年度任用職員、あるいは任期

を定めました専門の職員を効果的に活用させ

ていただいて効率的な仕事をする必要がある

というふうに考えているところでございます。 

  答弁の中で、全国的な調査をした労働力調

査の中で、やはり自分の都合のいい時間帯に

働きたい、あるいは家事・育児・介護等と両

立したいといったニーズがあるということを

申し上げましたけれども、女性の方々に限っ

て申し上げますと、もうそのニーズというも

のが５割を超えているというような状況にな

っているところでございます。 

  そういったニーズに合うような仕事の供給

ということも、これもまた一つ大事なことで

はないかというふうに思っておりますので、

そういったいろんなニーズに合った仕事をし

ていただいて、その中で効率的な公務を運営

していくということが私ども大変大事なこと

ではないかというふうに思ってございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 松本君。 

○51番（松本のり子君） そうしましたら、い



 

 

－48－ 

ろんなニーズがあるということですが、じゃ

あちょっとお聞きしたいんですけども、会計

年度任用職員の方でやっぱし自分は正規にな

りたいと、常勤職員になりたいとした場合、

普通、常勤職員の方は試験があるそうなんで

すけれども、それをなしで一定、勤務状況な

どを見て特別に正規雇用へという道を開くこ

とはお考えなんでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 今言われた任期の定

めない常勤職員としての採用ということでご

ざいますけれども、これは現在、地方公務員

法第17条の２という規定がございまして、原

則、競争試験によるものというふうにされて

おりまして、人事委員会が実施いたします競

争試験を受験していただく必要があるという

ふうに考えてございます。 

  その他例外といたしまして、人事委員会規

則が定める一部の職、これは係長以上の職、

あるいは資格免許職などでございますけれど

も、そういったものについては競争試験以外

の能力の実証に基づく採用選考が可能である

というふうになっているところでございます。 

  競争試験・採用選考におきましては、法律

におけます平等取扱いの原則、そして成績主

義を踏まえまして、客観的な能力実証により

試験・選考実施する必要があるため、試験・

選考を経ず、任期付職員であることだけをも

って優先的に採用することは現行制度上でき

ないというふうに考えてございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 松本君。 

○51番（松本のり子君） じゃあ、試験を一部

免除して、特別な選考方法の検討というのが

何かあるようにもちょっとどこかで見たんで

すけども、それは現時点の法律ではないとい

うことなんでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 先ほど申し上げまし

たように、競争試験以外で選考により採用す

る場合という規定も設けられておりまして、

これ、様々なパターンがありますけれども、

法令の規定に基づく免許・資格を必要とする

職、あるいは特殊な専門的知識または技術を

必要とする職など、そういった職については

選考で採用することも可能だということにな

ってございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 松本君。 

○51番（松本のり子君） じゃあ、そういう方

向もしっかり入れていただきたいと思います。 

  6,500人以上が今、会計年度任用職員さん

で占めているんです。そうなれば、本当に30

代・40代の男性の方たちはほぼここにお仕事

来ようと思えないんです。年収300万ぐらい

では、やはり一家を支えている人にとっては

非常に厳しい。 

  だからこそ、先ほどもおっしゃった週何回

かの短時間で、そういった人もいるんだとい

うことをおっしゃいましたけれども、これを

どんどん増やしていけば、やはり神戸におい

ても女性の非正規労働者がどんどん増えてい

くということにつながっていきますし、女性

の非正規労働者が増えていけば、やはり―― 

次の３番目に移るんですけども、高齢になっ

てからいろんな問題を抱える女性が年金も僅

かになっていきますから、増えていくという

ことにつながっていきますので、ぜひこれは

考え直していただきたいと思うのと。 

  もう１点お聞きしたいのは、今度、直営に

兵庫区役所と北神区役所がいたしましたが、

2027年には今度、西区役所と長田区役所を直

営に戻すかどうかの検討になると思うんです。

西区と長田区役所は、市民課の業務としてパ

ーソルテンプスタッフに業務委託してますが、

北神や兵庫よりも高い―― 北神や兵庫は市民

課プラス国民健康課、何かそういうところも

あったと思うんですが、高い金額で委託をし
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ていると思うんです。なぜこのように財政効

果が見込まれないのにここを高い金額で民間

委託したのでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 今御紹介いただきま

したとおり、最初に導入いたしました兵庫と

北神のエリア、これについては業務の内容に

ついても市民課と保険年金医療課の業務で、

御紹介いただきました西・長田につきまして

は市民課の業務、それぞれその時々に合わせ

て業務を公募する形で業者を選定したもので

ございます。その中で、御提案の中の金額に

よって差が生じたものと考えているところで

ございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 松本君。 

○51番（松本のり子君） 最初から普通で考え

たら、このままでいけば、ここも、西区と長

田区役所も直営に戻さざるを得ないと、直営

のほうが安くなるということは最初から想像

ついてたと思うんです。全然ついてなかった

んですか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 一番当初のときは、

兵庫と北神の区役所を委託する形、それでそ

の後、順次西・長田区の委託に進んだもので

す。 

  その当時におきましては、委託単価という

分については、社会の状況も踏まえると直営

の部分よりも費用対効果の部分については効

果が大きく現れたものでございますので、導

入を決定したものでございます。 

  その後、今現在の状況に至って、委託単価

が非常に高騰してきておって、今回、方針を

見直させていただいたものでございます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 松本君。 

○51番（松本のり子君） 令和５年のときに決

めて――２年前に決めて、２年後にこんなに

変わる、直営に戻さなきゃいけないというふ

うになるということ自体がもう本当に先を見

てなかったんじゃないんかというふうに言わ

ざるを得ないと思うんです。 

  もっともっと20年・30年前からずっとやっ

てて、そのときと今とは違うんだと言われた

ら私も納得しますが、令和５年に契約を結ん

でますから、そういう意味では、これはもう

ちょっとしっかり考えるべきだったんじゃな

いんかなということを申し上げて、次の困難

な問題を抱える女性への支援についてなんで

すけれども。 

  神戸市が――神戸市立の子供の家ですか、

自立援助ホーム、垂水区にある、これは神戸

市立で本当に全国にでもほとんどないとお聞

きしています、すばらしいもので、児童養護

施設を出てから20代、21か22ぐらいまでなか

なか一人暮らしできない、自立がまだできな

い子供を16人預かっているところなんですけ

れども、こういったものをもっともっと――

今、この法律もできましたし、住宅の確保と

いうのは支援法でも言われてますので、これ

を広げていく、あるいはこの施設をもう少し

造っていくという方向で考えていくべきだと

思いますが、いかがでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 少し認識が私どもと

違うわけでございますが、今回御指摘いただ

きました自立援助ホームにつきましては、義

務教育を終了し、児童養護施設等を退所した

方などを対象に、共同生活を営む住居におい

て日常生活上の援助、生活指導、それから就

業支援等を行う施設となっております。神戸

市では、公立の自立援助ホーム１か所を設置

し、指定管理により社会福祉法人が運営して

いるところでございます。 

  自立援助ホームは、児童福祉法上の児童自

立生活援助事業として規定されているもので
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ございますが、これまで児童自立生活援助事

業につきましては、自立援助ホームでの実施

に限られてきたわけでございますが、令和４

年の児童福祉法の改正により、児童養護施設

等においてもⅠ・ⅡのⅡ型として実施できる

ようになったものでございます。 

  これを受けて、市内においても２か所の児

童養護施設がこの事業を実施しており、今後

実施したいという意向を示している施設も複

数ある状況でございます。 

  これまで児童養護施設を退所後に自立援助

ホームに入所していた子供につきましては、

今後、Ⅱ型の児童養護施設で継続して支援を

受けられるということにもなるため、児童養

護施設から自立援助ホームへ入所する児童の

減少が見込まれると考えているところでござ

います。 

  垂水の子供の家につきましては、定員16で、

現在令和６年度では平均約10名の入所がある

状況でございます。今後、児童養護施設にお

けるⅡ型の整備・運営状況、また子供の家に

対するニーズの変化を踏まえて施設の在り方

は検討していきたいと考えているところでご

ざいます。 

  （「議長」の声あり） 

○副議長（川内清尚君） 松本君。 

○51番（松本のり子君） 児童養護施設は、赤

ちゃんからずっといるんですけども、本当に

一回考えてほしいんですけれども、そこで20

代前半、あるいは18・19歳の例えば顔中全部

ピアス入れてる人とか、手から全部この辺、

タトゥー入れてる人が赤ちゃんと一緒にリビ

ングとかにいたら、本当にそれはどうなんか

という話なんです。 

  だから、児童養護施設を一緒くたにするん

じゃなくて、法律では決まっているけれども、

別々にするのが、幼い子供たちにとってもそ

の方がいいんだというのが施設の人たちのお

声です。 

  ぜひそれは考えてほしいし、今のお話でし

たら、もう児童養護施設があるから子供の家、

援助ホームはもう廃止の方向というふうに聞

こえたんですけれども、絶対にそんなことの

ないように中間層の若い20代の人たち、また

そこを出た人が自分のお友達も大変だといっ

てそこの援助ホームに入所したり、あるいは

出た子は必ずしもみんな自立できんのかとい

ったらそうじゃない、アフターケアが必要な

んだということで、150人か、そこの職員さ

んがずっとアフターケアをしているというこ

ともありますので、ぜひそれは考えていただ

きたいということと。 

  区役所でのこういった御相談に来るのが2

6％ということも聞いてますから、ぜひアウ

トリーチなんかも含めてこれは考えていただ

きたいということを申し上げて、時間が来た

ので終わります。（拍手） 

○副議長（川内清尚君） 御苦労さまでした。 

  この際、暫時休憩いたします。 

  午後２時40分に再開いたします。 

   （午後２時17分休憩） 

   （午後２時40分再開） 

○議長（菅野吉記君） 休憩前に引き続き、会

議を開きます。 

  最初に、諸般の報告を申し上げます。 

  新たに産経新聞社、読売新聞社、朝日新聞

社、毎日新聞社、時事通信社、関西テレビ放

送、ラジオ関西より、本日の本会議の模様を

撮影及び録音したい旨の申出があり、許可い

たしましたので、御報告申し上げておきます。 

  これより議事に入ります。 

  休憩前に引き続き、一般質問を続行いたし

ます。 

  36番諫山大介君。 

  （36番諫山大介君登壇）（拍手） 

○36番（諫山大介君） ３期目の半分を折り返

しました。こうべ未来市会議員団の諫山大介

です。 

  初当選のときは新米議員でしたけども、10

年の経験を重ね、古古古古古古古古古米議員
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として今頑張っております。よろしくお願い

いたします。 

  前半は私が、後半はやのこうじ議員が登壇

します。 

  それでは、３点です。 

  震災30年を迎えた神戸市のグローバル貢献

都市としての発信についてです。 

  阪神・淡路大震災から30年を迎える中、先

般、カナダ・フランス・ドイツ・イタリア・

イギリス・アメリカ・ポルトガル・日本の８

か国の海外主要都市の市長らを招き、様々な

災害への備え、対応などのテーマで意見交換

を行い、その成果を国内外に発信することを

目的に、国際会議、神戸市グローバルカンフ

ァレンスが開催されました。 

  また、ワシントンＤ．Ｃ．の世界銀行本部

で開催されたＷｏｒｌｄ Ｂａｎｋ Ｌａｎ

ｄ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ2025では、都市に

蓄積された問題解決策や知識の共有の促進を

目的とした都市連携プログラムの一環として、

日本の自治体首長としては初めて久元市長が

登壇し、震災からの復興や人口動態に応じた

まちづくりなど本市の取組を紹介する基調講

演が行われました。これらの会議を通じ、市

長、改めて市民や世界に何を伝えたかったで

しょうか。見解を伺います。 

  民生委員・児童委員の活動についてです。 

  2025年一斉改選に伴う委員の成り手不足問

題、地域課題を解決するための活動内容、活

動ＤＸ化に伴うタブレット端末の配布の３つ

のポイントに絞りまして見解を伺います。 

  民生委員制度については、本市のホームペ

ージでは、平成29年に100周年を迎え、活動

強化方策として、地域のつながり、地域力の

強化、様々な課題を抱えた人々の支援、民生

委員・児童委員制度を守り、発展させていく

ことを中心に取り組んでおります。 

  令和７年４月現在、委員定数2,571人に対

し、実際の委員数は2,310人と欠員状態が慢

性的に続いておりまして、成り手不足の要因

としては、地域活動の担い手が不足している

こと、就労する高齢世代の増加などで活動す

る時間が確保できないことなど、そして世代

によって民生委員の認知度に差があることな

どが挙げられます。これらの課題を踏まえた

民生委員の成り手不足問題解消に向けた取組

について見解を伺います。 

  海外移住と文化の交流センターについてで

す。 

  海外移住と文化の交流センターは、2008年

ブラジル移住100周年に合わせて工事が着工

され、翌年にリニューアルオープンされまし

た。もともとは1928年に国立移民収容所とし

て開設され、中南米諸国への移住のための出

国手続や語学研修など移住前の準備を行う施

設であり、延べ25万人がここに滞在し、移住

していきました。1971年の閉館後は、神戸市

の施設として看護学校や芸術活動の拠点とし

ても活用されてきた経緯も、また日本で唯一

現存する国立移民収容所跡であることも特徴

的であります。 

  当センターは、2028年に国立移民収容所が

開設されて100年を迎えますが、国際課から

地域協働課に移管した狙いを含め、今後の施

設の保存及び活用についての見解を伺いたい

と思います。 

  なお、答弁の内容次第では重く受け止めさ

せていただきます。よろしくお願いいたしま

す。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 諫山議員の御質問のう

ち、まず神戸市のグローバル貢献都市として

の海外への情報発信につきましてお答えを申

し上げます。 

  諫山議員から御紹介をいただきました神戸

市グローバルカンファレンスは、グローバル

貢献都市を目指す神戸市において、震災30年

の節目の年に海外の主要都市を招聘し、各都

市の災害対策や異常気象による自然災害への
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備えについて、知見を共有し、未来に向けて

都市が果たすべき役割について意見交換をす

るという目的で開催をいたしました。 

  基調講演では、神戸市の震災当時の経験、

そしてこれを踏まえて災害に強い強靱な都市

に向かっていく取組を紹介いたしました。本

市の経験を踏まえ、今後の災害への備えとし

て、自治体間の連携、そして住民の自助・共

助の取組の重要性を訴えたところです。 

  海外の都市からも様々な有益な御示唆をい

ただきました。気候変動対策、都市間ネット

ワークの重要性について、具体的な事例も交

えて紹介をいただき、会議の最後には意見交

換を通して得られた方向性を神戸市グローバ

ルカンファレンス宣言として発出をいたしま

した。 

  次に、世界銀行のＷｏｒｌｄ Ｂａｎｋ 

Ｌａｎｄ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ2025は、都

市の土地利用に関する課題について議論する

目的で行われたカンファレンスです。 

  本市の人口動態の変化に対応した都市開発

について説明するように要請をいただきまし

たので、ワシントンＤ．Ｃ．の世界銀行本部

におきまして私から紹介をさせていただきま

した。 

  紹介を申し上げましたのは、山、海へ行く

と言われた人口増加時代の神戸のプロジェク

トをどのように進めたのか、そして震災の経

験と、震災の後、近年において人口減少が進

む局面において都心部のタワーマンション規

制や都心・郊外の再開発、空き家・空き地対

策など、人口動態の変化に応じた土地利用に

関する取組を御紹介いたしました。 

  短時間の議論でしたけれども、世界各国の

参加者や世界銀行の関係者からは、震災復興

を通じた災害に強いまちづくりに関する関心

の高さを感じることができました。また、持

続可能なまちづくりに向けたタワーマンショ

ンの規制についても高い関心があったと感じ

たところです。 

  この２つの国際会議におきましては、神戸

の経験・知見を幅広く海外も含めて共有して

いただく、同時に気候変動や持続可能なまち

づくりについては多くの都市が問題意識を共

有しているところでありますので、今後とも

海外の知見をしっかりと吸収し、今後の神戸

の取組に生かしていくということが重要であ

ると感じたところです。 

  次に、民生委員・児童委員の成り手不足へ

の対応につきましてお答えを申し上げます。 

  民生委員・児童委員の成り手不足の背景と

いたしましては、推薦母体でもある地域活動

団体も成り手不足の問題を抱えているという

こと、複雑・多様化する福祉課題を背景に活

動の負担が増しているということが挙げられ

ると同時に、民生委員・児童委員の活動があ

まり知られていないということも原因として

挙げられるのではないかと考えております。 

  これまで、もちろん神戸市としてもこれら

の課題に対して取組を進めてきました。令和

５年度には民生委員・児童委員活動にかかる

実費弁償額を政令市最高水準まで大幅に増額

し、処遇改善を行ったほか、民生委員が行う

証明事務の見直し、タブレットによる活動報

告などの業務負担軽減によりまして、活動し

やすい環境の整備にも取り組んできたところ

です。 

  神戸市独自の支援制度としては、民生委員

支援制度があります。これによりまして民生

委員・児童委員の負担を軽減するとともに、

こちらのほうが重要だと思いますけれども、

活動に関心を持っていただき、活動を理解し

ていただき、担い手となる人材を確保すると

いうことを目的としております。若い世代に

も民生委員活動を知ってもらう取組として、

大学と連携したインターンシップ事業も行っ

ております。 

  民生委員法に基づいた制度ですから、国全

体での議論が必要ですけれども、神戸市とし

てもさらに今までの取組に加えてどのような
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対応ができるのか、また議会での御意見、御

指摘もしっかり踏まえながら対応を強化して

いきたいと存じます。 

  ほかの御質問につきましては、副市長から

お答えさせていただきます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 私のほうからは、海

外移住と文化の交流センターについて御答弁

申し上げたいと思います。 

  当センターにつきましては、国立移民収容

所が設立された当時の神戸の町並みや海外移

住の歴史等を学ぶことができる移住ミュージ

アムと、また日系南米人を中心とした在住外

国人の生活相談や学習支援等を行う機能、さ

らにはジャンルや国籍を問わず、様々な芸術

家を招聘し、公開アトリエ事業を行っている

国際芸術交流拠点としての機能を持ち、年間

約５万人を超える方が訪れていただいている

ところでございます。 

  2009年の開設以来、指定管理者制度を導入

しておりまして、2025年度末で４期目が終了

いたします。現在、来年度からの公募に向け

て準備を進めているところでございます。 

  今年度から、職制改正により、地域協働局

が所管することとなったわけでございますが、

地域協働局におきまして、より幅広い視点で

市内で活躍する様々な活動主体と関係部局と

一緒になって利活用を考えていきたいと考え

ているところでございます。 

  今後につきましては、国立移民収容所の開

設から100周年となります2028年に向けまし

て、次期指定管理事業者と保存・利活用につ

いて協議をしながら検討を深めてまいりたい

と考えているところでございます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 諫山君。 

○36番（諫山大介君） それでは、再質問させ

ていただきます。 

  グローバル貢献都市からなんですけれども、

私も新聞報道等で見させていただきまして、

非常に大きなイベントで我が町の首長が発信

していただいたということはすごいなと、マ

スコミ等の記事で知ったところです。 

  それと同時に、レジリエンスセッション震

災と未来のこうべ博も開かれてたというとこ

ろで、そこを一つセットで現時点でいろいろ

議会で発信していただきたいなと思いました。 

  震災と未来のこうべ博がＫＩＩＴＯ、みな

とのもり公園、ウオーターフロントエリアの

会場で２日間にわたり開催されまして、防災

に関わる最新テクノロジー、防災体験プログ

ラム、ドローン・船舶のモビリティーの紹介

がなされました。２日目の午後に見に行かせ

ていただきまして、非常に大きなイベントで

あったと。担当課の方とやり取りしても、当

初はもう少し規模感は小さかったんですが、

多くの企業が手を挙げていただいてどんどん

広がっていったということで、よく市長が今

年、いろいろなテクノロジー、この30年間の

間で培ったテクノロジー等で新たな震災対応

をしていくというのがはっきり見えたところ

かなと思ったんですけれども。 

  これ、今回だけでは非常にもったいないな

と思いまして、一回限りのイベントやなく、

規模感を小さくしても、２年に１回でも３年

に１回でも結構ですからいろいろな企業が参

加し合い、そういう仕組みづくり、してはど

うかなと思うんですが、このあたりいかがで

しょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 御質問いただきまし

たレジリエンスセッション震災と未来のこう

べ博につきましては、震災の記憶や教訓を未

来へ継承するとともに、この30年間に目覚ま

しい進歩を遂げた防災テクノロジーの体験等

を通して、震災を経験してない世代はもちろ

ん、あらゆる世代の方々に防災・減災の重要

性を再認識していただくためのイベントであ
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り、おかげさまで天気にも恵まれ、開催に当

たって、また170を超える企業・団体からの

出展・寄付・協賛等の御協力をいただき、２

日間で延べ４万人を超える方々に御来場いた

だいたところでございます。 

  震災と未来のこうべ博につきましては、震

災から30年を迎え、節目の事業として開催し

たものではございますが、本イベントを契機

として構築されました多くの企業・団体との

ネットワーク、また子供たちに学びや驚きを

与えた様々な出展コンテンツ、このようなも

のをどのような形で活用できるか検討してい

く必要があると考えておるところでございま

す。 

  本イベントを通して得られました成果を市

全体で共有し、今後につきましては、本市が

関係する防災イベント等において防災ドロー

ンの操作体験やＶＲ、メタバースといった映

像技術を用いた防災学習など、新たなテクノ

ロジーを通した体験の機会を提供することで

震災を経験していない若年層の関心も高めな

がら震災の教訓を継承していくように取組を

進めていきたいと考えております。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 諫山君。 

○36番（諫山大介君） 家族が参加しやすい仕

組みということで、ガチャピン・ムックも登

場して市長もスリーショットを撮ったという

うわさも聞いておりますけども、私もそれを

目当てに実は見に行かせていただいたんです

けれども、ぜひ継続してお願いいたします。 

  では、民生委員・児童委員の活動について

です。 

  これも地元からお声をいただきまして、こ

ういう一般質問という形でまとめさせていた

だきました。 

  今後、民生委員制度が継続するためには、

いわゆる若年層から現役世代などの幅広い世

代にまず認知していただく必要があるかと思

います。中央区ではＣｓＭｅｅｔｓ、灘区で

はなだ大交流会と、今、各区が開催している

地域プレーヤーを発掘するという交流会が行

われておりまして、大盛況であると聞いてお

ります。 

  これらに参加している住民の方は、地域の

ために何か役立ちたいと強い思いを持ってい

る方がほとんどでありますけれども、一方で

民生委員の方で参加している人は意外と少な

いというのもお聞きしております。民生委員

の方が交流会にも参加し、その活動を知って

もらう、もしくはその方々とコラボレーショ

ンなどすれば、こども食堂や学習支援の運営、

本来の相談業務を担うことが可能ではないか

と思うんですけれども、見解はいかがでしょ

うか。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 御紹介いただきまし

た地域プレーヤーの交流会につきましては、

区の個性や特性を生かしましてそれぞれの区

が企画・開催しているものでございます。 

  主に区の住民、地域団体、ＮＰＯ・企業、

学生など、各区で活躍されておられます、ま

たゆかりのある多様な人々が参加し、活動の

情報共有や自分たちのまちについて対話をし、

また新たな活動のきっかけや多様な地域プレ

ーヤーとのつながりをつくる場となっている

ものでございます。 

  御提案のとおり、民生委員をはじめ、地域

で活動される様々な方が交流会に参加するこ

とで、参加者同士のネットワークが広がり、

地域でお困りの方への支援が多様化・重層化

し、充実していくことが期待できると考えて

おります。 

  また、多様な地域で活動されておられます

方々が民生委員の活動に関心を持ち、つなが

り・連携が生まれることも考えられるところ

でございます。まずは、民生委員にも交流会

を案内し、興味のある方が参加できるように

してまいりたいと考えておりますし、もし参
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加がかなわないようでございましても、この

場において民生委員活動をＰＲするなどの取

組も進めていきたいと考えております。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 諫山君。 

○36番（諫山大介君） 区役所、地域協働局と

の連携にもなるかと思いますけども、こうや

って新しい仕組みも取り入れながら告知のほ

うをお願いしたいと思います。 

  それでは、活動内容なんですけれども、子

育て世帯、若年層への福祉充実に力を入れて

いる本市では、ＤＶ、不登校、ヤングケアラ

ー、ひきこもり、こういうセーフティネット

の整備の取組を充実させることが必要となっ

ておりまして、地域課題を解決する取組であ

るこども食堂や地域交流の拠点の運営に民生

委員も一定関わっているとお聞きしました。 

  高齢者については、介護保険、あんしんす

こやかセンターなど一定セーフティネットが

整備されている中、現在の社会的弱者である

と言われる子供、低所得者、ひとり親世帯な

どの支援にも民生委員が積極的に関わってい

くと考えるべきですが、このあたりいかがで

しょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 民生委員は、御存じ

のとおり、児童委員も兼ねておりまして、日

頃から高齢者をはじめ、子供や子育て世帯、

またひとり親世帯等への見守りや相談支援活

動、また相談支援活動を地域の身近な相談相

手として行っていただいているものでござい

ます。 

  また、主任児童委員は、児童とその家庭に

関することを専門的に担当し、区域担当の児

童委員や学校などの関係機関と連携を取りな

がら活動いただいているところでございます。 

  令和５年度の統計になりますが、神戸市の

民生委員・児童委員が行った相談支援内容の

内訳といたしまして、高齢者に関することは

全体の約５割、53.3％、一方、子供に関する

ことは全体の約３割、27.4％、残り２割は

様々な内容、このような実態となっていると

ころでございます。 

  民生委員は、地域住民の身近な相談相手と

して地域住民からの生活上の心配事や困り事

の相談を受けて、また相談内容に応じて区役

所や、御紹介いただきましたあんしんすこや

かセンター、また児童家庭支援センターなど

専門の窓口へのつなぎ役も担っていただいて

いるところでございます。 

  今後も民生委員・児童委員は、地域にお住

まいの高齢者や障害者に加えまして、子供や

生活困窮者、ひとり親世帯などに関しても身

近な相談相手、また支援へのつなぎ役として

積極的に関わっていただきたいと考えておる

ところでございます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 諫山君。 

○36番（諫山大介君） ありがとうございます。 

  多世代交流を進めたいという民生委員の方

の思いを酌み取りましてこういう質問もさせ

ていただいたんですけれども、今、民生委員

さんも世代交代を行っておりますので、ぜひ

支援をお願いしたいと思います。 

  そして、活動のＤＸ化の話なんですけども、

先行して灘区の民生委員に対して令和７年２

月からタブレット端末が貸し出されました。

その目的は、毎日の活動報告の電子化や、報

告業務、地区会長の集計業務に関わる事務負

担の軽減とお聞きしましたけれども、民生委

員さんからすれば、タブレット端末取扱い操

作方法の習得など課題もやはりあるとお聞き

しました。 

  市がタブレット端末を活用して民生委員の

活動をＤＸ化する狙いと課題について、改め

て見解をお伺いいたします。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 後ほど出てまいりま
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すが、課題もあるわけでございますが、先ほ

ど冒頭、市長より御答弁申し上げたとおり、

民生委員さんの負担感をいかに軽減していく

か、こういったことが成り手不足対策にも大

きな役割を果たすんではないかなという観点

で今回のＤＸ化を進めているものでございま

す。 

  活動の負担感を解消する１つの手段、大き

な手段として、事務のＤＸ化が有効であると

考えているところでございます。 

  今回の取組、具体的に申し上げますと、民

生委員さん相互の連絡・調整を簡素化するこ

と、また活動記録の作成や集計業務にかかる

事務負担を軽減していこうということ、さら

には高齢者見守り台帳の管理にかかる心理的

な負担の軽減を図りたい、このような狙いを

持って取組を進めているところでございます。 

  タブレット端末は、ふだんからスマートフ

ォンやＬＩＮＥを使われている方にとっては

使いやすいものとなっているわけではござい

ますが、やはりタブレット端末の操作が不得

意な方については、スムーズに慣れていただ

くことが非常に重要だと考えているところで

ございます。 

  このたび導入いたしました活動記録を残す

機能につきましても、神戸市が独自に開発し

たアプリでございます。民生委員さんが実際

に使っていただく中でアプリの不具合やアプ

リ画面の使いにくさなどがあれば、速やかに

改善して対応していきたいと考えているとこ

ろでございます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 諫山君。 

○36番（諫山大介君） では、再質問最後にな

りますけども、こういった狙いが判明しまし

た。業務効率化を目的としたＤＸ化自体進め

るべきと私ども思っております。 

  課題等について、ぜひ民生委員さんの理解、

たくさんいらっしゃいますので、いわゆる双

方向で、一方的だけではなくて、どこが問題

なのかというところを含めてしっかりと交流、

コミュニケーション取っていただきたいと思

いますが、そのあたりはいかがでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 今回の取組、何せ初

めてなものでございまして、手探りな部分は

若干拭えない部分があるわけでございますが、

今回タブレットの利用開始におきましては、

集団での操作研修を２回行いました。その後

も、電話や画面越しにオペレーターと個別に

相談ができるオンラインの相談窓口、これを

各区役所に設置しているところでございます。 

  特に、タブレット端末の操作が不得意な方

につきましては、タブレット端末の操作に十

分慣れていただけるように、やはり時間をか

けて引き続き丁寧に対応していくことが必要

だと考えているところでございます。 

  また、一部の民生委員さんから今回配布さ

せていただきましたタブレット端末を破損し

てしまった場合の対応、また個人情報の取扱

いなどに不安を感じているというような御意

見等もいただいているところでございます。 

  このような案件につきましても丁寧に対応

していくこととしておりまして、今後も民生

委員・児童委員の皆さんがタブレット端末を

利用する中で戸惑われる場面というのはある

んではないかと認識しております。 

  民生委員の御理解が得られるように常に寄

り添い、利用する中で伺った意見・提案を機

能の改善や運用の見直しにつなげ、時間をか

けてこのＤＸ化を進めていきたいと考えてお

ります。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 諫山君。 

○36番（諫山大介君） 今、副市長がおっしゃ

ったような心配事をお伺いした上で、研修、

その他、破損、特に民生委員さんが扱う独特

の個人情報に関しては保護法の趣旨から心配

がありました。すごくやる気があり、いろい
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ろ分かっているからこその心配の声だと思っ

ておりますので、そこで相互不信にはならな

いと思いますけれども、しっかりと連絡・調

整していただきたいと思います。 

  それでは、最後、再質問、海外移住と文化

の交流センターです。 

  過去、本会議で取り扱ったのは、2010年以

来ということで、あとは常任委員会とか予算

特別委員会とかであるんですが、議事録でも

ほぼこれを扱ってることはないかと思います。 

  これも海外移住と文化の交流センターに思

いのある方との話をした上で、私自身もいろ

いろと勉強させていただいて、このタイミン

グでたまたま新聞記事も、後で御紹介します

けども、６月４日の新聞記事も登場しました。 

  このセンターの機能は、答弁にありました

ように、移住ミュージアム事業や在住外国人

支援事業、国際芸術交流事業、３つの柱から

成りまして、指定管理の共同体が一般財団法

人日伯協会、ＮＰＯ関西ブラジル人コミュニ

ティ（ＣＢＫ）、ＮＰＯ芸術と計画会議（Ｃ．

Ａ．Ｐ．）―― キャップですか、非常に独特

なＪＶ団体で構成されておりまして、こうい

った非常にブラジルとゆかりが深いことから、

ちょうど昨年度は神戸市とリオデジャネイロ

市の姉妹都市締結55周年を記念してブラジル

コーヒーをテーマとする企画展、講演会、

様々なイベントを行っておりまして、たまた

ま訪問したときにはそれも見させていただき

ましたが、このようなブラジルにちなんだイ

ベントがぜひ今後も積極的に開催して、この

センターの周知と訪問機会を増やすべきと考

えるわけでございます。 

  例えば市内のブラジル産コーヒーを扱う喫

茶店等に協力してもらって当該センター１階

のカフェスペース、今はちょっと閉まってし

まったんですが、こちらを有効利用するなど

実証事業に取り組んではどうか、また市外か

らの集客という観点で修学旅行の行き先とし

て積極的にＰＲする、地域協働局と経済観光

局の連携も考えられると思うんですが、この

あたりの見解をお願いいたします。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 御紹介いただきまし

た当センターにつきましては、ラテンコミュ

ニティ、また海外からルーツをたどりに来る

方、アーティストや芸術に関心のある方、中

学・高校の修学旅行生、研究目的など、年間

５万人を超える多くの方々が訪れていただい

ているところでございます。 

  そうした中、御紹介いただきましたリオと

の55周年でのコーヒーでのイベントも開催し

たものでございますが、さらにブラジルをテ

ーマとした企画といたしましては、音楽会で

あったり、ブラジル移民祭、南米のお祭り等、

様々な取組を実施しているところでございま

す。 

  特に、今年度につきましては、新たに神戸

外国語大学と指定管理者の構成員である日伯

協会をつなぎ、コーヒーにちなんだ共催企画

を検討しているところでございますので、当

然、市内のコーヒー店にも協力を呼びかけて

いきたいと考えているところでございます。 

  また、市外からの集客の取組といたしまし

て、神戸公式観光サイトＦｅｅｌ ＫＯＢＥ

のモデルコースやスポット一覧にも掲載して

いるほか、修学旅行の際に神戸のまち散策に

活用されるパンフレットＫＯＢＥ ＴＲＩＰ

 ＭＡＰにセンターの場所を新たに記載する

など、修学旅行の行き先としてのＰＲにも取

り組んでいきたいと考えておるところでござ

います。 

  このように、地域協働局の強みを生かして

活動主体を巻き込みながら施設の認知度を上

げ、訪問機会を増やす取組を指定管理者と共

に推進していきたいと考えているところでご

ざいます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 諫山君。 
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○36番（諫山大介君） こちらも事前にレクチ

ャー、国際課からもいただきまして、地域協

働局からもいただいて、今後、どういう魅力

ある施設にしたらいいでしょうかと担当課と

もいろいろなお話をさせていただきました。 

  今御答弁にあったようなイベントもしかり、

近隣に有名スイーツ店がありますので、海外

移住と文化の交流センターの告知ポスターを

貼っていただいて、そこで買ったケーキをそ

ちらでワンドリンク制でできるとか、いろい

ろな仕組みづくりがあるかと思います。 

  あとは、サッカーだったらヴィッセル神戸

に在籍した三浦カズ選手の御協力をいただく

とか、サンバも神戸まつりでもゆかりもある

かと思います。 

  いろいろアイデア出しはできると思います

ので、ぜひ地域協働局のネットワーク、そし

て経済観光局のお力を使って、ぜひ魅力をつ

くっていただきたいなと思います。 

  また、違う観点から、アート、北野かいわ

いのアート群とのコラボなんですけども、こ

ちら、アーティストの拠点というのも私も今

回いろいろお聞きしました。もともと廃墟、

５年間廃墟だった国立収容センターがアーテ

ィストによってお掃除というか、アートイベ

ント、190日間かけて全てきれいにしてアー

トにしたという冊子を見たときに、ここに文

化、アートが根づいたという原点を見させて

いただいたわけですけども、よくよく北野か

いわいでも、センター東にある北野エリアも

アーティストの滞在拠点のいわゆるＡｒｔｉ

ｓｔ ｉｎ Ｒｅｓｉｄｅｎｃｅ ＫＯＢＥ

ができましたり、北野美術館、安藤忠雄作品

群から初期の代表作２棟―― ローズガーデン、

北野アレイ―― を拠点に親しみやすいアート

を取り込んで異人館通りを楽しくするプロジ

ェクト、ＫＩＴＡＮＯ ＴＨＥ ＭＡＧＮＥ

Ｔなど、アーティストが民間で周遊できる仕

組みがあると思います。 

  こういった点を既に連携しているとお聞き

するんですけども、さらにてこ入れして海外

移住と文化の交流センターと北野エリアの連

携を密にする取組を神戸市として支援・協力

―― これは文化スポーツ局になると思うんで

すが、このあたりいかがでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 御紹介いただきまし

た北野エリアにつきましては、異人館をはじ

め、文化財や多くの多様な宗教施設などが集

中しておりまして、多彩な文化が共存する神

戸の歴史や特色を感じられるエリアというこ

とで、官民協働による文化イベント等が多く

開催されてきているところでございます。 

  御紹介いただきましたような活動団体、拠

点というのは、Ｃ．Ａ．Ｐ．でありましたり、

Ａｒｔｉｓｔ ｉｎ Ｒｅｓｉｄｅｎｃｅ 

ＫＯＢＥでありましたり、様々な団体が地域

団体と共に、文化拠点、活動団体と連携する

ことで多彩な事業が展開されているところで

ございます。 

  神戸市におきましては、ふるさと納税の寄

附金を文化芸術団体への助成金として役立て

るつなぐＫＯＢＥアート募金、また観光地が

取り組む観光資源の磨き上げや受入れ環境の

向上を図る補助事業、神戸市観光地支援事業

を行っておりまして、例えば昨年11月には文

化イベントと通じて北野エリアの文化拠点を

周遊するアートイベント、ＫＩＴＡＮＯＶＥ

ＭＢＥＲの実施に結びついたところでござい

ます。 

  寄附財源の確保につきましては、各登録団

体や事業内容を市のホームページで紹介し、

それぞれの団体でもＰＲを行っていただいて

いるところでございますが、さらに広報を強

化していく必要があると考えているところで

ございます。 

  全国、世界各地からアーティストが神戸に

集い、交流することで、まちの活性化につな

がることは重要であると考えておりまして、
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若手ミュージシャンなど神戸を中心に主体的

に活動されているアーティストや団体の意見、

ニーズをお聞きしながら、行政としてどのよ

うな役割を果たすことが最も効果的か、検討

を進めてまいりたいと考えております。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 諫山君。 

○36番（諫山大介君） 神戸を拠点とする若手

アーティスト・クリエーターの活動の支援と

いうことの再質問でした。改めてよろしくお

願いいたします。 

  最後は意見なんですけども、今年は日本と

ブラジルは外交関係樹立130周年に当たり、

秋篠宮の次女佳子様が６月４日から17日の日

程でブラジルを公式訪問されております。 

  新聞でも６月４日付の新聞記事で、海外移

住と文化の交流センターが紹介されました。

「佳子さま、神戸で日本人のブラジル移住の

歴史学ぶ 外交関係樹立130年で現地訪問」

という記事名です。他紙でも「日系社会との

親善、受け継ぐ旅」と、こういうふうに取り

上げ、朝日と神戸で取り上げられて、本当に

タイムリーだったなと思うんですけれども。 

  こういった神戸開港以来、国際都市と継続

しまして神戸空港も国際化になりました。港

の話もるる出ましたけれども、港あってのこ

ういった施設だと思いますので、しっかり維

持するために施設の収益化も含めて仕組みづ

くりを今後構築していただきたいということ

を言いまして、終わらせていただきます。ど

うもありがとうございました。 

○議長（菅野吉記君） 御苦労さまでした。

（拍手） 

  次に、22番やのこうじ君。 

  （22番やのこうじ君登壇）（拍手） 

○22番（やのこうじ君） 私は、こうべ未来の

やのこうじでございます。諫山議員に続きま

して質問させていただきます。 

  まず、バリアフリーの視点を踏まえた都

心・三宮再整備の推進についてでございます。 

  本市では、魅力的で風格ある都市空間の実

現に向け、都心・三宮再整備を推進しており

ます。今後、さらに三宮周辺エリアのにぎわ

いが創出されることに期待しておりますが、

第２期神戸市バリアフリー基本構想で本市が

掲げる人に優しいまちづくりの理念を踏まえ

た整備も重要であると考えております。 

  三宮地区は、バリアフリー化の重点整備地

区として指定され、神戸三宮「えき～まち空

間」基本計画でも、誰にとっても使いやすい

神戸の玄関口にふさわしい空間として整備す

るとされておりますが、新たに建築物や回遊

性を高めるための歩行者ネットワークを整備

するに当たってどのように実現をしていくの

か、都心・三宮整備におけるバリアフリーの

視点を踏まえたまちづくりの考え方について

見解を伺いたいと思います。 

  次に、ウオーターフロントエリアにおける

夜のにぎわいの創出についてでございます。 

  昨年度は、ポートタワーがリニューアルさ

れるとともに、開館時間が延長され、今年度

はジーライオンアリーナ神戸の開業に合わせ

まして周辺の夜間景観の充実が図られる等、

ウオーターフロントエリアは再開発事業によ

って夜のにぎわい創出が進んでおります。 

  これまで我が会派から、花火やイベント等

の年間を通じたナイトタイムエコノミーの活

性化について繰り返し提案をしてきており、

一定の集客効果と地域のにぎわい創出に寄与

していることは評価しております。 

  今後も、マリーナの整備や2030年前後の定

期便就航による神戸空港国際化の進展を見据

え、さらなる魅力向上を期待しておりますが、

そのためにもまずは現在実施している事業の

効果検証を行う必要があると考えております。

これまでのウオーターフロントエリアにおけ

る夜のにぎわい創出事業の実績や周辺エリア

への経済効果を本市としてどのように評価し

ているのか、見解を伺いたいと思います。 

  最後に、子供たちの教育環境の充実につい
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てでございます。 

  不登校児童・生徒の増加等を背景に、文部

科学省等は、個別最適な学びと協働的な学び

の一体的な充実、そろえる教育から伸ばす教

育へ転換を掲げております。子供１人１人の

多様な幸せを実現するとともに、横並びをよ

しとする社会の価値観からの脱却等を求める

ものであります。文部科学省等の方針につい

て福本教育長はどのように捉えておられるの

でしょうか。 

  また、スクール・サポート・スタッフにつ

きまして、教員の授業改善や不登校対策等に

寄与している一方で、令和５年度から１日の

勤務時間が４時間から３時間に短縮されてお

りまして、午前８時から11時の出務となって

いることから、特に小学校では人手不足が顕

著でございまして、職員室が教頭だけになる

時間帯があるという話も聞いておりますが、

配置時間についてどのように考えているのか

も併せて見解を伺いたいと思います。 

  以上、よろしくお願いいたします。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） やの議員の御質問のう

ち、私からは、ウオーターフロントエリアに

おける夜のにぎわい創出の効果と今後の方針

につきましてお答えを申し上げます。 

  ウオーターフロントエリアでは、通年開催

の光と音の演出「ＫＯＢＥ Ｎｉｇｈｔ Ｍ

ｉｒａｇｅ」や、神戸港ウイークエンド花火

に加え、10月のみなとＨＡＮＡＢＩ、12月の

イルミネーションイベント、１月の神戸ルミ

ナリエなど、一年を通じた夜のにぎわい創出

に取り組んできました。これらの夜のイベン

トによりまして、延べ46万人以上が訪れてお

りまして、ウオーターフロントの夜のにぎわ

いに効果があったというふうに考えておりま

す。 

  また、ポートタワーでは夜11時まで営業時

間が延びたことで、夕方６時以降の時間帯で

約14万人の来場があり、年間の総入場者数も

31年ぶりに60万人を達成いたしました。 

  ４月にアリーナが開業いたしました新港第

２突堤では、海に面した飲食店や緑豊かな海

辺空間を楽しめるＴＯＴＴＥＩ ＰＡＲＫな

ど、新たなスポットが順次オープンしており

まして、アリーナ開業から１か月で約25万人

が訪れ、元町周辺を含む広い範囲において新

たな人の流れが生じております。 

  さらに、第２突堤先端では、屋上を緑化し

たシンボリックな建物、緑の丘で、今月、バ

ーベキュー施設の開業を予定しており、さら

なる回遊性の向上とともに経済効果が期待で

きます。 

  今後の取組ですが、今年の４月に策定いた

しました神戸ウォーターフロントグランドデ

ザインにおきまして、夜景、ナイトタイムエ

コノミーを重点的に取り組む戦略としており、

国内外からの来訪者を魅了する上質なライト

アップや、夜型観光コンテンツの充実などを

掲げております。 

  これらの取組を積極的に進めるとともに、

回遊性の向上をさらに高め、さらなるナイト

タイムエコノミーの活性化に取り組んでまい

ります。 

  ほかの御質問につきましては、副市長から

お答えさせていただきます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 私のほうから、バリ

アフリーの視点を踏まえた都心・三宮再整備

の推進について御答弁を申し上げます。 

  三宮地区は、第２期神戸市バリアフリー基

本構想の重点整備地区に位置づけられており

まして、過去から、鉄道駅、主な官公庁施設、

福祉施設などを結ぶ地上レベルのルートを中

心にバリアフリー化に重点的に取り組んでき

たところでございます。 

  一方、三宮駅周辺は、６つの駅の改札階が

地下・地上・２階・３階とレベルが異なって
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いることから、乗換え動線が分かりにくいと

いう課題がありまして、さらに乗換えに当た

ってバリアフリー化されていない箇所が存在

していたところでございます。 

  今回の都心・三宮再整備では、これらの課

題を解決し、６つの駅があたかも１つの大き

な駅となり、駅とまちが行き来しやすく、障

害者や高齢者、子育て世代の方など、誰にと

っても便利で、回遊性の高い空間を創出する

ための取組を官民連携で進めさせていただい

ているところでございます。 

  駅周辺の乗換え動線の改善に当たりまして

は、交通センタービル、ＪＲ三ノ宮新駅ビル、

バスターミナルビルを結ぶ歩行者デッキを新

たに整備するとともに、歩行者動線の結節点

でありますＪＲ新駅ビルや、立体的に歩行者

動線が交わる地点には、エレベーターやエス

カレーターを民間事業者の協力を得ながら適

切に配置することで、バリアフリー化した公

共動線を確保することにしているところでご

ざいます。 

  また、駅と市役所、東遊園地を南北に結ぶ

主要な歩行動線であります税関線におきまし

ては、歩道幅員や視覚障害者誘導ブロックの

設置など、通常のバリアフリー化として満た

すべき基準に加えて、さらに移動しやすい空

間づくりを進める予定としております。 

  具体的には、歩道を拡幅し、自転車と歩行

者の通行空間を可能な限り分離するとともに、

緑と一体となった休憩用ベンチを複数箇所設

置することによりまして、誰もが安全に歩き

やすく、人に優しい歩行者ネットワークの確

保に取り組んでまいりたいと考えてございま

す。 

  今後とも、三宮再整備におきましては、誰

にとっても使いやすく、回遊性の高い空間を

目指して、バリアフリー化の視点を踏まえた

取組を官民連携して進めてまいりたいと考え

てございます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 福本教育長。 

○教育長（福本 靖君） 私のほうからは、子

どもの教育環境の充実について答弁申し上げ

ます。 

  急速な技術革新やグローバル化など、社会

状況の変化が加速度を増す中で、多様化する

子供たちに対応して、文科省では個別最適な

学びと協働的な学びの一体的な充実を目指し

ており、本市としましても、その必要性は当

然認識しているところであり、ぜひ実現させ

ていくべきと考えております。 

  こうした中で、様々な課題に対応していく

ためには、前例踏襲から脱却し、本質的な視

点で知恵を出し合い、学校を時代のニーズに

合った学びの場へ変えていく必要があると考

えています。ただし、長く続いてきた学校の

在り方を大きく変えることは容易ではなく、

また教員の働き方改革も同時に進めていく必

要があり、教育委員会と学校が一体となって

新たな学びの実現に取り組まなければならな

いとも考えております。 

  そして、その新たな学びの実現に向けた取

組ですが、多様な子供たちを誰一人取り残す

ことなく、また１人１人の個性を最大限に生

かす、子供が主役のこれからの学びの実現を

目指しているところでございます。 

  これまでの一斉指導型の授業スタイルを見

直し、子供たちが学び方を自己決定・自己選

択する場面を日々の授業の中で設定するなど

して、子供たちが自立した学習などをして、

深い学びを得ることのできる授業改善を進め

ています。このため、教育委員会より授業改

善のための指導の重点ポイントを全ての教員

に示すとともに、指導主事が各校を訪問し、

授業の状況把握や、必要に応じた研修、個別

のアドバイスを行うなど、学校への伴走支援

の強化を図っているどころでございます。 

  さらに、新たな学びの場として、これから

の学校には社会に開かれた地域と一体となっ

た教育環境づくりが求められています。コミ
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ュニティ・スクールを活用し、地域の方々や

保護者から広く意見を取り入れ、学校の運営

や学びの在り方を変える取組を進めたいと考

えています。 

  子供たち１人１人がそれぞれの目標を持っ

て、生き生きと学ぶことができる新たな学び

の実現を目指して、教育委員会として学校を

支援しながら取り組んでまいりたいと考えま

す。 

  なお、スクール・サポート・スタッフにつ

いては、学校現場の実態を踏まえ、最も効果

的な時間帯に配置することで、このたび、１

校当たりの時間を若干短縮し、その代わりに

昨年度から小・中・特別支援学校全校への配

置を実現したところでございます。スクー

ル・サポート・スタッフが効果あることは認

識しておりますが、限られた財源の中で工夫

して全校配置をしたところであり、引き続き

学校の状況に応じた効果的な運用について検

討していきたいと考えております。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） やの君。 

○22番（やのこうじ君） まずウオーターフロ

ントから。先日テレビを見ておりましたら、

インバウンドの方が―― 羽田や成田に来られ

た方が、関西方面だったら京都・大阪が多い

と。昨日観光議連ございまして、新幹線に乗

って広島に行きまして、平和記念館や宮島の

ほうに行くケースが多くて、神戸を素通りし

てしまうというお話もありました。 

  そんな中で、やっぱり神戸の夜景というの

は有名ですけども、何か観光スポットとして

突出した魅力がなかったら選ばれないと思う

んです。そこで、私はウオーターフロントの

夜間景観の拡充が一番いいんじゃないかなと。

もっと神戸に来てほしいなという思いで今回

質問をしております。 

  夜のにぎわいの創出としまして、神戸港の

ウイークエンド花火や、メリケンパークミュ

ージックナイツ、ナイトタイムイベント等が

実施されておりまして、定期的なイベントだ

けにとどまらず、毎晩神戸に来たら何か魅力

ある仕掛けを用意・充実することが重要であ

ると考えております。 

  メリケンパークでは、ライトアップによる

一体的な光等々の演出が毎日実施されている

ことは承知しておるんですけども、さらなる

にぎわい創出のためにも、毎晩の夜型観光コ

ンテンツの拡充を図るべきと考えております。

例えば港町である地形を生かしまして、風力

や波力等の再生可能エネルギーを活用いたし

ました光と音のショーをウオーターフロント

エリアの全体で実施すると、ＳＤＧｓ貢献都

市を掲げる本市ならではのストーリーにより、

先日公表された神戸ウォーターフロントグラ

ンドデザインで掲げる神戸を象徴し、人をい

ざなう夜景の充実を図るべきと考えますが、

見解を伺います。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） 今、お話をいただき

ましたウオーターフロントにおけます夜型観

光コンテンツは、大変重要だというふうに考

えてございまして、さらに充実を図ってまい

りたいというふうに考えてございます。その

ためにポートタワー、海洋博物館などの公共

施設で行っております光と音の演出ＫＯＢＥ

 Ｎｉｇｈｔ Ｍｉｒａｇｅを民間施設へと

拡大をしてまいりますことや、ウイークエン

ド花火と一体的な演出効果を図るなど、さら

に取組を推進してまいりたいと考えてござい

ます。 

  また、今後は春や秋に光のアートイベント

の開催や、冬のイルミネーションやドローン

ショーの拡充、さらに会場噴水による演出な

ど、ウオーターフロントという立地を生かし

た新たなコンテンツも検討していきたいと考

えているところでございます。 

  ＳＤＧｓに貢献する取組といたしまして、

ジーライオンアリーナでは、再生可能エネル
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ギー100％の電力供給や、大型アリーナとし

て国内で初めて、エネルギー消費量100％削

減した建築物ＺＥＢ Ｒｅａｄｙの認証取得

を行ってこられました。 

  また、新港第１－第２突堤間に整備した親

水護岸では、ＣＯ２を吸収する藻場の形成が

期待できる傾斜護岸を導入し、ブルーカーボ

ンの創出にも取り組んでいるところでござい

ます。 

  御提案の波力や風力の活用につきましては、

神戸港が温暖な瀬戸内気候区に属し、波や風

が穏やかなため、安定的な電力供給には課題

があるというふうに考えてございます。 

  一方、再生可能エネルギーの導入は重要で

あると認識をしておりますので、ペロブスカ

イト太陽電池など様々な技術の導入を検討す

るとともに、その電力を観光コンテンツに活

用するなど、ＳＤＧｓという観点に留意しな

がら、神戸を象徴し、人をいざなう夜景の実

現に向けて取り組んでまいりたいと考えてご

ざいます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） やの君。 

○22番（やのこうじ君） ウオーターフロント

全体をステージと捉えまして、光と音でもう

すごくにぎやかに照らすことによって、海上

から眺めたりとか、神戸市役所の24階であっ

たり、あるいは六甲山の上から見下ろす景色

であったりとかして、ルミナリエのときのよ

うな回遊をしっかりしていただいて、ジャズ

を聞きながらお酒を飲むとか、そんなんで神

戸に宿泊していただいて、ナイトタイムエコ

ノミーに続けていく。 

  そして、ＳＤＧｓの貢献都市でございます

から、エネルギー源が化石燃料じゃなくて、

再生エネルギーでやっていただきたいなと思

います。 

  続きまして、バリアフリーの件ですけども、

先日会派でアイセンター病院を視察してまい

りました。最先端技術の導入支援を行うＢｅ

 Ｓｍａｒｔ ＫＯＢＥプロジェクトにより、

点字ブロックや壁等に貼付した二次元コード

を読み取ることで、音声案内で視覚障害者を

誘導できる移動支援ツールを導入するなど、

視覚障害者への支援施策に力を入れているこ

とを知りました。 

  そこでのお話で、関西万博でも採用されて

いるということを聞きましたので、この間、

ルワンダの式典があったので、ちょっと行っ

てまいりまして、ちょうど愛子様が来ている

日でございましたけども、大屋根リングの下

に点字ブロックがございまして、ここにＱＲ

コードが貼られてありました。トイレを見ま

したら、トイレの右上のほうに、この神戸市

営地下鉄の駅とか、この辺でもついています

けども、このマークもついてありました。 

  世界的にも整備が進んでいるこのツールで

ございますけども、多言語対応可能であるた

め、外国人の誘導にも大変有効でございます。

本市でもアイセンター病院の最寄り駅はもち

ろんのこと、市営地下鉄等にも導入されてい

ることは承知しておりますが、神戸空港の国

際化によりまして、今後、外国人観光客の増

加が見込まれるため、特に再整備を進める神

戸の玄関口である三宮周辺地区を中心に、さ

らに導入を進めるべきと考えますが、見解を

伺います。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 今西副市長。 

○副市長（今西正男君） まず、先ほどＺＥＢ

 Ｒｅａｄｙにつきまして、エネルギー消費

量100％削減というふうに申し上げたようで

すけれども、エネルギー消費量50％以上削減

でございますので、訂正をさせていただきた

いと思います。 

  そして、この障害者対応の件でございます

けれども、ポートライナー三宮駅や医療セン

ター駅などにおきましては、視覚障害者用誘

導ブロックあるいは床や壁に設置されたコー

ドを専用のスマートフォンアプリで読み取る
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ことで、音声案内を聞くことができる移動支

援ツールが公益社団法人ネクストビジョンに

よって設置をされているところでございます。

特に医療センター駅周辺及び神戸アイセンタ

ー内には特徴の異なる３種類の支援ツールが

設置をされておりまして、視覚障害者や海外

の方々などの移動支援にもつながる多言語に

対応したツールとなっているところでござい

ます。このような先進的な取組の成果も活用

しながら、三宮駅周辺においても、視覚障害

者はもちろんのこと、外国の方々も移動しや

すくなるよう支援することを検討していく必

要があると考えているところでございます。 

  今後の三宮での検討に当たりましては、鉄

道事業者などの協力が不可欠でありますこと

から、鉄道事業者や地下通路管理者などで構

成しております三宮地区案内サイン整備協議

会において議論をしていく予定とさせていた

だいてございます。最適なツールの検討や、

誰が設置するのか、イニシャルやランニング

コストの負担をどうするのかなどについて、

議論すべき幾つかの課題もありますため、適

切な移動支援の在り方につきまして、協議会

の場でしっかりと議論を進めてまいりたいと

考えてございます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） やの君。 

○22番（やのこうじ君） バリアフリーの観点

で、３年前にも議会のほうで、エスカレータ

ー、並んで立ち止まって安全に乗れるように

ということで、令和５年10月には名古屋のほ

うでも、立ち止まり両方乗ろう右・左という

条例ができております。 

  神戸市の交通局さんのほうも、エスカレー

ターに乗る前とか、間にステッカーを貼って

くれているんですけども、ちょっと踏み込ん

で、こういう実際に乗る場面でも―― これ名

古屋の写真なんですけども―― ちょっと頑張

っていただきたいなと。名古屋はさらに頑張

って、名古屋に「なごやかにＳＴＯＰして

ね」という、こういう手のひらをつけたアル

バイトを雇って、エスカレーターの右側に立

って、実際に２列で行くようにという取組も

しておりますので、またそんなんも参考に、

安全なまちづくりにしていただきたいなと思

います。 

  続きまして、教育委員会のほうですけども、

まずスクール・サポート・スタッフの件です。

こちらのほうは、朝のやっぱり児童・生徒が

来る時間帯、それから小学校では給食の時間

帯が非常にいていただいたらありがたいとい

う中で、１時間の削減がありました。前後配

置していただいたことは非常に評価しておる

んですけども、例えば私がいた小学校なんか

は、給食の時間に重い食缶をちょっとぽろっ

と落としてしまって、熱いみそ汁でやけどを

してしまって、子供をだっこして職員室に連

れていったこともございますし、本当に学校

というのは何が起こるか分かりません。 

  そんな一方で、スクール・サポート・スタ

ッフがいてる時間帯に、教頭や総務担当が若

手教諭の教室を回って、授業改善や配慮の必

要な児童への対応に当たられており、その配

置が不登校対策や授業改善にもつながってい

るという学校現場もあることも実感している

ところです。各校の配置時間の拡充をぜひと

もしっかり検討していただいて、実現に向け

て取り組んでいただきたいなと思っておりま

す。 

  教育長のほうから、新たな学びの実現に向

けた取組というお話もありましたけども、新

しい教育への転換にチャレンジするためには、

教職員が学ぶ機会をいかに確保するかという

ことが重要であると考えます。 

  文部科学省も学び続ける教員像を掲げてお

りまして、例えば全国で先進的な実践をされ

ている学校現場へ足を運んで視察することや、

土台となる考え方を学べるような大学や、

様々な教育機関が実施している研修会や講演

会に参加することが重要であると考えます。 
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  本市でも、かつては県外への視察も実施し

ておりましたが、旅費の削減等によって、近

年ではなかなか実現できないという話も伺っ

ております。児童・生徒が学びの主人公とな

り、これから学校教育を再構築していくため

にも、教職員が主体的に視察や研修受講する

意義を再評価して、機会を増やすべきと考え

ますが、いかがでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 福本教育長。 

○教育長（福本 靖君） 時代のニーズに適応

する新たな学びの実現に向け、本市の教職員

には主体性を発揮して、教職生涯を通じて学

び続けてもらいたいと考えております。その

機会として、視察や研修等を通じ、先進的な

実践を学ぶことも非常に重要なことだと考え

ます。 

  教職員が学び続ける現在の仕組みですが、

教育委員会では教職員が視察や研修に参加し、

先進的な事例を学ぶなど研さんを積み、学び

を深める機会の充実を今図ってきております。

具体的には、昨年度から自主的・継続的に調

査研究する教員のグループに対して、専門家

を招く研修会や、視察経費を助成しておりま

す。また、今年度より、働き方改革の一環と

して、教職員のスキルアップや、資質向上な

ど、各学校の主体的な活動を支援する取組―

― １校当たり最大50万円の支援ですが―― 

も開始したところです。 

  さらに、新たな学びを研究する学校を指定

した上で、自由進度学習や、柔軟な教育課程

を導入している他府県の取組を視察し、授業

見学や意見交換を行っております。視察事例

の成果や課題、そして、どのような取組を本

市で導入できるかといった内容は、様々な研

修を通じて教職員に情報共有しているところ

でございます。 

  子供たちが主役の学びの実現に向け、教職

員が学び続けることを後押しできるよう、引

き続き、教育委員会においても視察や研修機

会の充実を図りたいと思います。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） やの君。 

○22番（やのこうじ君） 学校現場のほうから

ですと、学校運営費がやっぱり年々削減され

ておりまして、神戸市内の研修の出張でさえ、

ちょっと気を遣うというような声を耳にした

ものですから、今回、質問の１つとして入れ

させていただきました。 

  続いて、不登校対策の校内サポートルーム

の件なんですけども、こちらも支援員の配置

をしていただいたということは大いに評価し

ておるんですけども、多くの学校の開室時間

が午前９時から午後１時の４時間と限定され

ておりまして、児童・生徒が必要とするタイ

ミングで、居場所を確実に提供できない状況

もあると聞いております。支援員の配置時間

につきましては、現状の４時間を見直して、

校内サポートルームの開室時間を拡充するこ

とで、増加が止まらない不登校傾向や、情緒

的な不安を抱える児童・生徒等にとっての受

皿を充実すべきと考えます。 

  子供たちにとって、いつでも安心して行け

る居場所を校内に提供することが、多様な場

所、学ぶ環境を整えることにもつながると考

えますが、見解を伺います。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 福本教育長。 

○教育長（福本 靖君） 校内サポートルーム

については、令和６年度の利用者が増加をし

続けまして、３学期には１日平均で約500人

という利用であり、不登校傾向にある児童・

生徒が校内サポートルームであれば登校でき

るようになるなど，安心して過ごすことがで

きる居場所として定着してきていると認識し

ております。 

  開室時間ですが、１時間目から開室してい

るところや、心理的要因等により、朝早くか

ら登校することができない子供もいることか

ら、２時間目以降に開室するところもあり、
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児童・生徒の状況に応じた時間帯で運営して

います。 

  支援員は、各校に１日４時間、週５日勤務

を想定し、週20時間の予算を配分しているた

め、開室時間を４時間としている学校が多い

ようですが、児童・生徒のニーズに応じて、

支援員の勤務時間以外に開室している学校も

あり、それらの時間は、空き時間の教職員や

管理職、養護教諭等が対応しているケースも

あるようです。 

  支援員の柔軟な配置ですが、議員御指摘の

とおり、不登校児童・生徒がいつでも安心し

て過ごすことができるサポートルームとする

ためには、児童・生徒の要望に応じた柔軟な

対応をしていくことが重要であると考えます。 

  学校から提出される実績報告書によると、

校内サポートルームには、学校によって利用

人数や運営状況にばらつきがあることから、

今後、１日４時間、週５日の20時間を上限と

して配分している支援員の予算について、各

学校のニーズに合わせて再配分すること、支

援員の勤務条件を柔軟に設定すること、学校

に関わるボランティア等の人材を活用するこ

となどで工夫していきたいと考えております。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） やの君。 

○22番（やのこうじ君） 人材のことをずっと

質問しておりますけども、本来、本市独自の

教職員の追加配置というのが一番望ましいん

ですけども、さすがにちょっと人件費が莫大

にかかることは重々承知している上での質問

をしているんですけども、教育現場の実情に

即したさらなる児童・生徒への関わりを推進

するためにも、各学校のニーズに合わせて、

例えばスクールカウンセラーや学習指導員、

先ほど質問したスクール・サポート・スタッ

フや校内サポートルームの支援員等の学校関

係スタッフ、最適な配置や勤務時間の在り方

等を検討の上、さらに拡充を図るべきと思い

ますが、その点いかがでしょうか。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 福本教育長。 

○教育長（福本 靖君） 働き方改革を推進す

る中で、学校運営を支える体制づくりですけ

れども、子供たちが安心して学校生活を送る

ためには、教職員と協力しながら、学校運営

を支えるスタッフを適切に配置することは本

当に重要なことだと考えています。 

  御指摘のスクールカウンセラーについては、

これまで配置拡充に努め、現在、全小・中学

校において月４回相談できる体制を整えてき

ております。さらに各学校現場のニーズに対

応するため、令和５年度からは、不登校児

童・生徒のオンライン相談に対応するスクー

ルカウンセラーを配置したり、令和６年度か

らは、各校の状況等を踏まえて、繁忙が続く

学校には配置時間を増やすなどの学校の状況

に応じた柔軟な対応をしてきております。 

  さらに、学習指導員――神戸市独自の取組

ですが――同室複数指導や、放課後・休み時

間の学習支援等を行う学習支援員については、

他の自治体に先駆けて配置の拡充に取り組ん

でいるところでありまして、役割を見直しな

がら、全小・中学校に配置しているところで

ございます。配置に当たっては、各校の学習

面の課題や、児童・生徒への指導状況を考慮

するなど、工夫に努めているところでござい

ます。 

  学校運営を支えるスタッフについては、学

校現場の実情に即した配置となるよう、配置

時間の再配分や、引き続き柔軟な対応を検討

してまいりたいと思っています。 

  その一方で、専門スタッフが今増えており

ますが、専門スタッフに任せることで、教員

と支援が必要な児童・生徒の関係が希薄にな

らないように留意し、あくまでも学校が主体

となって、教育現場の充実に取り組むことも

必要だと考えております。 

  いずれにせよ、今後も教員をはじめ、学校

関係者スタッフと教育委員会が一体となって、
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新たな学びの実現に取り組んでいきたい、そ

のように考えます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） やの君。 

○22番（やのこうじ君） じゃあ最後に、私が

教頭試験を受けたときの問題をちょっと披露

させていただきたいと思います。学校現場の

大変さというのを共有いただけたらなと思い

ます。 

  問い１、次のような事例について、教頭と

しどのように対応しますか。あなたの考えを

述べなさい。 

  ６月のある日のことです。校長がこの日か

ら他都市での研修のため３日間不在です。６

校時終了のチャイムが鳴った後、４年の不登

校児童の男児の母親から、うちの子は今日も

欠席しているが、勉強が面白くないし、友達

もいない。最近は５月に転校してきた男児に

いじめられると毎朝泣いています。今までこ

んなことはなかった。校長に直接会って話が

したいという電話がありました。 

  また、その電話が終わった直後、２年女児

が６校時の体育の授業が終わって、教室に戻

る際、同じクラスの男児から背中を押されて

転倒、前歯永久歯を折り、口や鼻に擦り傷を

負って出血し、担任に抱えられて職員室へや

ってきました。養護教諭は午後から出張のた

め不在で、学校の近くにある歯科、外科は、

この日は午後休診で電話もつながりません。 

  さらに、校区内に住む方から電話が入りま

した。駐車場に車を止めようとしていたとこ

ろ、おたくの体操服を着た低学年の子供たち

が石を投げて、うちの車のフロントガラスに

当たりひびが入った。子供たちは走って逃げ

たが、顔を覚えているので、学級写真を持っ

てすぐに来い。それができないというなら、

警察に通報するという内容でした。 

  そして、疲れ切った様子、教諭が教室に戻

ってきました。もう限界です。疲れました。

ここ数日、体調が悪く、めまいがひどくなっ

てきたので、すぐに家に帰らせてくださいと

力なくつぶやきながら、帰ろうとしましたと

いうことでした…… 

○議長（菅野吉記君） 時間がまいりましたの

でおまとめください。 

○22番（やのこうじ君） ありがとうございま

した。 

○議長（菅野吉記君） 御苦労さまでした。

（拍手） 

  次に、12番香川真二君。 

  （12番香川真二君登壇）（拍手） 

○12番（香川真二君） つなぐ会派の香川真二

でございます。最後でございます。よろしく

お願いいたします。 

  いつもよりマスコミの方がたくさん来られ

て、緊張しておりますが、どうもまだスイッ

チが入っていないようなので、落ち着いてや

らせていただきたいと思います。 

  今日は３つの質問をさせていただきます。

ふだんと違いまして、経済の話とか、街づく

りの話、教育の話ということなので、皆さん

気軽に聞いていただければと思います。 

  まず初めに、次の神戸の基幹産業の育成に

ついて伺いたいと思います。 

  神戸市の経済はこれまで重厚長大産業を中

心として支えられてきました。阪神・淡路大

震災以降は、新たな産業の創出を目指し、い

ち早く医療産業都市の推進に取り組み、一定

の成果を上げてまいりました。ただ、2020年

の経済効果では1,562億円といまだ基幹産業

と言えるまでには成長しておりません。ここ

でいう基幹産業とは、神戸市で言いますと、

神戸製鋼、川崎重工、住友ゴムなどの年間売

上高１兆円以上の企業が存在して、所得を多

く生み出している産業としております。 

  市内経済の活性化は、雇用の創出、税収の

確保にもつながる重要な施策であります。市

民が経済の成長や所得の増加を実感するため

には、重厚長大産業に続く新たな基幹産業が

必要と感じております。神戸市としては、今
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後どのような産業の成長に可能性を感じてい

るのか、その育成に向けてどのように取り組

んでいこうと考えているのか、見解を伺いた

いと思います。 

  次に、民生委員・自治会など、街づくりの

基盤の新たな形についてお伺いいたします。 

  昨日から質問にも上がっておりますが、地

域活動の担い手不足が深刻な課題となってお

ります。例えば自治会では、少子高齢化や価

値観の多様化などにより、役員の高齢化が進

み、成り手が不足しております。 

  こうした現状を踏まえ、現在の地域活動の

仕組みを何とか維持することを前提に、これ

までどおり、人材を確保する施策を強化する

のか、それとも、民生委員や自治会の役割、

在り方を見直し、抜本的な仕組みを改善して

いくのか、見解を伺いたいと思います。 

  最後に、教育の話題についてお伺いします。 

  ＳＮＳの急速な発展や、ＡＩ技術の発達に

より、子供を取り巻く社会環境が大きく変化

をしております。このような時代の変化に対

応するためには、教育現場においても、これ

までの常識を捨てた大きな改革が必要であり

ます。 

  福本教育長は、就任直後に本会議において

就任の決意を次のように述べられました。社

会の変化に学校現場だけでなく、教育委員会

も適応してこなかった。学校園が様々な課題

にうまく適応するためには、古い成功体験か

ら脱却し、前例踏襲に依存しない体質を構築

しなければならない。 

  教育長に就任して１年余りが経過した現時

点において、教育の現場はどのように変わっ

ていくべきだと考えているのか、改めて見解

を伺いたいと思います。 

  以上、よろしくお願いをいたします。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 香川議員の御質問のう

ち、私からは、次の神戸の基幹産業の在り方

につきましてお答えを申し上げます。 

  御指摘いただきましたように、神戸市はも

ともと重厚長大産業のほか、商業、酒類製造

業、飲食サービス業など、多様な産業が発展

をしてきました。 

  2020年に国が公表した神戸市の地域経済循

環分析の産業別修正特化係数によりますと、

汎用・業務用機械や電気機械、鉄鋼などの重

工業分野のほか、食品加工業、運輸業、観

光・宿泊業などの特化係数が高く、全国の他

都市に比べて強みを持っております。本市経

済は突出した基幹産業が支えるというよりも、

第１次産業から第３次産業まで、多様で特色

ある産業が支えているという構造が特徴では

ないかと思います。 

  震災で大きな被害を受けた神戸市の経済を

復興・再生させるために、医療産業都市を展

開し、一定の成果が上がってきていると思っ

ております。 

  神戸の産業の弱みは何かというと、やはり

多くの大都市の中で育っている都市型創造産

業―― ＤＸあるいは通信、広告、デザイン、

こういうふうな分野ですけれども、ここがや

はり弱いということが特徴でして、このため

の人材育成あるいはマーケットの整備、産学

官連携による取組、こういうことを今力を入

れているところです。 

  今後、次の基幹産業を考えるという、そう

いう発想自身が、もう既に相当な産業集積が

あるという中で、また国際情勢が非常に流動

化する、グローバルサプライチェーンも本当

に今非常に不安定になっている中で、行政と

して、一定のこの基幹産業ということをイメ

ージできるのかどうかということについては

議論が必要なのではないかと思います。むし

ろ都市型創造産業も想定しながら、今、もち

ろん医療産業都市の産業も想定したスタート

アップの育成支援ということに力を入れてお

りまして、このスタートアップのエコシステ

ムが形成される中で、様々なこの可能性とい
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うものが生まれていきますから、そこの中か

ら、この次世代を担う産業分野が生成されて

くるという、そういう発想もあり得るのでは

ないかというふうに考えておりまして、とに

かく新たな国際都市の可能性を私たちは手に

入れているわけですから、どうすれば市内か

ら優れた神戸経済を支える人材が育ち、また

海外からも優れた人材が神戸に来ていただけ

る、ほかの地域からも、国の中からも来てい

ただけるような、そういう優れた人材が集ま

って、神戸に来たら何か面白いことができる

というような環境をつくっていくという発想

も必要ではないかというふうに思います。 

  今、国際経済情勢がずっともうここ10年近

く不安定になる中で、特定の産業分野に特化

をするということは、やはりリスクを伴いま

す。やはり全天候型の産業構造ということも

これからは求められるのではないか、そうい

うふうな視点も入れながら、次世代の産業の

在り方ということを御指摘も踏まえながら模

索していきたいと存じます。 

  ほかの御質問につきましては、副市長から

お答えさせていただきます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 私のほうから、自治

会などのこの街づくり基盤の新たな形につい

て御質問いただきましたので、御答弁申し上

げたいと思います。 

  市民が安全・安心に地域で暮らしていくた

めに、住民間のつながり・支え合い、これは

大変重要なものだと考えているところでござ

います。 

  そうした中、自治会などの地域団体の日々

の活動のつながりが根幹を担っておりまして、

その存在は地域にとって非常に重要で、心強

いものだと考えているところでございますが、

一方で、自治会など地域団体で構成員の減少、

高齢化等の中で、担い手の確保の課題が生じ、

活動の維持が困難となるケースも生じてきて

いるところでございます。 

  こうした中、令和５年７月に地域活動推進

委員会に対し、神戸市域における、持続可能

な地域社会に向けた市民・団体・行政の関係

性の構築の在り方と協働を促す仕組みについ

て諮問を行い、答申を受けたところでござい

ます。その中で、様々な社会情勢の変化や地

域課題が多様化した現在、地域課題全てを当

該地域団体が対応するのではなく、地域内外

を問わず、多様な主体が関心や必要性により、

部分的に参画することも重要である旨述べら

れているところでございます。 

  今後も、地域や地域活動を持続的なものに

するためには、答申にあるように、地域によ

っては、これまでのように、自治会など地域

団体だけが包括的に地域の課題に対応するの

ではなく、多様な主体と連携をすることによ

り、地域活動の維持を図ることも重要である

と考えております。 

  今回、御質問の趣旨の中で、今後について、

担い手を増やしていくのか、逆に、この在り

方を見直して負担を軽減するのかというふう

な、二者択一的な御質問の趣旨であったと思

うんですけども、そういう意味では、どちら

も目指していく必要があって、新たな形を見

いだしていく必要があると考えております。 

  多様な主体の地域への参画を促して、連携

を促すためには、こういった団体間の交流の

機会を増やすことが重要だと考えておりまし

て、いろんな地域プレーヤーの方のつながる

機会をそれぞれ区ごとに設けたり、取組を進

めているところでございます。今年度もオー

プンミーティングをはじめ、地域活動に係る

多様な主体が集ってつながり、対話ができる

場を複数設ける予定でございます。地域と新

たな主体がつながる機会を創出することによ

って、地域活動の担い手を増やし、また地域

の負担の軽減にもつなげていきたいと考えて

いるところでございます。 

  （「議長」の声あり） 
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○議長（菅野吉記君） 福本教育長。 

○教育長（福本 靖君） 私のほうからは、新

しい社会・世界に対応したこれからの教育に

ついてということと、就任１年ということで、

私の思いを述べさせていただきます。 

  先ほどのやの議員の質問の答弁と重なると

ころはありますので、御了承お願いします。 

  御指摘のとおり、子供や学校を取り巻く環

境は大きく変化しており、特に子供や保護者

の価値観の多様化への対応は、これまでの学

校の在り方や常識を大きく変えなければなら

ないものとなっております。 

  当然これまで十分に対応できなかった分、

不登校やいじめ、その他の課題が山積してい

るというのが現状でございます。 

  それに対して、やはり先ほども答弁しまし

たが、前例踏襲ではなく、本質的な視点で関

係者が知恵を出し合い、時代のニーズに合わ

せた活動に変えていく必要があると考えてお

ります。今、取り組んでいるＫＯＢＥ◆ＫＡ

ＴＳＵもその取組の１つだと考えております。 

  これからの時代を生きていく子供たちには、

やはり課題解決能力や想像力、情報活用能力

などを育むとともに、異文化や多様な背景を

持つ人への理解を深めることが大切だと思い

ます。そのためには、教育の在り方を教員主

導型から子供たちの主体性を大切にする教育

へ大きくかじを切り、子供たちが行きたくな

る学校への転換をしていくことが重要だと考

えます。 

  そこで、今年度新たに設置した学びの推進

課を中心に事務局が伴走支援を行い、各学校

と一体となって、授業改善等に取り組んでい

く所存でございます。 

  また、こうした新たな学びを実現するため

には、最も大切なことは、校長の学校運営の

意識改革が必要だと考えます。事務局として

も、校長が主体的にマネジメントを行い、自

信を持って裁量を発揮して取り組めるようサ

ポートを行っていきたいと考えております。 

  さらに、一番の当事者である保護者や、多

様なスキルや経験を持つ地域、企業などと一

緒になって、子供たちの学びの充実や教育課

題の解決を図るコミュニティ・スクールを学

校運営の柱としていきたいと考えます。 

  変化が激しく予測困難なこれからの時代に

おいて、子供たちが自ら考え、未来を切り開

き、心豊かにたくましく生きる力を身につけ

ていけるよう、様々な改革に力を入れて取り

組んでいきたいと考えております。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 香川君。 

○12番（香川真二君） では、再質問させてい

ただきます。 

  基幹産業の育成ということで、先に質問さ

せてもらいたいんですけど、先ほど、今、市

長が言われた答弁の中で、私も本当に賛同す

るところはたくさんあって、これからの時代、

やっぱり一本足打法ではなくて、しっかりと

いろんなところにリスク分散して、いろんな

産業を育てていくというやり方のほうが、私

も時代に合った産業の育成の仕方かなと思っ

ております。 

  少し余談になりますが、今日新聞の中で、

石破首相が所得を2040年―― 15年後には５割

増にするというふうに言われていました。私、

そういう話を聞くと、すごくわくわくするん

ですね。やっぱり経済の楽しさというのは成

長していくことだと思いますし、個々の働い

ている方も所得が増えて、その中で生活が豊

かになっていくというふうな、そういったこ

とを実感できるというのも大事なことだと思

っておりますので、ぜひとも今回の石破首相

のように、どの産業も、いつまでにどの規模

にしていくのかというふうな、そういった目

標値を立てていただく。そうすると、それに

向かって、神戸の産業どんどん発展していく

んじゃないかなと思っています。 

  なかなかやっぱり市長の立場や副市長の立

場でも、この目標を掲げるって勇気が要るこ



 

 

－71－ 

とだと思うんですけど、これをやっぱりやっ

ていくことが、神戸市を経営している皆さん

の使命だと思っておりますので、ぜひともそ

ういったところを多少野心的な目標で出して

いただければ、私はもっとわくわくするので、

ぜひお願いしたいなと思っております。 

  その中で、ちょっと質問になるんですけど、

市長の今の答弁からすると、やはりスタート

アップであるとか、そういう新しい人材に神

戸に来てもらって活躍してもらいたいという

ふうな、これもすごく私にとっても賛同でき

ることでありますので、チャレンジする企業

に支援をするという、この根本がまさしく大

事だと思っていまして、自走している、もう

既に自走できているようなところではなくて、

これから発展しようとしているようなところ

に支援をしていく。やっぱりチャレンジをし

ていく若い企業というのは、やっぱりイニシ

ャルコスト―― 初期投資がすごく負担になっ

てきますので、そういった意味では、やはり

その中でも環境整備とか、そういった初期の

負担を軽減できるような、そういった支援を

していただければ、どんどん発展していく。

どこかでハードルを越えて発展していくとい

う企業がたくさんあると思いますので、そこ

を取り除いていくような支援が必要じゃない

かなと思っているんですが、いかがでしょう

か。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 久元市長。 

○市長（久元喜造君） 基本的には同感です。

思い起こしますのは、コロナでかなり多くの

企業が、あるいは個人も含めて苦境に陥った

ときに、神戸市としては独自の対応といたし

まして、今までにない分野に挑戦をする、チ

ャレンジをする企業向けの支援制度というも

のを設けました。これはコロナという非常事

態でしたので、そういう対応をしたわけです

けれども、やっぱりそういうような発想とい

うのは平時においても必要かもしれませんし、

今はコロナのような時期ではありませんけれ

ども、極めて難しい状況ですから、そういう

発想も入れながら、どういうような企業支援

の在り方、チャレンジする企業に対してどう

対応するのかということにつきましては、今

後、令和８年度予算の編成作業の中で検討さ

せていただければと思います。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 香川君。 

○12番（香川真二君） ぜひよろしくお願いい

たします。 

  私、ここからちょっと私見というか、自分

の意見も含めて、少しお話しさせていただけ

ればと思うんですが、神戸のやっぱり地の利

というんですか、産業をやっていく上で、神

戸はやっぱりこういう海があるというところ、

そういう港で発展したというところもあるん

で、やはり物流とか、そういったところのや

りやすさみたいなところはあると思うんです。

こういう地の利というのがやっぱり産業をや

っていく上で大事だと思っておりますので、

そういったところで、物流産業なんかも、今

後、どんどんこれから伸びていく産業の１つ

でもありますので、そういった拠点、そうい

ったのが神戸にとっていいんじゃないかなと。

これも提案です。 

  あとは、これからどんどんＡＩであるとか、

そういったものが発展していく中で、データ

センターというのが各都市でこれから誘致を

どんどんしていこうというふうな流れもあり

ますので、データセンター等になりますと、

電力等が課題になってきていますが、この神

戸では水素産業ということで、この水素をエ

ネルギーにした電力というのが使えるんじゃ

ないかなというふうに思っています。こうい

った、それが本当に結びつくかどうかという

現実が私も詳しくは分からないですけど、そ

ういったものを使えば、こういったデータセ

ンターなんかも誘致できるんじゃないかとか、

そういったものも考えの中に出てくるんじゃ
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ないかなと思っています。 

  それと、これは私の希望もあってなんです

けど、スポーツ産業というのも１つ魅力的な

のかなと思っております。私、今、サッカー

をやっている子供が２人いるんですけど、大

学生と、今、高校生になったところなんです

けど、関西のそのいろんなところに試合に行

かせていただくと、やっぱり感じるのは、神

戸のグラウンドの整備状況って、ほかの地域

に比べてすごくいいんです。特に芝生がいい

ところ、これはかなり整備なんかをしている

方が手入れをしっかりされているんだろうな

と思うんですが、そういった環境が整ってい

る。 

  さらには、ジーライオンアリーナも開業し

て、これからバスケットというふうなスポー

ツも盛んになっていくだろうし、あと、スケ

ートリンクですか、それも今後開業していく

ということで、アイススケート等も含めて、

この神戸市というのは多様なスポーツが楽し

める環境があるなと思っておりますので、こ

のスポーツ産業、それで、またアシックスで

あるとか、ダンロップであるとか、そういう

スポーツメーカーも企業としてもう既に存在

しているわけですから、そういったところに

ぜひ力を入れていっていただきたいなと思っ

ております。 

  これ、話せばどんどん切りがないので、こ

の辺にしておきますが、そういった分野で、

もう本当に先ほど市長が言われたように、い

ろんな産業が軒並み基幹産業とまでなるかは

分からないですけど、そこまでどんどん押し

上げて、発展していくということを期待して

おりますので、その辺しっかりと力を入れて、

神戸市はどちらかというと後押しだと思いま

すね。民間主導ですから、後押ししてあげる

というふうな、そういったところをぜひやっ

ていただければなと思っておりますので、よ

ろしくお願いいたします。 

  次に、民生委員等の話に進んでいきたいな

と思っておりますが、これは昨日からも、今

日も、先ほどもいろいろ質問があって、成り

手の不足があるんだということで、皆さん気

にされているところだと思います。 

  私も、つい先日、私の住んでいるまちには

民生委員の方がどうも欠員のようでして、マ

ンションの管理組合というんですか、役員会

が回ってくるんですけど、そこの理事長がな

れというふうな命令を受けて、無理やりに何

か嫌そうですけどなったみたいなんですよ、

民生委員に。つまり、もう何か押しつけでは

ないですけど、かなり無理やりやらされてい

るところもあるようで、どうもやっぱり実態

を聞いていくと、少し負担が大きいというふ

うなところなんですよね。 

  先ほど小原副市長も答弁で言いましたけど、

そういったところを軽減していく手段を今後

考えていかないといけないということだと思

うんですが、ちょっと私のこの考えなんです

けど、もちろん負担を減らしていくというこ

とは大事だと思います。そして、成り手を増

やしていくということは大事なんですけど、

これ、いつまでもこの状況でやっていけるの

かなということも少し考えていかないといけ

なくて、やっぱり10年ぐらい、この今のやり

方をやって、まだ欠員が出るようであれば、

やっぱりこのもともとの仕組み自体がもう時

代に合ってないのかなと思っています。 

  民生委員という、どうも私もこの質問をす

るということで調べたんですけど、100年以

上前からの歴史があるということで、日本に

とっては、私はこういう組織、こういう方が

本当に地域を支えてくれているんだと思いま

すし、こういう仕組みは残していかないとい

けないなというふうに思っている立場ではあ

るんです。ただし、その成り手が今の時代に

不足しているというのは、やはりそこに何か、

この時代とともに変化してきたものがあって、

そこに原因があるんだろうなと思っておりま

すので、ぜひとも期間を決めて、ここまでや
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ったけど、もうこれ以上、例えば民生委員が

充足しないようであればということで、仕組

みを変えていくというふうな、そういった決

断が必要なんじゃないかなと思っています。 

  やっぱり仕組みを変えるんなら、私がこれ

を見て考えたのは、無報酬というのはやはり

難しい。これではちょっと成り手がいないし、

ほかの団体にお願いするにしても、これは難

しいだろうなと思うんで、この無報酬という

のは変えないといけないなと思っております

し、専門性が少し高いようなので、この辺は

地域の福祉団体等のそういった方にお願いを

するなどのそういったことが必要なのかなと

思っております。なぜそういうことを言うか

というと、すばらしい仕組みなので、この仕

組みを残すということに一生懸命になるんじ

ゃなくて、目的である、この社会奉仕の精神

をもって、常に住民の立場に立って相談に応

じ、必要な援助を行い、社会福祉の増進に努

めるという、この民生委員の目的を残すよう

な、そういうことをしていただきたいなと思

っておるんですが、通告もしていないんで、

ちょっと小原さんの好きな感想を言ってくだ

さい。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 小原副市長。 

○副市長（小原一徳君） 私も現職のときから、

この民生委員制度について、課長時代等も、

それから部長になっても関係してまいって、

こういった民生委員制度の在り方については、

それぞれ各自治体の課長なり部長なりの方々

と意見交換する場合には、今、議員おっしゃ

ったような意見というのは多々出てまいりま

す。特に一緒に飲みながらお話しするときに

は、いろんな課題が出てきて、こうしたらい

いのに、こうできないのかと。 

  ただ、これ民生委員の制度というのは、御

紹介いただきますとおり、非常に歴史があっ

て、過去からは地域の名士の方が担っていた

だくような経緯もあったところでございます

し、いかんせん民生委員法という法律に基づ

いて実施されているものでございますので、

やはり国レベルでの議論が当然必要となって

まいります。国に対しては、今後の民生委員

制度の在り方について検討いただくようにと

要望も既に出しているところではございます

が、特に介護保険制度等が充実してきた時代

になって、民生委員制度を今後どうしていく

かという分については、やはり時代の変化に

合わせて、検討を考えていく必要があると考

えております。 

  一方で、１つ参考になるのは、同じような

制度で保護司の制度も当然あるわけです。こ

れはどちらかというと、国主体で保護司制度

の在り方を議論されたわけでございます。そ

の中には、当然その保護司の報酬制というふ

うな分も議論がされたと思いますが、今回の

結論から言いますと、そこについては、まだ

決定していくには時期尚早というふうな結論

になったと伺っているところでございます。 

  いずれにいたしましても、法に基づくもの

でございますので、国レベルで議論していた

だく必要があると考えておりますし、当然変

化に対応した改善は必要だと認識していると

ころでございます。 

  （「議長」の声あり） 

○議長（菅野吉記君） 香川君。 

○12番（香川真二君） ありがとうございます。

いろいろとまた多分検討されていると思いま

すので、いろいろ教えていただければと思い

ます。 

  あと、教育の話については、再質問という

よりも、ちょっと意見を伝えようかなと思っ

ているんですが、やはりもう時代がどんどん

変わってきて、もう過去の知識の詰め込みの

ような教育は必要ないかなと私は思っていま

す。 

  私、小学校の５年生のときに、いまだに覚

えているんです。社会の授業で、20年ぐらい

したら石油はなくなると習ったんですね。な
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くなってないですよね。そういうふうな間違

ったことを言ったらいかん、まだ先を見据え

て教えていくという、大変難しいところもあ

ると思うんですが、私が思うのは、やっぱり

20年先ぐらいに子供たちは活躍していくわけ

ですから、その時代を見据えた教育というか、

必要な力を身につけさせてあげていただきた

いなと思っております。やっぱり20年先、ま

だ想像つかない、分からないところもあると

思うんですが、そういった万博に行くなら、

そういったところで、学べるものを体験して

もらえばいいかなと思いますし、あとはどん

な時代にも必要な力ってあると思うんです。

例えば倫理であるとか、哲学であるとか、例

えば愛とか優しさとか、そういったことはや

はり教育現場の中で教えていただきたいなと

いうふうに思っておりますので、今の学校の

教育の中で、やはり目的とするのは知識の詰

め込みではなくて、別の観点だということは、

これは教育長はもう一番よく分かっていると

思いますので、そういったことをぜひともや

っていただけたらと思っておりますので、こ

れをお伝えしておきます。 

  最後に、再質問というよりは、ちょっと小

原副市長が６月で退任されるということで、

私の感謝の気持ちをお伝えしたいなと思って

おりますので、残り１分25秒、お聞きいただ

ければと思いますけど、令和元年に私が議員

になったときに、私は当時、福祉環境委員会

に所属していましたが、当時、保健福祉局の

局長をされていた小原局長、私も福祉とかに

は少し腕に覚えありの感じだったので、難し

い質問をどんどん投げ込んでいったんですけ

ど、全て打ち返してきたということで、私は

もう本当に、この市役所の人たちは大変優秀

だなというのを記憶に覚えています。本当に

どういうんですか、至らぬ質問とかにも優し

く対応していただいたり、あと、小原副市長

は質問を聞いていただくときに、前に少し出

る癖がありまして、そして、うなずきながら

聞いてくれるんですよ。これは本当に私たち

質問する立場にとっては心強い反応でして、

本当に感謝をしております。 

  あと、40年間、この神戸市のために尽力し

ていただきまして、本当にありがとうござい

ます。これからもこの今までの経験を生かし

ていただいて、ぜひ地域で民生委員となって

いただけたらと思っておりますので、御活躍

を期待しております。 

  以上でございます。ありがとうございまし

た。（拍手） 

○議長（菅野吉記君） 御苦労さまでした。 

  以上で一般質問は終わりました。 

  以上で本定例市会の議事は全部終了いたし

ました。 

  この際、申し上げます。 

  改めて、副市長、小原一徳君におかれては、

６月30日をもって御退任されます。ここに議

員の皆様に代わり、これまでの市政へ御尽力

に対し、敬意と感謝の意を表する次第であり

ます。本当にお疲れさまでございました。

（拍手） 

  この際、市長の御挨拶がございます。 

  久元市長。 

  （市長久元喜造君登壇） 

○市長（久元喜造君） 閉会に当たり、一言御

挨拶を申し上げます。 

  まず、新しく就任されました菅野吉記議長、

川内清尚副議長をはじめ、各役員の皆様に対

し、心からお喜びを申し上げます。 

  ５月議会におきましては、米国の関税措置

により影響を受ける市内事業者を支援するた

めの補正予算のほか、諸議案をお諮りいたし

ましたところ、熱心に御審議を賜り、原案の

とおり議決をいただき、厚く御礼を申し上げ

ます。 

  本会議及び各委員会におきまして賜りまし

た貴重な御意見を十分に尊重しながら、今後

の市政運営に当たってまいりたいと存じます。 

  さて、私が市長に就任させていただいてか
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ら11年６か月が経過いたしました。この間、

議員各位におかれましては、市政運営に対し

まして、多大な御支援と御協力を賜りました

ことに心から感謝を申し上げます。 

  昨日の本会議で、市政の継続性を維持し、

変革の流れをとめないために、10月に予定さ

れております神戸市長選挙に向けて、どのよ

うに決断するのかとの御指摘をいただきまし

た。そこで、本日お許しをいただきまして、

市長選挙に向けての私の所信を申し述べさせ

ていただきたいと存じます。 

  私は、2021年10月に市民の皆様からの御信

任を賜り、３度目の重責を担わせていただく

こととなりました。就任直後より新型コロナ

ウイルスの感染拡大という、震災以来最大の

危機から市民の命、健康、生活を守るために、

ワクチン接種体制の確保や、医療提供体制の

強化に加え、各種の経済対策に全力を注いで

まいりました。一方で、コロナ終息後の世界

を見通して、中長期的な見地に立ち、神戸の

まちのさらなる成長・発展に向けて、積極的

に取り組んでまいりました。 

  都心・三宮、ウオーターフロントエリアで

は、駅ビルや新たな施設の開業により、新た

な風景やにぎわいが生まれ、今後も人々を引

きつける魅力的なエリアに大きく様変わりし

ていきます。 

  また、郊外では、拠点となる駅を中心に、

駅前広場の再整備や、公共施設の再配置に取

り組んでおり、今後も新たなまちの顔が生ま

れていきます。 

  このように、まちのたたずまいが大きく変

わりつつある中、今年の４月18日には長年の

市民の願いでありました神戸空港の国際化を

迎えました。今、まさに神戸は世界に開かれ

たまちとして飛躍する可能性を手にしていま

す。この好機を逃すことなく、神戸を新しい

ステージに押し上げていくためには、都心ウ

オーターフロント、既成市街地・ニュータウ

ンの再生と合わせ、森林・里山の再生を一体

的に進め、人口減少時代にふさわしい持続可

能な大都市、新たな国際都市へと進化させて

いくことが重要です。 

  神戸が持つ力を最大限に開花させながら、

海と山が育むグローバル貢献都市として、神

戸の輝かしい未来に向けた歩みを確かなもの

とするためには、引き続き市政を担わせてい

ただくことが私の使命であると考えるに至り、

市長選挙への出馬を決意いたしました。 

  今後とも、神戸市の意思決定機関である市

会との間で、緊張感のある信頼関係を築くと

ともに、市民の皆様の知恵や思いを形にし、

変化の激しい時代に対応した市政を展開する

所存です。 

  議員各位におかれましては、私の決意を御

理解いただき、一層の御指導、御鞭撻を賜り

ますよう心からお願いを申し上げます。 

  最後になりましたが、議員各位の一層の御

健勝をお祈り申し上げまして、閉会に当たり

ましての御挨拶とさせていただきます。あり

がとうございました。（拍手） 

○議長（菅野吉記君） 市長の御挨拶は終わり

ました。 

  これをもって、令和７年第１回定例市会を

閉会いたします。 

   （午後４時23分閉会） 
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